


� 1 月

10日(火) 各常任委員会

11日(水) 各特別委員会

� 2 月

7 日(火) 各常任委員会

8日(水) 各特別委員会

16日(木) 議会運営委員会

22日(水) 議会運営委員会

各常任委員会

各特別委員会

23日(木) 議会運営委員会

[第 1 回定例会開会]

本会議 (会期決定〈30日間〉､ 道政

執行方針､ 提案説明､ 教育行政執行

方針､ 質疑〈 3人〉､ 議案等可決)

議場コンサート

� 3 月

1 日(木) 議会運営委員会

本会議 (追加提案説明､ 監査委員の

選任同意､ 代表質問〈 1人〉)

2 日(金) 議会運営委員会

本会議 (代表質問〈 3人〉)

5 日(月) 新幹線・総合交通体系対策特別委員会

6日(火) 議会運営委員会

本会議 (一般質問〈 6人〉)

7 日(水) 議会運営委員会

本会議 (一般質問〈 6人〉)

8 日(木) 議会運営委員会

本会議 (一般質問〈 7人〉)

9 日(金) 議会運営委員会

本会議 (一般質問〈 6人〉)

12日(月) 議会運営委員会

本会議 (一般質問〈 5人〉､ 予算特

別委員会設置)

予算特別委員会 (正副委員長の互選､

3 分科会設置)

予算特別委員会第 1・第 2・第 3分

科会 (正副委員長の互選)

13日(火) 予算特別委員会 (補正予算先議､ 意

見調整､ 議案等可決)

農政委員会

建設委員会

文教委員会

議会運営委員会

本会議 (各委員長報告､ 議案等可決)

15日(木) 予算特別委員会第 1・第 2・第 3分

科会 (各部所管審査)

16日(金) 予算特別委員会第 1・第 2・第 3分

科会 (各部所管審査)

19日(月) 予算特別委員会第 1・第 2・第 3分

科会 (各部所管審査)

21日(水) 予算特別委員会 (各分科委員長報告､

総括質疑､ 意見調整､ 議案等可決)

22日(木) 各常任委員会

各特別委員会

23日(金) 議会運営委員会

本会議 (各委員長報告､ 議案等可決､

追加提案説明､ 北海道教育委員会委

員の選任同意､ 会議案 1件可決､ 意

見案11件可決､ 議員派遣を決定､ 関

係委員会の閉会中請願継続審査及び

事務継続調査の決定)

[第 1 回定例会閉会]

本書においては､ 便宜上､ 会派の名称を次の

とおり表記した｡

自民党・道民会議 自民

民主党・道民連合 民主

公明党 公明

フロンティア ﾌﾛﾝﾃｨｱ

北海道・大地 大地

日本共産党 共産

議 会 日 誌



も く じ

平成23年度北海道一般会計補正予算の概要 1

平成24年度北海道一般会計予算等の概要 2

第 1回定例会
概 要 3

本 会 議 5

提 出 案 件 25

会 議 案 30

意 見 案 31

請 願 40

委員会の動き
議会運営委員会 43

常 任 委 員 会 47

総 務 委 員 会 47

総合政策委員会 48

環境生活委員会 49

保健福祉委員会 50

経 済 委 員 会 52

農 政 委 員 会 54

水産林務委員会 55

建 設 委 員 会 56

文 教 委 員 会 57

特 別 委 員 会 60

産炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会 60

北方領土対策特別委員会 62

新幹線・総合交通体系対策特別委員会 63

道州制・地方分権改革等推進調査特別委員会 64

少子・高齢社会対策特別委員会 65

食と観光対策特別委員会 66

予算特別委員会 68

資 料
第 1回定例会において議決を経た条例の公布調 97

1 ・ 2 ・ 3 月の出来事 101

………………………………………………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

……………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………

………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………

…………………………………………………………………………………



平成23年度北海道一般会計補正予算の概要

第 1回定例会において､ 次のとおり一般会計補正予算について審議し､ 可決しました｡

○平成23年度北海道一般会計補正 (国補正分) (単位 千円)

○平成23年度北海道一般会計補正 (通常分) (単位 千円)

○平成23年度北海道一般会計補正 (追加分) (単位 千円)
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歳 入 歳 出
分担金及び負担金 3 , 7 7 6 , 9 0 6 総 務 費 7 1 4 , 2 1 8

国 庫 支 出 金 4 3 , 3 5 3 , 7 1 6 環 境 生 活 費 7 , 8 8 6

財 産 収 入 △ 3 5 保 健 福 祉 費 9 , 0 5 6 , 3 0 0

繰 入 金 3 , 9 4 3 経 済 費 4 0 4 , 4 6 9

繰 越 金 9 , 7 9 4 農 政 費 2 9 , 1 8 4 , 2 8 4

道 債 8 , 3 7 0 , 0 0 0 水 産 林 務 費 1 3 , 4 0 5 , 4 6 1

建 設 費 2 , 7 4 1 , 7 0 6

計 5 5 , 5 1 4 , 3 2 4 計 5 5 , 5 1 4 , 3 2 4

歳 入 歳 出
諸 収 入 △ 4 0 , 0 0 0 建 設 費 △ 4 0 , 0 0 0

計 4 0 , 0 0 0 計 4 0 , 0 0 0

歳 入 歳 出
地方消費税精算金 2 , 7 6 5 , 9 3 6 議 会 費 △ 9 9 , 3 9 7

地 方 譲 与 税 △ 1 , 2 6 1 , 5 0 1 総 務 費 △ 9 4 9 , 8 4 0

地方特例交付金 △ 6 7 9 , 8 0 5 総 合 政 策 費 △ 2 , 3 0 5 , 7 3 6

地 方 交 付 税 1 , 5 8 2 , 9 9 8 環 境 生 活 費 1 1 4 , 0 8 4

交通安全対策特別交付金 △ 2 2 , 0 5 5 保 健 福 祉 費 △ 1 4 , 9 0 3 , 1 7 1

分担金及び負担金 △ 4 9 3 , 7 6 1 経 済 費 △ 1 4 , 3 2 3 , 0 2 8

使用料及び手数料 △ 5 3 , 3 9 4 農 政 費 7 , 8 5 2 , 8 8 8

国 庫 支 出 金 △ 1 0 , 9 7 1 , 6 4 6 水 産 林 務 費 △ 1 , 7 9 0 , 4 7 0

財 産 収 入 7 6 2 , 9 1 6 建 設 費 △ 6 , 9 3 3 , 8 4 8

寄 付 金 △ 6 , 3 7 1 警 察 費 △ 6 5 3 , 0 1 5

繰 入 金 △ 7 , 9 9 2 , 1 0 4 教 育 費 △ 1 , 5 3 0 , 8 2 9

繰 越 金 6 9 5 , 4 1 6 災 害 復 旧 費 △ 6 8 3 , 6 4 0

諸 収 入 △ 2 0 , 3 2 3 , 1 6 0 公 債 費 △ 2 , 3 4 9 , 2 0 6

道 債 1 , 2 6 8 , 3 0 2 諸 支 出 金 3 , 8 3 9 , 7 2 1

計 △ 3 4 , 7 1 5 , 4 8 7 計 △ 3 4 , 7 1 5 , 4 8 7



平成24年度北海道一般会計予算等の概要

第 1回定例会において､ 次のとおり一般会計予算及び補正予算について審議し､ 可決しま
した｡

平成24年度予算は､ 道財政が極めて厳しい状況を踏まえ､ 一般会計では､ 前年度の 2定現計比で2.0

％､ 額にしておよそ546億円少ない約 2兆7410億円｡

歳出予算の主なものは､ 本道の社会資本整備を計画的に推進するため､ 公共事業として総額 2355億

4700万円､ 投資単独事業等として総額845億9200万円､ 施設等建設事業として総額87億4600万円｡

新規・拡充事業の主なものは､ 防災活動資機材の整備や庁舎の耐震改修経費などの防災関連予算とし

て総額15億300万円､ 私立学校の経営健全化等を図るため､ 私立学校等管理運営対策費補助金235億6900

万円､ 道立開拓記念館のリニューアルによる北海道博物館開設に向けた取り組みを推進するため､ 北海

道博物館設置費3900万円､ 地域医療再生に向けた医療提供体制の課題に取り組むため､ 地域医療再生計

画推進事業費61億5600万円､ 道産小麦の付加価値向上と地産地消を図るため､ 新品種を使用した商品開

発などに取り組むこととし､ 道産小麦利用転換加速化事業費1000万円､ 道産水産物の安全性のPRなど海

外販路の維持拡大を図るため､ 道産水産物輸出関連対策事業費3500万円､ 厳しい経営環境にある建設業

の本業強化や新分野進出の取り組みに対して支援するため､ 建設業経営体質強化対策事業費5600万円､

国際社会で活躍できる語学や国際感覚に優れた人材を育成するため､ 北海道グローバル人材育成事業費

2000万円｡

これらに見合う一般会計の歳入予算の主なものは､ 道税4947億3200万円､ 地方交付税6990億円､ 国庫

支出金2940億7900万円､ 諸収入3000億円､ 道債6527億7500万円｡

○平成24年度北海道一般会計補正 (第 1号) (単位 千円)

平成23年11月からの記録的な豪雪により被害を受けた営農施設の復旧支援のため追加提案された一般

会計予算約484万円｡
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歳 入 歳 出
地 方 交 付 税 4 , 8 4 1 農 政 費 4 , 8 4 1

計 4 , 8 4 1 計 4 , 8 4 1



第 1 回 定 例 会

�総額 3兆2767億円余の平成24年度当初予算を可決�

概 要

① 平成24年度当初予算案等を審議する第 1回定例会は､ 2 月23日招集され､ 会議録署名議員の指名

等を行い､ 会期を 3月23日までの30日間と決定｡

次に､ 総額 3兆2767億円余の平成24年度予算及びこれに関連する議案等が上程され､ 知事から道

政執行方針及び提出議案に関する説明､ 教育長から教育行政執行方針に関する説明｡

次に､ ｢平成23年度北海道一般会計補正予算｣ 等について先議することとし､ 質疑の後､ 委員会

付託を省略し､ いずれも異議なく原案可決｡

その後､ 議案等調査のため､ 2 月24日から 2月27日まで及び 2月29日の本会議を休会することに

決定して散会｡

② 休会明けの 3月 1日､ 北海道監査委員の選任案件が提出され､ 知事から提案説明の後､ 委員会付

託を省略し､ 異議なく同意議決｡ 代表質問に入った｡

③ 3月 2日､ 代表質問を終結｡

議案等調査のため､ 3 月 5 日の本会議を休会することに決定して散会｡

④ 休会明けの 3月 6 日､ ｢平成23年度北海道一般会計補正予算｣ 等が追加提案され､ 知事から提案

説明の後､ 一般質問に入った｡

⑤ 3月 9日､ 東日本大震災による犠牲者に対する黙�を行った後､ 一般質問を継続｡

⑥ 3月12日､ 請願第23号ないし第46号をいずれも産炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会に

付託することを異議なく決定した後､ 一般質問を継続｡

｢訴えに関する件｣ が追加提案され､ 知事から提案説明の後､ 一般質問を終結｡ 直ちに予算特別

委員会を設置し､ 議案第27号を北方領土対策特別委員会に､ 議案第35号､ 第41号ないし第43号及び

第47号を少子・高齢社会対策特別委員会に､ 議案第107号を道州制・地方分権改革等推進調査特別

委員会にそれぞれ付託することを異議なく決定し､ 残余の議案等を各委員会に付託して散会｡

⑦ 3月13日､ 先議案件に関する委員長報告の後､ 討論､ 採決の結果､ いずれも委員長報告のとおり

原案可決｡

その後､ 各委員会付託議案等調査のため､ 3 月14日から 3月16日､ 3 月19日及び 3月21日から 3

月22日までの本会議を休会することに決定して散会｡

⑧ 予算特別委員会は､ 3 月12日に正副委員長の互選を行い､ 3 分科会を設置｡ 13日､ 平成23年度各

会計補正予算等について先議を行い､ 質疑､ 採決の結果､ いずれも原案可決と決定｡ 16日から各分

科会において各部所管の審査に入り､ 19日にこれを終了｡ 21日､ 各分科委員長報告の後､ 総括質疑

を行い､ 同日､ 付託議案に対する質疑を終結｡ 予算の組替等を求める動議が提出され､ 否決した後､

付託議案をいずれも原案可決と決定｡

なお､ 審査の経緯にかんがみ､ 泊原子力発電所 1号機､ 2 号機のストレステスト評価結果に関す

る政府による安全性確認について､ 北海道エネルギー政策について､ HACの事業運営について､ 震

災瓦れきの受け入れについて意見を付すことに決定した｡
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⑨ 会期最終日の 3月23日､ 各付託議案に対する委員長報告の後､ 予算組替等を求める動議が提案さ

れ､ 説明､ 討論の後､ 採決の結果､ 否決｡

次に､ 各付託議案について採決を行い､ いずれも委員長報告のとおり原案可決｡

次に､ ｢平成23年度北海道一般会計補正予算｣ 及び ｢平成24年度北海道一般会計補正予算｣ が追

加提案され､ 知事から提案説明の後､ 委員会付託を省略し､ いずれも異議なく原案可決｡

次に､ 北海道教育委員会委員の人事案件が追加提案され､ 知事から提案説明の後､ 委員会付託を

省略し､ 採決の結果､ 同意議決｡

次に､ 会議案第 1号 ｢北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び北海道議会の

会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条例案｣ が提案され､ 説明及び委員会付

託を省略し､ 異議なく原案可決｡

次に､ 意見案第 1号 ｢緊急事態に関する意見書｣ 等11件の意見書が提案され､ 説明及び意見案第

1号ないし第10号の委員会付託を省略し､ 討論の後､ 意見案第 1号について､ 採決の結果､ 原案可

決｡ 意見案第 2号ないし第11号については､ いずれも異議なく原案可決｡

次に､ 請願第47号ないし第53号をいずれも産炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会に付託

し､ 閉会中継続審査に付することについて異議なく決定｡

次に､ 議員派遣の件について､ 異議なく決定｡

最後に､ 閉会中請願・継続審査及び事務継続調査の件について､ 異議なく決定の後､ 開会以来30

日目の 3 月23日に閉会した｡

⑩ 提出案件の議決状況は次のとおりである｡
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提 案 者 提出件数

議 決 状 況

計
原案可決 同意議決 承認議決

意見を付し
て認定議決

否 決 報告のみ

知 事 142 134 2 1 5 142
議 員 13 12 1 13
計 155 146 2 1 1 5 155



本 会 議

〇 2月23日 (木) 午前10時 6 分開議､ 喜多龍一

議長､ 平成24年第 1回定例会の開会を宣し､

日程第 1 会議録署名議員の指定を行い､ 諸般

の報告の後､ 議長から元議員石山直行氏の逝去

(12月27日)､ 元議員山口眞人氏の逝去 (12月28日)､

元議員増井貞一郎氏の逝去 ( 2 月13日) について

弔意を表した旨報告｡

日程第 2 会期決定の件を議題とし､ 今期定例

会の会期を本日から 3月23日までの30日間と決定｡

日程第 3 議案第 1 号ないし第116号及び報告

第 1号を議題とし､ 知事から道政執行方針並びに

提出議案に関する説明の後､ 教育長から教育行政

執行方針に関する説明｡ 日程第 3のうち議案第108

号ないし第116号を先議することについて異議な

く決定し､ 議事進行の都合により午前11時15分休

憩｡ 午後 1時 4分再開｡

議案第108号ないし第116号に関する質疑に入り､

高木 宏壽議員 (自民) から､

1 公共事業の補助事業に係る債

務負担行為について

・雇用の確保等に向けた契約の

前倒しに対する見解

2 震災被害者の生活再建支援について

・東日本大震災被災による生活保護受給者の早

期生活再建に向けた取組に対する知事の見解

3 原子力安全対策について

・これまでのモニタリングポスト等の監視設備

の整備に対する受けとめ方

4 農業問題について

・国の ｢農業体質強化基盤整備促進事業｣ の措

置及び本道における農業基盤整備の推進に対

する見解

・強い農業づくり事業に対する見解

5 森林整備加速化・林業再生基金などについて

・ 3年間の事業延長による成果及び延長された

基金事業の活用と今後の取組
等について

橋本 豊行議員 (民主) から､

1 早期発注､ 執行について

・繰越明許とされる事業､ 補助

ゼロ道債事業の早期発注・執

行に対する取組

2 きめ細やかな農業基盤整備について

・農業基盤整備事業にかかる道の支援

3 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例

基金について

・基金による接種状況の把握と今後の取組

4 安心子ども基金について

・都市部を中心とする待機児童解消への取組成

果と今後の事業展開に対する知事の所見
等について

真下 紀子議員 (共産) から､

1 橋梁の耐震化について

・橋梁の耐震補強事業にかかる

平成24年度中の完了に対する

所見

2 原子力行政について

・原発事故に対応した検査・計測機器整備の拡

充及び機能の向上に向けた取組に対する所見

3 介護福祉士等修学資金貸付事業について

・介護福祉士等修学資金貸付事業の拡大に対す

る見解

4 高等学校等生徒就学支援基金について

・道の奨学金制度の改善に向けた考えに対する

所見

5 子宮頸がん等ワクチン接種事業について

・子宮頸がん等ワクチン接種事業の拡大に向け

た道の対応

6 介護基盤緊急整備特例基金について

・入所待機者の解消に向けた整備

7 妊婦健診支援事業について

・妊婦健診支援事業の内容の充実・標準化に対

する対応及び分娩できる医療機関の無い地域

の妊婦の支援に対する考え方
等について質疑があり､

知事から答弁があって質疑終結｡ 委員会付託を

省略し､ 採決に入り､ 議案第108号ないし第116号

を問題とし､ いずれも異議なく原案可決｡

議案等調査のため､ 2 月24日及び 2月27日から

29日までの本会議を休会することに決定し､ 午後

1時47分散会｡

〇 3月 1日 (木) 午前10時42分開議､ 諸般の報

告の後､

日程第 1 議案第117号を議題とし､ 知事から

追加提出議案に関する説明｡ 議案第117号を先議

することを異議なく決定｡ 委員会付託を省略し､
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採決に入り､ 異議なく同意議決｡

日程第 2 議案第 1 号ないし第107号及び報告

第 1号を議題とし､ 代表質問に入り､

木村 峰行議員 (民主) から､

1 知事の政治姿勢について

・東日本大震災からの 1年を経

過するに際しての知事の所見

・高橋道政下における北海道の

状況に対する認識

2 原発政策､ エネルギー政策について

・原発の安全性の確保にかかる国への質問に対

する回答状況

・安全性の確保と道民への説明に対する知事の

認識

・札幌市議会意見書に対する知事の認識及び意

見書が求める ｢安全性の検討｣ に対する所見

・原発の再稼働に向けた判断基準に対する所見

・道内の電力需給に対する知事の認識

・策定中の ｢第 2期北海道省エネ・新エネ促進

行動計画｣ の具体的な数値目標の設定に対す

る知事の所見

・｢原子力組織制度改革法案｣ に対する知事の

所見

・再生可能エネルギーの拡大に向けた工程表作

成の考えに対する知事の見解

・大間原発の建設再開発言に対する知事の見解

・大間原発の工事再開の可否にかかる国や電源

開発に対する対応

・大間原発工事再開の可否にかかる今後の道の

対応

3 行財政運営及び新年度予算案について

・行財政改革の取組の知事の責任に対する知事

の見解

・平成27年度以降の収支対策を含めた行財政改

革の指針の策定の考えに対する所見

・新年度の予算編成における行財政改革の効果

の見込みに対する所見

・平成26年度末の道債残高 5兆円の目標に対す

る見解及び ｢新たな行財政改革の取組み｣ の

平成26年度の目標達成に向けた取組に対する

所見

・他府県と比べた法人二税の大きく落ち込む見

込みに対する認識

・これまでの経済活性化対策からの税収減少の

認識及び今後の経済活性化方策と税収増の対

策

・使用料・手数料改定に見直しにかかる所見

4 北海道における自治の姿について

・｢国と地方の協議の場｣ 開催実績の所見

・国に政策提案し､ 実現しようとする内容

・地域主権改革一括法の今後の対処方針

・道州制特区の提案と成果の所見

5 経済・雇用対策について

・企業誘致策の法人二税への反映状況や企業立

地補助金を法人二税の増収につなげていくこ

とに対する認識

・ほっかいどう産業振興ビジョン策定の遅れの

認識

・24年度実施計画策定にかかる分析､ 評価の実

施にかかる考え方

・｢フード・コンプレックス国際戦略総合特区｣

指定を踏まえた北海道の変革目標と道の関わ

り・支援に対する認識

・地域商業活性化総合対策事業と過去の施策と

の違いや地域主体性を発揮した取組につなが

ることに対する所見

・観光振興予算の受け入れ体制強化にかかる所

見

・緊急雇用創出事業費の減額を踏まえた雇用の

維持・創出の取組と対策

・雇用創出基本計画の雇用創出数の考え方及び

雇用創出数見直しに対する認識

6 農業の振興について

・農業後継者を含めた担い手対策の取組

・甜菜・澱粉原料用馬鈴薯や雑豆等の輸作体系

維持にかかる対策と国に対する政策要望の考

え方

7 道営競馬について

・道営競馬の魅力あるレースづくりやイベント

の開催等一層の取組に対する所見

8 地域医療について

・医師確保の取組状況

・医師確保対策の当初予算への反映とその効果

見込

・自治体病院等広域化・連携構想の現状と今後

の対応にかかる見解

・救急医療を担う医師確保の具体的な対策にか

かる所見

・泊原発に対する後方支援病院体制､ 救急医療

体制状況の把握状況と今後の主体的な取組に
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かかる所見

・札幌医科大学施設整備構想と医師不足解消・

付属病院機能充実の方向性・中期的計画策定

にかかる所見

9 がん対策推進条例について

・道民にわかりやすい理念や財政措置等施策の

具体化に対する考え方

・がん治療の経済的格差課題の解決にかかる所

見

・がん対策推進計画への考え方と決意

10 NPO寄附税制について

・NPO法改正及び新寄附税制の趣旨の認識､ NPO

個別指定条例の早期制定に向けた取組及び指

定要件における運用要件に対する所見

・市町村における条例・制度など市民活動促進

環境整備にかかる所見

11 水資源保全条例について

・条例の実効性に対する所見

・売買等にかかる事前届出期間は観光産業の振

興等に支障についての所見及び正当な土地利

用目的を見極める具体的判断と所見

12 公共交通について

・HACの役割を担う責任と赤字経営を招いた道

の責任

・信頼を欠くHACの状況に対する考え方

・24年度上期の収支見通し､ 資金繰り見通しと

貸付金返済猶予等の判断基準の考え方

・HACの出資者に対する説明対応と道の対応

・新幹線並行在来線の問題についてのこれまで

の取組や今後の対応に対する所見

13 教育課題について

・教育行政の現状にかかる知事と教育長の見解

・教育現場での校務支援システムの導入効果に

かかる所見及び 4月から運用開始する学校数

・校務支援システム導入する際の現場の声の受

けとめ方とこの声を反映したシステムの見直

し状況

・個人情報のデータ化に先立って保護者の了承

にかかる所見

・ 4月からの導入に対する考え方

・特別支援教育の在籍者増加にかかる認識と対

応

・｢医療的ケア｣ の道内状況の把握と看護師配

置の措置にかかる所見

・特別支援学校の再編にかかる児童生徒の通学

範囲の変更に対する所見

・障がいの程度が軽い児童生徒の地域での受け

入れにかかる所見
等について質問があり､ 知事､ 高井副知事､ 高原副知事､ 多田

副知事及び教育長から答弁｡ 議事進行の都合により午後零時43

分休憩｡ 午後 1 時57分再開し､ 同議員から再質問があって､ 知

事から答弁準備に時間を要する旨の発言があり､ 午後 2 時50分

休憩｡ 午後 3 時44分再開し､ あらかじめ会議時間を延長し､ 知

事及び教育長から答弁｡ 同議員から再々質問｡ 知事及び教育長

から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 4時21分延会｡

〇 3月 2日 (金) 午前10時18分開議､ 諸般の報

告の後､

議案第 1 号ないし第107号及び報告第 1 号を議

題とし､ 代表質問を継続､

堀井 学議員 (自民) から､

1 知事の政治姿勢について

・道民と共有する ｢北海道の将

来の姿｣ にかかる所見

・省エネ・新エネ促進条例に基

づく行動計画の道のエネルギー政策上の位置

づけ・目標・手立ての取組

・｢TPP問題連絡会議｣ における国の説明に対す

る受けとめ方及び国に対してTPP問題の丁寧

な情報提供や説明を求めることに対する見解

・本道の農業を守るための今後の取組

・瓦れきの受け入れに対する見解と ｢瓦れき｣

受入基準の考え方

2 道政上の諸課題について

・泊 1 ､ 2 号機の安全性の判断方法

・原子炉等規制法の改正案の受けとめと今後の

対応方針

・東日本大震災を踏まえた道の防災対策の見直

した結果明らかになった課題及び課題解決に

向けた今後の取組方針

・道内において大規模な津波・地震により市町

村の行政機能が喪失した場合に市町村の行政

機能確保のための支援の取組に対する所見

・雪害等に対する今後の取組

・農業施設への被害に対する道の財政的支援要

請に対する考え方

・異常気象に対する対応検討にかかる見解

・バックアップ拠点構想の実現に向けた取組方

針
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・HACの決算見通しが事業計画を下回った原因

について筆頭株主としての考え方

・HACの平成24年度収支見通しに関する評価

・HACの事業運営に対する道の責任についての

認識

・水資源の保全に関する施策の取組とその体制

・食クラスター活動と北海道フード・コンプレ

ックス国際戦略総合特区の位置づけ方と推進

方策及び今後の支援方向及び体制整備の考え

方

・｢地域商業の活性化に関する条例案｣ に対す

る思いと今後の施策推進の考え方

・雇用創出基本計画のめざす姿のねらいと雇用

創出による効果

・女性の就業促進の進め方

・平成24年度における高卒未就業者対策の取組

方針

・地域振興の視点を含めたこれまでの観光施策

の評価と今後の展望と事業組立てにかかる見

解

・札幌－函館間の南回り鉄路輸送にかかる受け

とめと対応方針

・道職員の採用数等の見直しにかかる見解

・北方領土隣接地域振興計画の実効性のある計

画策定と組織体制の充実にかかる見解

・第 4期エゾシカ保護管理計画における捕獲目

標等にかかる見解及び専門家による頭数一斉

調査や行動調査・山林等での状況調査の必要

性に対する見解

・医師確保対策における道が実施したアンケー

ト調査結果の受けとめ及び医師不足や地域偏

在など医師確保対策に取り組む考え方

・早期発見・治療につながるがん検診の受診率

向上を図るための所見

・がん診療連携拠点病院の指定のない空白圏域

における在宅での医療や緩和ケアが受けられ

る体制整備の取組

・要援護者対策にかかる過剰な個人情報保護の

改善についての見解

・｢認知症疾患医療センター｣ 設置方針の進め

方と若年性認知症実態調査の実施方法

・力強い農業の実現と国への提言にかかる進め

方と考え方

・馬産地振興における海外輸出拡大にかかる受

けとめと今後の取組

・地方競馬全国協会からの財政支援延長にかか

る対応と地方競馬の払い戻し率改正によるファ

ン離れの危惧に対する考え方

・国に対し磯焼け対策の積極的な取組を求める

ことへの見解及び道における磯焼け対策強化

に対する所見

・北東アジア・ターミナル構想におけるこれま

での取組と今後の取組

3 教育問題について

・教育の質の向上に向けた教育長の思いと職員

の意識に乖離を来さない取組に対する認識

・道徳教育の取組に対する見解

・子どもたちの健やかな体を育てるための取組

の考え方

・全国学力テストの道内市町村の参加状況

・平成23年度道民意識調査の回答の受けとめと

今後の取組の考え方

・教員の指導力の調査結果にかかる認識と今後

の対応

・今年度の小中学校における学級崩壊の状況及

び教員の指導力が原因による学級崩壊数と今

後の考え方

・｢心の健康に関する調査｣ の現段階における

状況

・小中学生など若年層対象の抑うつ傾向や自閉

傾向に対する対策の進め方

4 公安問題について

・道民の安全・安心の確保に向けた本年の取組

方針及び職員の不祥事再発防止に対する取組

方針
等について質問があり､ 知事､ 高原副知事､ 多田副知事､ 人事

委員長､ 教育長及び警察本部長から答弁｡ 同議員から発言があっ

て､ 午後零時30分休憩｡ 午後 1時34分再開し､

大河 昭彦議員 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) から､

1 道政執行に関する知事の基本

姿勢について

・新年度予算に知事公約の ｢新

生北海道｣ 実現に向けた施策

や政策が反映されている程度と政策実現に取

り組む考え方と見解

・政府の財政問題における受けとめと国に対す

る対応

2 政策の推進と行財政問題について

・新しい社会にふさわしい持続可能な行財政の

基盤づくりに対する今後の取組
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・道財政の立て直しと経済再生の両立に向けた

取組の進め方

・一括交付金の道における対象事業の選定や配

分の考え方

・道内における社会資本の整備にかかる認識

・建設業の実態把握と持続的な発展に対する見

解

・災害避難拠点の機能強化にかかる所見

3 産業経済の再生と雇用問題について

・低酸素社会実現のための環境対策への今後の

取組の考え方及び環境関連産業の振興の進め

方

・電力エネルギーの見通しと産業経済施策推進

の今後の取組

・TPP問題に対する現状の受けとめ

・国に対し道内農家の実情に見合った支援策申

し入れに対する見解

・｢フード・コンプレックス国際戦略総合特区

構想｣ の進行管理や連携体制の整備､ 役割分

担にかかる考え方

・新幹線の札幌延伸効果にかかる交通ネットワー

クの広げ方にかかる見解

・国の雇用対策の受けとめと評価及び国の対策

との関連を含めた道における新年度の雇用対

策の考え方と具体的な施策と目標

・再生可能エネルギー発電など環境関連産業の

起業化など雇用につなぐ考え方に対する見解

4 エネルギー問題について

・再生利用可能エネルギーの普及促進によるエ

ネルギー供給基地の実現と道内設置の原発の

役割との関連やスケジュール化の考え方

・新エネルギーの導入を加速させるための今後

の取組

・北電泊発電所 1号機､ 2 号機の再稼働にかか

る考え方と来月の 3号機の定期点検による停

止にかかる 3基全面停止に対する見解及び全

面停止した場合の夏季電力需要のピークにお

ける大停電の懸念の有無

5 教育行政について

・学習指導要領の変更による各学校の授業時間

数の増加や内容の充実に対応する工夫の状況

及び学力向上に向けた総合的な取組方針

・学校施設の耐震化やバリアフリー化の整備に

かかる見解

6 警察行政の基本的な考え方について

・社会構造や意識の変化に柔軟な対応が求めら

れる警察行政の基本的な考え方
等について質問があり､ 知事､ 高井副知事､ 高原副知事､ 教育

長及び警察本部長から答弁があって､ 午後 2 時31分休憩｡ 午後

3時 3分再開し､

戸田 芳美議員 (公明) から､

1 知事の政治姿勢について

・重点的な政策展開における展

望と所見並びに道内の各地域

がおかれている現状の認識と

具体的な施策展開及び地域戦略にかかる所見

・日中国交正常化40周年を契機として戦略的な

交流の取組にかかる所見

・国の ｢第 7期北海道総合開発計画｣ の点検・

見直しに対する対応

・TPP問題の今後の取組と決意を含めた所見に

対する所見

・泊原発の安全対策を国への要請に対する所見

・泊原発周辺の漁港岸壁の耐震化にかかる取組

に対する所見

・原発の再稼働に関する地元合意に対する所見

・大間原発の対応にかかる所見

・国立アイヌ民族博物館 (仮称) 設置における

道の要望意見の反映の取組に関する所見

・今後の道財政の見直し

・持続可能な行財政構造の確立に向けた行財政

改革にかかる取組

2 エネルギー問題について

・本道における再生可能エネルギーの将来展望

の所見及び庁内における総合的な取組の進め

方に対する所見

・小規模水力発電を活用したエネルギーの地産

地消に向けた地域活性化の取組及び石炭を活

用したハイブリッド発電の実用化に向けた民

間研究機関との取組に対する所見

3 雪害対策について

・豪雪地帯対策特別措置法の改正に向けた国へ

の要請に対する所見

・道と関係機関が連携し､ 新しい対応マニュア

ルなどの策定や道路除排雪体制整備の取組に

かかる所見

4 経済・観光対策について

・環境産業振興戦略 (仮称) に対する重点的な

取組の展開方針

・中国など東アジアの国々をターゲットとした
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重点的な事業展開方針

・ワインツーリズムの全道展開に対する所見

5 保健医療問題などについて

・国に提出した ｢医師確保のための提言｣ の先

行取組に対する所見

・道外からの医師確保に向けた取組の考え方

・医師の再就職のため医師側の潜在的なニーズ

を掘り起こしと環境づくりの取組に対する所

見

・｢医療産業都市構想｣ 及び札幌医科大学の

｢附属産学・地域連携センター｣ 機能の充実・

発展並びに医薬品や医療機器の研究開発に対

する所見

6 本道の航空ネットワークについて

・新千歳空港を中心とする本道の航空ネットワー

ク機能の充実に向けた道の有識者懇談会の取

りまとめに向けた考え方

・札幌丘珠空港の機能強化等を図るための滑走

路延長や周辺に道立施設等の移転に対する所

見

・HACの現在の経営状況と中長期的視点での経営

改善に向けた見通し及び経営改善と安定的な

運行に向けた搭乗率向上対策等に対する所見

7 循環資源の利用促進について

・循環税制度の今後の見通しと産業廃棄物の新

たなエネルギー利用にかかる取組に対する所

見

8 サロマ湖漁港の水路問題について

・サロマ湖漁港の水路の早期復旧に対する所見

9 教育問題について

・｢子どもの読書活動推進プログラム｣ にかか

る取組の考え方

・高等支援学校の整備に向けた所見

10 重要凶悪犯罪への対応などについて

・道警において長期未解決となっている捜査本

部設置事件数及びこれらの事件の検挙､ 解決

にかかる重点的な取組に対する決意と所見
等について質問があり､ 知事､ 高井副知事､ 高原副知事､ 多田

副知事､ 教育長及び警察本部長から答弁があって､ 議事進行の

都合により午後 4時13分散会｡

〇 3月 6日 (火) 午前10時 2 分開議､ 諸般の報

告の後､

日程第 1 議案第118号ないし第132号を議題と

し､ 知事から追加提出議案に関する説明｡

日程第 1の議案第118号ないし第132号にあわせ､

日程第 2 議案第 1 号ないし第107号及び報告

第 1号を議題とし､ 一般質問に入り､

村木 中議員 (自民) から､

1 雪害対策について

・自衛隊の災害派遣要請にかか

る課題と今後の取組に対する

見解

・留萌建設管理部の取組を踏まえた除雪体制の

整備に向けた国､ 市町村との連携に対する見

解

2 農業問題について

・農政に関するアンケート調査結果に対する所

見

・本道農畜産物のアジア諸国への輸出にかかる

今後の取組の考え方

・北海道米の道内食率の向上に向けた取組及び

道外販売への取組の考え方

・道産米の良食味品種開発と販路拡大に対する

今後の目標及び国との連携等の考え方

3 医療保険制度改革について

・国の医療保険制度改革に対する見解と今後の

対応

4 小中学校におけるキャリア教育について

・昨年度の高校生の就職状況を踏まえた小中学

校におけるキャリア教育の取組方針の考え方
等について質問があり､ 知事､ 農政部長､ 農政部食の安全推進

監､ 建設部長及び教育長から答弁｡

沖田 清志議員 (民主) から､

1 財政運営について

・市場における道債評価に対す

る認識と金利差解消のための

今後の対応

・減債基金の積立不足に対する認識と今後の対

応

・関与団体から返戻される出損金の減債基金へ

の積み立てに対する所見

2 震災廃棄物の処理について

・災害廃棄物の受入基準の設定､ 自治体との協

議､ 受入時期等のスケジュールなどの考え方

・受け入れ可能自治体との具体的な協議の内容

・瓦れき処理にかかる輸送ルート沿線自治体と

の協議に対する認識

・放射能の測定主体の考え方

・関係自治体との協議､ 情報提供､ 調整等の道
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の役割に対する所見

・廃自動車など有価物扱の震災廃棄物把握にか

かる認識と今後の対応

3 高校教育について

・特色のある専門高校への取組の進め方

・魅力ある高校づくりの進め方に対する所見
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 環境生活部長及び教

育長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事より答弁があって､ 議

事進行の都合により午前11時17分休憩｡ 午後 1時 2分再開し､

花崎 勝議員 (自民) から､

1 地球温暖化防止対策について

・道有林を活用した森林呼吸エ

コビジネスの取組意義と認識

・｢カーボン・オフセット活用

型森林づくり制度｣ モデル事業の取組状況

・温室効果ガスの削減目標の設定とその目標達

成に向けた今後の進め方

2 第 3期北海道障がい福祉計画について

・第 2期計画を終えるに当たっての評価

・現計画の評価を踏まえた第 3期計画策定の基

本的な考え方

・市町村における相談支援体制の充実に向けた

取組に対する見解

・第 3期計画における就労支援の目標達成に向

けた取組の考え方

・東日本大震災での教訓を生かした障がい者支

援の体制整備に向けた取組の考え方

3 特別支援教育について

・特別支援学校高等部の配置計画における現状

認識と今後の対応

・｢特別支援学校の配置に関する考え方｣ を踏

まえた小規模学校のあり方の現状と今後の見

通しの考え方

・小中学校における特別支援教育の環境整備に

向けた今後の取組に対する見解

・本道における特別支援学校教諭免許状の所有

状況及び特別支援学級担当教員の専門免許状

取得への支援の考え方

・発達障がいのある可能性のある児童生徒の調

査とその結果及び医療や保健福祉分野での施

策の活用に対する見解

・高等学校特別支援教育におけるモデル事業の

研究結果及び国に対する規則改正に対する見

解

等について質問があり､ 知事､ 保健福祉部長､ 水産林務部長及

び教育長から答弁｡

向井 昭彦議員 (民主) から､

1 泊原子力発電所について

・福島第一原発の事故後初めて

行われた道の原子力防災訓練

の総括・反省点及び今後の訓

練のあり方

・避難道路の完成までの見通し

2 地中熱ヒートポンプシステムについて

・再生可能エネルギーとしての ｢地中熱｣ の可

能性の認識

・地中熱ヒートポンプシステムへの導入促進に

かかる助成に対する知事の所見

・公共施設への率先導入に対する所見

3 特定課題評価について

・今後点検・評価を行う必要がある道政課題の

内容と平成24年度のテーマ設定の考え方

4 北海道の住宅について

・住宅リフォーム助成制度創設に対する見解

・｢北の木の家｣ のこれまでの取組成果と今後

の進め方

5 脱法ハーブ対策について

・｢脱法ハーブ｣ 対策の進め方

6 高校中途退学者について

・過去 3年間の道内の公立高校中途退学者数の

推移と経済的理由による退学者数・退学率及

び公立高校授業料無償化制度に対する認識
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 経済部長､ 水産林務

部長､ 建設部長及び教育長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事

から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 2 時26分休憩｡

午後 3時26分再開し､

三好 雅議員 (自民) から､

1 世界遺産登録について

・本道の文化財や自然の世界遺

産登録に向けた取組に対する

見解

2 ラムサール条約の登録について

・大沼地域の登録に向けた国からの協議に臨む

考え方及び潜在候補地の登録に向けた取組に

対する見解

3 海岸漂着ゴミ対策について

・海岸漂着物対策にかかる国への予算要望に対

する見解

4 鳥獣被害対策について
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・鳥獣被害対策実施隊の促進に対する見解

・アザラシ被害対策にかかる協議会の設置に向

けた取組状況

・鳥獣による被害防止策の効率的な対応に対す

る見解

5 離島振興法について

・離島振興法に指定された離島振興対策実施地

域の振興を図るための取組状況

・｢北海道離島振興計画｣ 策定当初に予定して

いた施策の達成状況の認識

・離島振興法の改正延長に向けた取組状況と認

識

・離島振興法の改正延長に向けた国などにおけ

る議論の内容に対する受けとめ方

・これまでの国などへの働きかけ状況

・関係自治体等との連携及び国からの情報収集

等の状況

・道内離島全てが外海離島であることに対する

考え方

・今後の離島振興に向けた考え方

6 HACについて

・昨年12月21日時点のHACの資金残高と今後の

見通しの状況及びその後の資金残高の推移

・HACの資金残高状況の報告を受けての認識と

その対応状況

・支援要請にかかる精査の期限と議会議論の考

え方

・HACが提示する事業計画の妥当性の検討に対

する見解
等について質問があり､ 知事､ 総合政策部地域振興監､ 環境生

活部長､ 農政部食の安全推進監及び建設部長から答弁｡ あらか

じめ会議時間を延長し､

梶谷 大志議員 (民主) から､

1 電力の需給と省エネ・新エネ

促進行動計画について

・電力供給不足に対する認識と

省エネ・節電に向けた取組状

況及び課題の把握に対する見解

・電力不足に対する道独自の取組方針

・燃料コストの上昇による料金値上げに伴う産

業の競争力低下対策の考え方及び環境問題と

の整合性の保持に対する所見

・市町村の ｢新エネルギービジョン｣ 策定状況

と今後の策定促進の取組

・道の公共施設を利用した新エネルギーの率先

導入に対する所見

・行動計画の具体的な数値目標設定に対する所

見

2 中小企業対策について

・中小企業の事業継続にかかる実情の把握状況

・国や金融機関等との連携による情報提供の仕

組みづくりに対する所見

3 財政の健全化について

・事務事業評価の成果を得るための道行政の姿

の提示に対する所見

・特定課題評価のテーマ設定に対する所見

・北海道土地開発公社保有地の平成23年度の処

分状況と来年度以降の見通し

・北海道住宅供給公社からの今後の返済見込み

・債権管理返済に向けて具体的な取組

・地方公営企業会計制度の見直しによる影響額

及び今後の移行スケジュール

・地方公営企業会計制度の変更に伴う今後の取

組に対する所見

4 HACについて

・｢北海道エアシステム支援事業貸付金｣ の償

還猶予の要請にかかる経営事業見直しに対す

る認識

・信頼回復のための経営責任の明確化に対する

所見

・平成24年度上半期における事業見通しの妥当

性の具体的考え方
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 保健福祉部長､ 経済

部長､ 建設部長及び公営企業管理者から答弁｡ 同議員から再質

問｡ 知事から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 5 時 5

分散会｡

〇 3月 7日 (水) 午前10時 5 分開議､ 諸般の報

告の後､

日程第 1 議案第 1号ないし第107号､ 第118号

ないし第132号及び報告第 1 号を議題とし､ 一般

質問を継続､

�川 隆雅議員 (自民) から､

1 海外販路拡大等について

・日交正常化40周年の節目を迎

える中国における販路拡大に

向けた取組

・台湾における販路の拡大に向けた取組

・タイやベトナムなど新興国における販路の拡

大に向けた取組
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2 雇用対策について

・若年者や中高齢者などの今後の就職支援の取

組

・非正規労働者の労働条件､ 就業環境の改善に

向けた今後の取組

・企業立地促進にかかる人材の育成の取組方針

3 少子化対策等について

・少子化問題に関する道民の理解促進にかかる

認識と普及啓発の進め方

・保育所の待機児童にかかる要因の分析と今後

の取組

・保育所の質の向上に対する所見

・放課後児童クラブの待機児童の現状と解消に

向けた今後の対応の考え方

・放課後児童対策の充実に向けた今後の取組

4 共生の場づくりについて

・｢共生の場づくり｣ のこれまでの取組と今後

の推進の考え方

5 幼児教育について

・幼稚園教育のあり方の考え方

・道内の小学校との幼少連携の現状及び今後の

取組の考え方

・幼児期教育の充実を図るための道教委と知事

部局とのこれまでの連携及び今後の取組の考

え方

6 北東アジア・ターミナル構想について

・北東アジア・ターミナル構想の推進にかかる

全庁的な体制整備の考え方

7 北海道新幹線について

・札幌延伸にかかる建設費道負担額のピーク時

期及び多額の財政負担の対応

・札幌延伸にかかる建設工事期間短縮の要望の

考え方
等について質問があり､ 知事､ 総合政策部長､ 保健福祉部長､

経済部長､ 建設部長及び教育長から答弁｡

佐藤 英道議員 (公明) から､

1 札幌医科大学について

・地域医療への貢献策の重点的

な取組に対する所見

・今後の具体的整備方針

・最先端の研究開発の取組に対する認識

2 救急搬送体制などについて

・ドクターヘリの運航体制の検討状況と今後の

見通し

・道の消防防災ヘリ等関係機関との一層の連携

及び患者搬送の運航の考え方の見直しに対す

る所見

・救急医療や災害時における開発局所有を含め

たヘリコプターの有効活用及び道有地や道の

の駅の活用に対する所見

・国の災害時多目的船構想に対する所見及び今

後の病院船母港誘致へ向けての取組に対する

所見

3 大雪による農業被害対策について

・大雪による農業被害に対する支援の考え方

4 視覚障がい者への図書の貸し出しについて

・市町村の公共図書館における点字・録音図書

の貸出体制整備に対する所見及び道立図書館

における整備とセンター施設としての機能充

実に対する所見

5 住生活の向上と空き家対策について

・高齢化社会に対応したコンパクトシティづく

りの考え方及び関係機関との問題意識の共有､

市町村等の取組の促進に対する所見

・｢住生活基本計画｣ を踏まえた住宅の流動化

対策の取組方針

・空き家再生等推進事業の活用状況及び総合的

空き家対策の展開方針

・更新期を迎えた大規模住宅団地の課題の認識

と今後の団地再生に向けた取組の考え方

6 文化振興などについて

・文化財保存・活用に向けた取組の展開方針

・赤れんが庁舎周辺も含めた地下空間の活用の

検討や本道文化発信の拠点化の取組

7 エゾシカ対策について

・石狩振興局管内におけるエゾシカの生息状況

及び駆除の実施状況の認識と今後の取組

・都市部におけるエゾシカ対策の考え方の所見

と今後の取組

8 防災教育について

・東日本大震災を教訓とした防災教育充実の今

後の取組
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 環境生活部長､ 保健

福祉部長､ 建設部長及び教育長から答弁があって､ 議事進行の

都合により午前11時36分休憩｡ 午後 1時 3分再開し､

梅尾 要一議員 (自民) から､

1 東北各県との広域連携につい

て

・｢北海道東北地方知事会・広

域連携等に関する検討会議｣
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の主眼とスケジュール感

・道財政が厳しいなか東北の復興における道が

果たすべき役割と機能の考え方

・バックアップ拠点構想における道の役割と広

域連携に対する所見

・北海道東北地方知事会と北海道・北東北 3県

との広域連携との関係

2 自衛隊との連携強化について

・東日本大震災を踏まえた災害時の連携の検討

状況

・航空自衛隊や海上自衛隊との連携の強化・協

定の検討の必要性に対する所見

・大災害を想定した初動体制構築のため自衛官

の有するノウハウを活用することに対する所

見

3 空港の民営化について

・｢空港運営に関する有識者懇談会｣ の検討状

況に関する認識及び懇談会報告書の今後の取

扱の考え方

・国の空港経営改革関連法案の位置づけと基本

方針の内容

・上下一体化の範囲の考え方の整理状況及び道

の有識者懇談会におけるヒアリングの対象範

囲拡大への対応の考え方

・新千歳空港の運営主体の考え方

・地域との協議にかかる考え方

4 エネルギーと産業施策について

・電力供給の不安定さや電力不足がもたらす本

道の産業・経済への影響の分析結果や影響に

より､ 本道から海外移転した企業の状況

・北電の2012年の連結決算の見通しと内部留保

の状況

・泊原発 3号機停止にかかる電気料金の値上げ

の有無

・電力供給の不安定さと電気料金の値上げによ

る今後の企業誘致活動への影響
等について質問があり､ 知事､ 危機管理監､ 総合政策部長､ 経

済部長及び建設部長から答弁｡

小林 郁子議員 (民主) から､

1 自治の推進について

・道と政令指定都市との関係を

含めた北海道の自治の姿の考

え方

・道と札幌市との二重行政の状況及び今後の対

応

・今後の原発・エネルギー政策のあり方に道民

意向調査を実施することに対する所見

2 地域防災について

・地域防災計画の策定及び推進における女性の

意見を反映させる体制づくりに対する所見

・女性や子供の視点を取り入れた避難体制整備

計画の策定に対する所見

・全国と比較した道内の自主防災組織の設置状

況及び組織率向上と活性化に向けた今後の取

組

・災害時の被災者支援・受入体制整備の必要性

に対する所見

・振興局における地域防災体制強化の必要性に

対する所見

3 障がい者の就労支援について

・特別支援学校卒業生の就職の現状を踏まえた

今後の取組に対する所見

・社会的事業所の認識

・社会的事業所助成制度創設の必要性に対する

見解

4 武道の必修化について

・これまでの柔道事故の状況

・武道の必修化に伴う教員の指導力向上及び施

設設備の充実に向けた体制

・安全指導・事故防止策の取組
等について質問があり､ 知事､ 危機管理監､ 総合政策部地域振

興監及び教育長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から答弁が

あって､ 議事進行の都合により午後 2 時27分休憩｡ 午後 2 時53

分再開し､

金岩 武吉議員 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) から､

1 消費税増税をめぐる諸問題に

ついて

・消費税増税の賛否をめぐる道

民認識との違いの受けとめ方

・消費税増税に対する真意及び増税に向けた働

きかけに対する所見

・消費税増税分の地方配分額の利用にかかる見

解

2 TPP問題について

・国内経済の低迷や円高・株安などによるTPP

協定参加是認の動きに対する受けとめ方及び

今後の情勢変化に対する対処方針

・将来のTPP参加を想定した農業対策強化の考

え方と本道農業を守り抜く決意

・国に対する農業政策強化の申し入れに対する
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見解

・TPP参加による影響の大きなものとその対応

策に対する見解

3 地域主権等のあり方について

・目指してきた道州制の現状に対する評価

・道州制特区推進法の運用にかかる受けとめ及

び視点を変えた提案に対する見解

・現政権の地域主権に対する受けとめ及び国の

出先機関の地方移管にかかる考え方

・地域課題の対応及び今後の広域事務のあり方

に対する見解

4 エネルギー対策について

・再生可能エネルギーの普及が進まなかった要

因と対策を分析して今後の行動計画に反映す

る考えに対する見解

・新エネルギーの導入促進に向けた連携体制の

強化の必要性に対する考え方

・道内の再生可能エネルギー発電適地の見込み

と新エネルギー導入による産業の育成等によ

る経済効果等に対する見解

・北電の液化天然ガス火力発電構想における再

生可能エネルギーの電力供給との関連の考え

方
等について質問があり､ 知事及び経済部長から答弁｡ 同議員か

ら再質問｡ 知事から答弁｡

佐々木 俊雄議員 (自民) から､

1 道の政策決定について

・全庁的な意志形成を図ること

を目的とした政策会議の機能

発揮に対する所見

2 行財政改革について

・｢新たな行財政改革の取組み｣ の後半期後の

対応に対する見解

3 震災瓦れきへの対応について

・震災瓦れき処理の対応に対する決意

4 泊原子力発電所の再稼働について

・北電の安全対策についての評価と泊原発 1号

機､ 2 号機の再稼働にかかる今後の対応方針

5 二酸化炭素の削減問題について

・福島第一原子力発電所事故後の電力供給不足

の状況での二酸化炭素の削減の今後の取組

6 北海道新幹線開業に伴う並行在来線問題につ

いて

・江差線における沿線自治体間の負担割合にか

かる対応方向

・新函館－小樽間の並行在来線への対応及び札

幌市の経営参画等に対する見解

7 エゾシカ駆除について

・オオカミの導入による捕獲方法の検討に対す

る見解

8 栽培漁業の振興について

・秋サケ漁業の課題に対する取組及び今後の輸

出回復に向けた取組方針

・コンブ漁業における各地域の今後の取組

・栽培漁業の推進体制を含めた今後の取組
等について質問があり､ 知事､ 総合政策部長､ 環境生活部長及

び水産林務部長から答弁｡ 同議員から発言があって､ 議事進行

の都合により午後 4時20分散会｡

〇 3月 8日 (木) 午前10時 2 分開議､ 諸般の報

告の後､

日程第 1 議案第 1号ないし第107号､ 第118号

ないし第132号及び報告第 1 号を議題とし､ 一般

質問を継続､

広田 まゆみ議員 (民主) から､

1 行財政改革について

・中央と地方の消費税配分割合

についての認識と評価及び地

方への配分増への役割

・税と社会保障の一体改革における具体的な社

会保障の内容に対する認識と対応

・コンパクト道庁における行政改革の効果に対

する見解

・組織改革におけるマネジメント機能のあり方

に対する見解

・児童相談所の機能強化に対する認識と改善に

向けた取組

・観光振興計画において設定されている指標の

達成状況及び計画見直しにかかる基本的な考

え方

・来年度のプロモーションや施行商品開発の考

え方

・北海道観光振興機構に対する評価と今後のあ

り方検討の必要性に対する考え方

2 次世代環境モデル創造戦略について

・本道経済活性化のためのタクスフォース展開

の考え方

・本道経済活性化のための新たな資金調達の手

法による検討に対する見解

・環境配慮契約法への道としての対応に対する
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見解

3 くらし安心・成熟社会戦略について

・成熟社会のモデルづくりにおける今後のタス

クフォース展開の考え方

・成熟社会総合フォーラムの現在の検討状況と

今後の施策反映の考え方

・成熟社会構築のための集落対策の取組状況と

今後の対応

・成年後見制度の取組に対する見解

・道営住宅における孤立死の状況及び今後の役

割と考え方

4 被災者支援について

・被災地の子どもたちの長期的な受入支援の必

要性の認識及び持続するための幅広い検討に

対する所見

5 エネルギー政策について

・節電､ 省エネに関する札幌市との具体的な協

議の取組状況及び地域間連携や送電網対策な

どへの取組

・省エネ・新エネ促進条例をさらに明確な脱原

発をめざす条例として強化することに対する

所見
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 総合政策部地域振興

監､ 環境生活部長､ 経済部長､ 経済部観光振興監及び建設部長

から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から答弁｡ 同議員から再々

質問｡ 知事から答弁｡

八田 盛茂議員 (自民) から､

1 商業活性化条例について

・地域商業活性化のための支援

制度の取組に対する見解

・地域商業が直面する大型店対

応の考え方及びガイドラインとの違い

・活性化に向けた地域への期待と重視点の考え

方

2 観光振興について

・長期滞在型観光振興の具体的な事業展開の考

え方

・広域観光の連携を支援する事業の目的と期待

する効果

3 日本海側拠点港について

・日本海側拠点港の形成にかかる認識と対応

4 高規格幹線道路の整備について

・小樽ジャンクションのフルジャンクション化

に対する見解
等について質問があり､ 知事､ 経済部長､ 経済部観光振興監及

び建設部長から答弁｡

稲村 久男議員 (民主) から､

1 市町村立病院の経営健全化等

について

・経営健全化基準を超えた団体

の経営健全化計画の策定状況

と今後の対応

・資金不足団体や赤字団体の状況と要因の分析

状況及び今後の対応の考え方

・地方交付税による財政支援措置の取組状況と

効果

・今後の地方交付税措置の国への要望対応の考

え方

・自治体病院等広域化・連携構想に対するこれ

までの取組と今後の取組

2 地域医療について

・地域センター病院の充実強化に向けた財政支

援等に対する見解

・現在の医療提供体制や患者動向を踏まえた二

次医療圏見直しに対する見解

3 がん診療連携拠点病院について

・本道のがん医療体制の状況を踏まえたがん診

療連携拠点病院の整備の考え方

4 夕張市の財政再生について

・新たな財政再生計画における計画と実績の状

況

・財政再生に向けた更なる支援の考え方

・国等との三者協議に対する考え方

5 消防救急無線のデジタル化について

・デジタル化に対するこれまでの対応と特に小

規模消防本部に対する対応

・デジタル化に向けた進捗状況に関する認識と

今後の対応の考え方
等について質問があり､ 知事､ 危機管理監､ 総合政策部地域振

興監及び保健福祉部長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から

答弁があって､ 議事進行の都合により午後零時21分休憩｡ 午後

1時33分再開し､

東 国幹議員 (自民) から､

1 エゾシカ肉の衛生管理につい

て

・社団法人エゾシカ協会の推奨

制度の導入に対する見解

・道独自のHACCP認証制度導入に対する見解

・狩猟者などへの衛生処理の普及に対する考え

方
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・食品成分表への掲載要望の考え方に対する見

解

2 卸売市場の公的な役割について

・全国の中央卸売市場の災害時の相互応援体制

に対する評価

・災害時における相互応援体制の構築に向けた

地域の声に対する対応の考え方

3 札幌市､ 中核都市との政策連携について

・道と札幌市､ 中核都市などとの政策連携の仕

組みの見直しにかかる見解

4 地方公務員制度について

・協約締結権の付与を核とする地方公務員制度

見直しに対する受けとめと対応の考え方

5 庁内ITの一元化について

・システムの統合や予算の一元化と新たな技術

への対応に対する見解

・パソコン調達の一元化に向けた取組

6 避難関連用品の備蓄率について

・国の調査後の孤立集落などにおける全国と道

の備蓄率の状況及び今後の対策
等について質問があり､ 知事､ 保健福祉部長及び教育長から答

弁｡

斉藤 博議員 (民主) から､

1 知事 3期目の北海道づくりに

ついて

・震災後の価値観に立った経済

と心の豊かさが実感できる北

海道づくりの基本的な考え方

・｢オンリーワンの素晴らしい国・新生北海道｣

に込めた北海道の再生に向けた考え方

2 新年度予算について

・財政再建に向けた新年度の歳入確保の考え方

と今後の取組

・核燃料税のこれまでの収入規模と事業への活

用状況及び充当してきた事業の新年度の対応

3 新年度の重点政策について

・風評被害対策など東日本大震災からの経済再

生に向けた今後の取組

・北海道フード・コンプレックス国際戦略総合

特区の推進に向けた考え方

・全ての原発の停止に対する見解

・新エネ・省エネへの計画的､ 積極的な取組に

対する見解

・新エネ導入にかかる規制緩和に対する見解

・今後の新エネルギー関連産業の推進体制の強

化に対する見解

4 北海道新幹線について

・並行在来線の経営分離にかかる沿線自治体の

同意に向けたこれまでの対応と今後の信頼関

係の構築に向けた対応

・新函館－札幌間の工事期間に対する見解

・札幌延伸に向けた工事費に対する道の負担に

ついての今後の対応

5 交通安全対策について

・これまでの交通安全対策の基本的な考え方と

施策の取組状況

・道内における交通安全施設の整備状況に対す

る認識と今後の整備方針

・平成23年の死亡交通事故の状況と結果の分析

及び今後の死亡交通事故減少への対策取組の

考え方
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 総合政策部長､ 環境

生活部長､ 経済部長及び警察本部長から答弁｡ 同議員から再質

問｡ 知事から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 2 時57

分休憩｡ 午後 3時23分再開し､

中村 裕之議員 (自民) から､

1 原子力防災について

・北電と町村との通報連絡協定

締結に向けた取組に対する所

見

・事業者と管内自治体の意見交換の場の設置に

かかる取組に対する所見

2 海獣による漁業被害対策について

・オットセイの個体数管理の可能性の有無及び

漁業被害の補償に対する所見

3 エキノコックス対策について

・道民とエキノコックスとの共存共栄の考え方

に対する所見

・徹底したエキノコックス対策の取組に対する

所見

・対策の事業主体に道がなることについて提案

することに対する考え方や今後の取組に向け

た所見

4 医師確保について

・地域における医療体制の確保に向けた仕組み

づくりの必要性に対する所見

・研修医の確保に向けた今後のさらなる取組に

対する所見

5 交通ネットワークについて

・JR北海道の脱線事故等に対する道の対応状況
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・JR北海道の企業改革の必要性に対する見解

・HACの平成24年度下期における収支見通し未

提示の考え方
等について質問があり､ 知事､ 環境生活部長､ 保健福祉部長､

水産林務部長及び建設部長から答弁｡

安藤 �夫議員 (公明) から､

1 地域主権について

・道州制の実現に向けた今後の

取組の展望

・国の出先機関の地方移管等の

動きの受けとめと今後の国への働きかけ方

・将来の北海道の自治のあり方にかかる所見

2 高速交通ネットワークの充実について

・本道における高速交通ネットワークの整備に

かかる所見

・地域経済の活性化などに向けた高速交通ネッ

トワークのあり方に対する所見

・新たなインターチェンジの整備によるネット

ワーク機能の充実に対する所見

3 保健福祉問題について

・本道における胃がん検診の現状の要因の認識

と受診率向上に向けた今後の対策

・胃がんのリスク要因と早期発見にかかる所見

・胃がんの発生防止に向けた検診体制の整備に

対する所見

・｢介護保険財政安定化基金｣ の一部取り崩し

分の使途にかかる市町村の現状や意向の反映

状況

・法改正の趣旨に反する介護施設整備助成に充

てることに対する所見

・道分の取り崩し相当額の市町村の給付費増加

の緩和に向けた取組に対する所見

・児童相談の取組の考え方

・児童相談所の体制強化に対する所見

4 特別支援学校について

・特別支援学校の教育環境の充実に向けた考え

方
等について質問があり､ 知事､ 保健福祉部長､ 建設部長及び教

育長から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 4 時49分散

会｡

〇 3月 9日 (金) 午前10時 3 分開議､ 諸般の報

告の後､ 議長から､ 議場において東日本大震災に

よる犠牲者に対し､ 黙�する旨の発言があり､ 全

員起立のうえ黙�｡

日程第 1 議案第 1号ないし第107号､ 第118号

ないし第132号及び報告第 1 号を議題とし､ 一般

質問を継続､

角谷 隆司議員 (自民) から､

1 幼稚園における発達障がい児

の対応について

・私立幼稚園における特別支援

教育に関する基本的認識及び

障がい幼児の認定に当たっての考え方

・補助申請手続の簡素化の進め方

2 被災地支援について

・東日本大震災の瓦れき処理にかかる先行自治

体の行動の受けとめ方

・東北地方の震災復興に向けた取組の考え方

・瓦れき処理を契機とした東北各県との連携強

化に向けた決意

3 サービス付き高齢者向け住宅について

・道における高齢者住宅の普及拡大に対する見

解

4 道営競馬について

・年間の協賛レース数と金額及び今後の取組に

対する見解

・道営競馬の売上拡大に向けた見解

5 カジノについて

・ゲーミング・カジノの誘致に向けたカジノ創

設サミットへの職員派遣､ 研究に対する所見

・カジノの誘致に向けた取組
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 総合政策部長及び農

政部長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から答弁｡ 同議員か

ら発言｡

高橋 亨議員 (民主) から､

1 今後の指定管理者制度のあり

方について

・これまでの指定管理者制度の

検証結果

・指定管理者の選定における職員のスキルアッ

プなどの評価と経費削減努力への評価

・経費削減による道民サービスへの影響に対す

る認識

・指定管理者との意見交換等に対する見解

・指定管理者における雇用形態と賃金の把握状

況

2 HACについて

・今回の支援要請の内容と今後の対応に対する

理解及び道民の理解に向けた説明の考え方
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・新生HACの発足前に懸念した事項の事前の検

討の状況

・今後の利用客の動向に対する根拠

・今後の利用率に対する根拠

・今後の機材故障減少に対する根拠

・三機体制での運航に対する根拠

・HACが担ってきた医療需要と全搭乗者数にお

ける医療関係の比率の状況

・HACの収支見通しに対する信頼性の根拠

・収支計画への道の考え方の反映状況

・今回返済猶予した貸付金の返済時期

・経費削減にかかるHACへの助言内容

・HACの信頼が回復するとの考え方の根拠

3 泊原発について

・原発事故のシミュレーションの策定の状況と

公表の考え方

4 大間原発及び下北半島核関連施設について

・大間原発建設の無期限凍結を求める道南地域

の動きに対する評価

・青森県と道との間における大間原発の情報共

有の状況

・むつ市使用済核燃料中間貯蔵施設で事故が起

きた場合における本道への影響に対する認識

・六カ所村核燃料再処理施設に対する認識

・六カ所村核燃料再処理施設におけるシビアア

クシデントの想定と対処の状況及び今後の対

応

5 エネルギーの地産地消について

・｢エネルギー完結型地域｣ の内容に対する認識

・｢エネルギー完結型地域｣ の省エネ・新エネ

促進行動計画への位置づけと推進方針

・｢エネルギー完結型地域｣ のモデル地区の考

え方

・民間企業とのコラボレーションに対する考え

方
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 危機管理監､ 経済部

長及び建設部長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から答弁｡

同議員から再々質問｡ 知事から答弁｡ 議長から会議規則第57条

ただし書の規定による発言許可の後､ 同議員から発言があって､

議事進行の都合により午前11時58分休憩｡ 午後 1 時 2 分再開し､

千葉 英守議員 (自民) から､

1 中国に対する北海道戦略につ

いて

・日中国交回復40周年にあたり

中国に対する関わりの考え方

・中国での経済交流の現状

・上海事務所の設置理由､ 位置づけ､ 任務内容

・中国東北三省との交流の考え方と上海事務所

活用の仕方

・東北三省との定期便充実に対する見解及び新

千歳－瀋陽便の運航再開への要請に対する取

組

・今後の外国便就航に向けた支援策と誘致にか

かるトップセールスの考え方

2 観光政策について

・｢北海道観光のくにづくり行動計画｣ 改定版

の目標設定に対する所見

・観光客満足度の調査結果に基づく点検の必要

性に対する所見

・温泉の特色のPRや温泉地観光のあり方の考え

方

・｢観光マルチビザ｣ の導入に向けた国への働

きかけに対する所見

3 使用料・手数料の改定について

・ 4年ごとに一斉見直しを行っている使用料・

手数料の経済情勢を鑑みた改定に対する見解

4 地域自主戦略交付金について

・従来の ｢ひも付き補助金｣ と比較した国の関

与の変化と制度の改善に向けた今後の対応

5 職員の採用について

・職員採用試験制度の見直しの検討状況

6 教育行政における札幌市との連携について

・全国学力・学習状況調査活用の目的

・教育行政における札幌市との連携の推進に対

する見解
等について質問があり､ 知事､ 総務部長､ 総合政策部長､ 経済

部長､ 経済部観光振興監､ 建設部長､ 人事委員長及び教育長か

ら答弁｡

勝部 賢志議員 (民主) から､

1 フード・コンプレックス国際

戦略総合特区について

・ 3地区のそれぞれの取組と連

携の考え方

・総合特区の指定による規制の緩和措置等の優

遇措置

・総合特区による経済効果の目標の根拠と実現

の可能性

・プロジェクトの推進体制組織と地域協議会と

の関係及び道の関与に対する見解

・東アジア諸国との橋渡しの進め方
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・｢HFCファンド｣ の事業内容と道の出資額

・食クラスターの取組や観光振興との連携の考

え方

・道の体制強化と推進に向けた決意

2 本道の再生可能エネルギーについて

・再生可能エネルギーの現状の総括と課題への

臨み方に対する認識と見解

・｢重要電源開発特区｣ 創設の提言に対する見

解と課題への対応

・高圧送電網の整備に対する見解

・LNGの活用に対する見解

・石炭資源の再評価､ 石炭地下ガス化の取組に

関する見解

3 高校の中途退学について

・高校の中途退学者を減らすための高校や道教

委の取組状況

・中途退学した生徒へのフォローの仕組みに対

する見解

4 教育行政執行について

・教育委員会制度廃止の考え方に対する見解

・教育行政の政治的中立の確保に関する見解

・教育委員会の意志決定に対する見解

・教育行政の進め方に対する見解
等について質問があり､ 知事､ 経済部長､ 教育委員長及び教育

長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事､ 教育委員長及び教育長

から答弁｡ 同議員から発言があって､ 議事進行の都合により午

後 3時休憩｡ 午後 3時32分再開し､

小野寺 秀議員 (自民) から､

1 アイヌ政策などについて

・アイヌ文化振興財団の助成事

業に対する見解と今後の対応

・アイヌ民族伝統文化伝承事業

とチセの補修事業に対する見解

・札幌市委託事業と財団助成事業に対する見解

と今後の対応

・北方領土問題にかかるアイヌ団体の対応につ

いての見解と対応

・道教委におけるアイヌ関連事業実施にかかる

確認に対する見解

2 道産木材の利用について

・道産材の利用拡大に向けた制度の改善状況

3 職員の不適切な事務処理等について

・職員の不適切な事務処理等の防止に対する考

え方

4 聾教育について

・日本手話による指導の評価

・日本手話の研修の充実に向けた見解

・聾教育の充実に向けた考え方
等について質問があり､ 知事､ 環境生活部長､ 経済部長､ 水産

林務部長及び教育長から答弁｡ 同議員から発言｡

佐々木恵美子議員 (民主) から､

1 北海道観光について

・｢北海道さっぽろ観光案内所｣

の設置の経緯と運営実績

・｢北海道さっぽろ観光案内所｣

の機能向上に向けた今後の取組

2 障がい者向けの道営住宅の整備について

・障がい者の安全で安心な住まい実現に向け見

直し中の ｢北海道住生活基本計画｣ への位置

づけと対策に対する所見

3 医療を必要とする在宅重症心身障がい児 (者)

の支援について

・医療を必要とする在宅重症心身障がい児 (者)

の医療型短期入所事業の充実に向けた見解

4 養護教諭の異動に伴う障がい児配慮について

・小中学校教職員の人事における市町村教委等

との連携に対する見解

・学校における養護教諭の必要性及び未配置校

に対するこれまでの対応と今後の対応

5 学校力向上に関する総合実践事業について

・学校力向上に関する総合実践事業に対する所

見

6 高校の個性化と地域コミュニティの再生につ

いて

・高校の個性化と地域コミュニティの再生に向

けた見解
等について質問があり､ 知事､ 経済部観光振興監及び教育長か

ら答弁｡ 同議員から再質問｡ 教育長から答弁｡ 同議員から発言

があって､ 議事進行の都合により午後 4時49分散会｡

〇 3月12日 (月) 午後 1時11分開議､ 諸般の報

告の後､

日程第 1 請願第23号ないし第46号を議題とし､

請願第23号ないし第46号をいずれも産炭地域振興・

エネルギー問題調査特別委員会に付託することに

異議なく決定｡

日程第 2 議案第 1号ないし第107号､ 第118号

ないし第132号及び報告第 1 号を議題とし､ 一般

質問を継続､
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中司 哲雄議員 (自民) から､

1 科学技術と産業振興について

・北大リサーチ＆ビジネスパー

ク構想の推進を含めた産学官

の連携強化に向けた取組

・地域イノベーションの創出を支援する国の

｢国際競争力強化地域｣ の指定に伴う今後の

取組

・｢国際競争力強化地域｣ と北海道フード・コ

ンプレックス国際戦略総合特区との一体的な

取組に対する認識

・科学技術の振興・発展の取組強化に向けた国

への提案の考え方

・ものづくり産業の技術開発や製品開発､ 組立

産業との連携支援の役割等の取組状況

・北海道独自の電気自動車開発に向けた支援と

その方向性及び今後の電気自動車の需要増に

向けた電気スタンド増設の考え方に対する所

見

・北海道における研究開発拠点形成と科学技術

の振興・発展に向けた今後の取組の考え方

2 北海道ブランドについて

・北海道ブランドの販売戦略に対する見解

3 農業問題について

・農業者戸別補償制度の見直しに対する見解

・本道農業における人・農地プランに対する考

え方と対応方針
等について質問があり､ 知事､ 総合政策部長及び経済部長から

答弁｡ 同議員から発言｡

藤沢 澄雄議員 (自民) から､

1 防災訓練について

・津波浸水予測図の見直し作業

の状況

・小規模自治体の避難計画策定

作業における道の支援体制に対する見解

・災害時要援護者の支援対策の課題に対する見

解

2 限界集落について

・これまでの取組を踏まえた北海道集落実態調

査結果の活用の考え方

・北海道集落対策促進会議の検討状況及び今後

の集落対策の検討に対する見解

・集落対策の促進に向けた道の支援策の実績と

今後の見通しに対する見解

3 BSE対策について

・国のBSE対策の規制緩和の動きに対する見解

・現在の全頭検査体制の考え方

・牛肉の安全に関するダブルスタンダードの整

理の考え方と今後の対応方針

4 ホッカイドウ競馬について

・Aiba祭の札幌市内開催に向けた見解

・全国の地方競馬との交流に対する見解

・馬主資格の拡充に対する見解

・地方競馬の振興・発展に向けた馬産地北海道

としての役割に対する見解

5 学力向上対策について

・平成23年度全国学力・学習状況調査における

今後の目標設定の考え方及び達成に向けた支

援の取組

・｢学生ボランティア学習サポート事業｣ にか

かる今後の取組に対する所見
等について質問があり､ 知事､ 危機管理監､ 総合政策部地域振

興監､ 保健福祉部長､ 農政部長､ 農政部食の安全推進監及び教

育長から答弁があって､ 議事進行の都合により午後 2 時32分休

憩｡ 午後 3時 5分再開し､

船橋 利実議員 (自民) から､

1 HACについて

・HACの経営陣の経営に対する

評価及び経営悪化責任の説明

の状況

・経営改善の実行計画策定に向けた考え方に対

する見解

・経営問題に関するHAC及び道からの出資者に

対する説明内容､ 道からHACへの支援内容の

検討と支援時期の決定､ 他に支援要請を行っ

ていない理由､ 今後の新たな支援要請の考え

の有無

・HACの経営状況の公表及びターミナルビル賃

貸料の猶予引き下げに向けた札幌市の協力要

請に対する見解

2 JR貨物と本道の物流対策について

・JR貨物の北見－北旭川間の存続に向けた協議

の状況と今後の対応の考え方

・地域産業の競争力強化に向けた物流対策の総

合的推進に対する見解

3 震災瓦れきの受入について

・震災瓦れきの受入を表明している自治体の数

及び今後の作業スケージュル

・震災瓦れきの受入の判断基準

・震災瓦れきの受入にかかる国の追加支援の受
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けとめ方

・瓦れきの広域処理に関する法律を制定する考

えに対する所見

・震災瓦れきの処理に向けた今後の風評被害対

策への取組に対する見解

4 エゾシカ対策について

・シカステーション事業に対する現時点での評

価及び最終的な事業評価の公表時期の考え方

・｢現地・シカステーション｣ の成果を踏まえ

た事業拡大に対する見解及び市町村独自の残

渣回収ボックスの設置状況

・最近の農林業被害の状況及びシカと車両・列

車との接触事故件数の状況

5 がん対策の推進等について

・がんの新薬の承認に向けた治験の強化に対す

る所見

・文部科学省の ｢がんプロフェッショナル養成

プラン｣ のこれまでの成果に対する評価と今

後の対応

・がん治療後遺症対策の現状と課題に対する今

後の対応

・がん対策の持続的な推進に向けた予算の確保

に対する見解

6 道立高等技術専門学院について

・高等技術専門学院の現状認識とあり方に対す

る見解

・新卒者の入学割合抑制に対する見解

・高等技術専門学院の授業料の考え方と今後の

取扱い

7 道営競馬について

・インターネット発売にかかる業務委託率の見

直しを含めた考え方

・JRAの馬券発売にかかる場外発売所での対応

の考え方

・民間場外発売所との連携強化の対応

・今後の社団法人北海道軽種馬振興公社のあり

方
等について質問があり､ 知事､ 環境生活部長､ 保健福祉部長､

経済部長､ 農政部長及び建設部長から答弁｡

山崎 泉議員 (大地) から､

1 フードコンプレックスについ

て

・特区指定後の関係市や道経連

等との取組と今後の取組

・東アジアへの販路拡大に向けた取組方針

2 食育について

・どさんこ食育推進プラン取組の推進の考え方

・どさんこ食育推進プランの中間点検・検証の

必要性に対する所見

3 男女平等参画について

・第 2次北海道男女平等参画基本計画に基づく

取組状況と成果

・計画推進に向けた今後の取組

4 高規格幹線道路の整備促進と利活用について

・高規格幹線道路の整備推進に向けた取組方針

・高規格幹線道路の利活用に対する所見
等について質問があり､ 知事､ 環境生活部長､ 経済部長､ 農政

部食の安全推進監及び建設部長から答弁｡ 同議員から再質問｡

知事から答弁｡ あらかじめ会議時間を延長し､

真下 紀子議員 (共産) から､

1 泊原発の再稼働とエネルギー

政策の転換について

・原発推進政策に対する所見

・泊発電所廃炉訴訟における北

電の主張に対する受けとめ方

・泊原発 3号機の再稼働判断に対する見解

・泊原発 3号機の再稼働にかかる道民意見の把

握に対する見解

・原発の削減計画及び代替エネルギーの推進取

組

・再生可能エネルギーの地産地消に向けた行動

計画の目標と取組

2 災害対策と道産資源の活用について

・道産木材を活用した木造仮設住宅への取組に

対する所見

・自然再生エネルギーによる電源確保を防災計

画に盛り込む考え方に対する所見

3 TPP問題について

・米韓FTAの動向認識及び影響の考え方

・情報発信の取組と決意

4 総合交通体系について

・HACの長期的かつ安定的な経営に向けた対策

の必要性に対する見解

・北海道新幹線の札幌延伸に伴う並行在来線の

経営分離後の同意にかかる認識及び道民への

説明と議論の必要性に対する見解

5 税と社会保障一体改革の影響について

・消費税率が10％に増税された場合の道民の消

費税負担額と増額の推計値及び地域経済に及

ぼす影響に対する見解
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等について質問があり､ 知事､ 総合政策部長､ 経済部長及び建

設部長から答弁｡ 同議員から再質問｡ 知事から答弁｡ 同議員か

ら再々質問｡ 知事から答弁｡

日程 2の議事を中止｡

追加日程 議案第133号を議題とし､ 知事から

追加提出議案に関する説明｡ 日程第 2にあわせ追

加日程､ 議案第133号を一括議題とし､ 質疑並び

に一般質問を終結｡

議長から､ 予算に関する案件について､ 本会議

に52人の委員をもって構成する予算特別委員会を

設置し､ 関係案件を付託の上審査することを諮り､

異議なく決定｡ 次の委員を議長指名により選任｡

○予算特別委員 (52人)

鳥越 良孝 (大地) 笹田 浩 (民主)

松山 丈史 (民主) 笠井 龍司 (自民)

川畑 悟 (自民) 佐藤 禎洋 (自民)

中野 秀敏 (自民) 野原 薫 (自民)

吉田 祐樹 (自民) 高木 宏壽 (自民)

市橋 修治 (民主) 北口 雄幸 (民主)

佐藤 伸弥 (民主) 志賀谷 隆 (公明)

真下 紀子 (共産) 八田 信之 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ)

吉井 透 (公明) 包國 嘉介 (公明)

中山 智康 (民主) 橋本 豊行 (民主)

道下 大樹 (民主) 北 準一 (民主)

須田 靖子 (民主) 道見 重信 (自民)

八田 盛茂 (自民) 堀井 学 (自民)

東 国幹 (自民) 石塚 正寛 (自民)

大崎 誠子 (自民) 小野寺 秀 (自民)

小松 茂 (自民) 千葉 英守 (自民)

中司 哲雄 (自民) 遠藤 連 (自民)

大谷 亨 (自民) 田村 龍治 (民主)

福� 賢孝 (民主) 池本 柳次 (民主)

日下 太朗 (民主) 久保 雅司 (民主)

織田 展嘉 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) 森 成之 (公明)

伊藤 政信 (民主) 段坂 繁美 (民主)

平出 陽子 (民主) 柿木 克弘 (自民)

加藤 礼一 (自民) 本間 勲 (自民)

丸岩 公充 (自民) 伊藤 条一 (自民)

川尻 秀之 (自民) 釣部 勲 (自民)

議案第27号を北方領土対策特別委員会に､ 議案

第35号､ 第41号ないし第43号及び第47号を少子・

高齢社会対策特別委員会に､ 議案第107号を道州制・

地方分権改革等推進調査特別委員会にそれぞれ付

託することについて､ 異議なく決定し､ 残余の案

件については､ 議案付託一覧表のとおりそれぞれ

所管の常任委員会に付託し､ 午後 5時25分散会｡

○ 3月13日 (火) 午後 3時 2分開議｡ 諸般の報

告の後､

日程第 1 議案第118号ないし第133号を議題と

し､ 予算特別委員長､ 農政副委員長､ 建設委員長

及び文教副委員長から､ それぞれ各委員会におけ

る付託議案審査の経過と結果について報告｡

討論に入り､ 真下紀子議員 (共産) から､ 議案

第118号及び第130号に関する反対討論があって討

論終結｡

採決に入り､ 議案第118号､ 第130号及び第133

号を問題とし､ 起立多数により､ いずれも委員長

報告 (すべて可決) のとおり可決｡

次に､ 議案第119号ないし第129号､ 第131号及

び第132号を問題とし､ いずれも異議なく委員長

報告 (すべて可決) のとおり可決｡

各委員会付託議案等審査のため 3月14日から 3

月16日､ 3 月19日及び 3月21日から 3月22日まで

の本会議を休会することに決定し､ 午後 3時22分

散会｡

〇 3月23日 (金) 午後 1時22分開議､ 諸般の報

告の後､ 議長から元議員武藤正春氏の逝去 ( 3 月

13日) について弔意を表した旨報告｡

日程第 1 議案第 1 号ないし第107号及び報告

第 1号を議題とし､ 予算特別委員長､ 総合政策委

員長､ 保健福祉委員長､ 経済委員長､ 文教委員長､

総務副委員長､ 北方領土対策特別副委員長､ 環境

生活委員長､ 少子・高齢社会対策特別委員長､ 農

政委員長､ 水産林務委員長､ 建設委員長及び道州

制・地方分権改革等推進調査特別副委員長から､

それぞれ各委員会における付託議案審査の経過と

結果について報告｡

福�賢孝議員 (民主) から議案第 1号について

は撤回し､ 組替の上再提出を求める動議に関する

説明｡

討論に入り､ 真下紀子議員 (共産) から､ 議案

第 1号､ 第 3号､ 第 5号､ 第 6号､ 第10号､ 第12

号､ 第13号､ 第15号ないし第17号､ 第24号ないし

第27号､ 第31号ないし第33号､ 第35号､ 第38号､

第39号､ 第47号､ 第51号､ 第52号､ 第55号ないし

第60号､ 第63号､ 第65号､ 第66号､ 第69号､ 第70

号､ 第72号､ 第73号､ 第77号､ 第81号､ 第82号､

第85号ないし第87号及び第107号に関する反対討
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論があって､ 討論終結｡

採決に入り､ 林大記委員 (民主) ほか 4人提出

の動議を問題とし､ 起立少数により原案否決｡

議案第 1号を問題とし､ 委員長報告 (可決) の

とおり決することについて起立多数により原案可

決｡

議案第 3号､ 第 5号､ 第 6号､ 第10号､ 第12号､

第13号､ 第15号ないし第17号､ 第24号ないし第27

号､ 第31号ないし第33号､ 第35号､ 第38号､ 第39

号､ 第47号､ 第51号､ 第52号､ 第55号ないし第60

号､ 第63号､ 第65号､ 第66号､ 第69号､ 第70号､

第72号､ 第73号､ 第77号､ 第81号､ 第82号､ 第85

号ないし第87号及び第107号を問題とし､ 委員長

報告 (すべて可決) のとおり決することについて

起立多数によりいずれも原案可決｡

議案第 2号､ 第 4号､ 第 7号ないし第 9号､ 第

11号､ 第14号､ 第18号ないし第23号､ 第28号ない

し第30号､ 第34号､ 第36号､ 第37号､ 第40号ない

し第46号､ 第48号ないし第50号､ 第53号､ 第54号､

第61号､ 第62号､ 第64号､ 第67号､ 第68号､ 第71

号､ 第74号ないし第76号､ 第78号ないし第80号､

第83号､ 第84号､ 第88号ないし第106号及び報告

第 1号を問題とし､ 委員長報告 (議案はすべて可

決､ 報告は承認議決) のとおりいずれも異議なく

原案可決｡

日程第 2 議案第134号及び第135号を議題とし､

知事から追加提出議案に関する説明｡ 委員会付託

を省略し､ いずれも異議なく原案可決｡

日程第 3 議案第136号を議題とし､ 知事から

追加提出議案に関する説明｡ 委員会付託を省略し､

採決に入り､ 起立多数により同意議決｡

日程第 4 会議案第 1号を議題とし､ 説明及び

委員会付託を省略し､ 異議なく原案可決｡

日程第 5 意見案第 1号ないし第11号を議題と

し､ 説明及び意見案第 1号ないし第10号の委員会

付託を省略し､ 討論に入り､ 真下紀子議員 (共産)

から､ 意見案第 1号に関する反対討論があって討

論終結｡

採決に入り､ 意見案第 1号を問題とし､ 起立多

数により原案可決｡

次に､ 意見案第 2号ないし第11号を問題とし､

いずれも異議なく原案可決｡

日程第 6 請願第47号ないし第53号を議題とし､

本件をいずれも産炭地域振興・エネルギー問題調

査特別委員会に付託し､ 閉会中継続審査に付する

ことについて異議なく決定｡

日程第 7 議員派遣の件を議題とし､ 議員を派

遣することについて､ 異議なく決定｡

閉会中請願継続審査及び事務継続調査の件につ

いて､ 各常任委員長並びに議会運営委員長､ 産炭

地域振興・エネルギー問題調査特別委員長及び北

方領土対策特別委員長から申出のとおり､ 閉会中

の継続審査または調査に付することを異議なく決

定｡

今期定例会に付託された案件は､ すべて議了｡

午後 2時49分閉会｡
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提 出 案 件

第 1回定例会において知事から提出のあった案件

議 案
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提 出
年 月 日

番号 件 名
付 託
委 員 会

議 決
年 月 日

議 事
結 果

24. 2.23 1 平成24年度北海道一般会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 2 平成24年度北海道公債管理特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 3 平成24年度北海道母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 4 平成24年度北海道中小企業近代化資金貸付事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 5 平成24年度北海道苫小牧東部地域開発出資特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 6 平成24年度北海道石狩湾新港地域開発出資特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 7 平成24年度北海道就農支援資金貸付事業等特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 8 平成24年度北海道沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 9 平成24年度北海道林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 10 平成24年度北海道公共下水道事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 11 平成24年度北海道流域下水道事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 12 平成24年度北海道営住宅事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 13 平成24年度北海道住宅供給公社経営健全化資金貸付事業特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 14 平成24年度北海道地方競馬特別会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 15 平成24年度北海道病院事業会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 16 平成24年度北海道電気事業会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 17 平成24年度北海道工業用水道事業会計予算 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 18 北海道水資源の保全に関する条例案 総合政策 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 19 北海道がん対策推進条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 20 北海道障害児通所給付費等不服審査会の設置等に関する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 21 北海道地域商業の活性化に関する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 22 北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 23 北海道知事等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 24 北海道職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 25 北海道職員等の定数に関する条例の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 26 北海道税条例の一部を改正する条例案 総 務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 27 北海道立北方四島交流センター条例の一部を改正する条例案
北方領土
対 策

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 28 北海道環境生活部手数料条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 29 北海道環境生活部の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 30 北海道浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 31 北海道自然環境等保全条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 32 北海道立開拓記念館条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 33 北海道立オホーツク流氷科学センター条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 34 特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例案 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 35 北海道保健福祉部手数料条例の一部を改正する条例案
少子・高齢
社会対策

24. 3.23 原案可決
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議 決
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24. 2.23 36 北海道准看護師試験委員条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 37 北海道立衛生学院条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 38 北海道立看護学院条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 39 北海道病院事業条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 40 北海道立衛生研究所条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 41 北海道社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例案
少子・高齢
社会対策

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 42 北海道介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例案
少子・高齢
社会対策

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 43 北海道介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例案
少子・高齢
社会対策

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 44 北海道立児童福祉施設条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 45 北海道地方障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例案 保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 46
北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が暮らしや
すい地域づくりの推進に関する条例の一部を改正する条例案

保健福祉 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 47 北海道認定こども園の認定の基準に関する条例の一部を改正する条例案
少子・高齢
社会対策

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 48 北海道計量検定所条例の一部を改正する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 49 北海道立工業技術センター条例の一部を改正する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 50 北海道立地域食品加工技術センター条例の一部を改正する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 51 北海道立高等技術専門学院条例の一部を改正する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 52 北海道立職業能力開発支援センター条例の一部を改正する条例案 経 済 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 53 北海道農政部手数料条例の一部を改正する条例案 農 政 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 54 北海道家畜保健衛生所条例の一部を改正する条例案 農 政 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 55 北海道立農業大学校条例の一部を改正する条例案 農 政 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 56 北海道立漁業研修所条例の一部を改正する条例案 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 57 北海道漁港管理条例の一部を改正する条例案 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 58 北海道漁港土砂採取料等徴収条例の一部を改正する条例案 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 59 北海道立道民の森条例の一部を改正する条例案 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 60 北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 61 北海道建設部の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 62 北海道道路占用料徴収条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 63 河川法施行条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 64 北海道沿岸水域の工事取締条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 65 砂防法施行条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 66 北海道海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 67 北海道屋外広告物条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 68 風致地区内建築等規制条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 69 北海道立都市公園条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 70 北海道公共下水道条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 71 北海道営住宅条例の一部を改正する条例案 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 72 北海道立道民活動センター条例の一部を改正する条例案 総 務 24. 3.23 原案可決
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24. 2.23 73 北海道立学校条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 74 北海道立図書館協議会条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 75 北海道立青年の家条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 76 北海道立少年自然の家条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 77 北海道立博物館条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 78 北海道教育委員会の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 79 北海道立美術館条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 80 北海道立美術館協議会条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 81 北海道立体育センター条例の一部を改正する条例案 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 82 北海道学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 83 北海道公安委員会手数料条例の一部を改正する条例案 総 務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 84 北海道地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 85 北海道地方警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 86 国営土地改良事業に伴う地方公共団体の負担金に関する件 農 政 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 87 特定中山間保全整備事業に伴う地方公共団体の負担金に関する件 農 政 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 88 訴えの提起に関する件 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 89 公の施設の指定管理者の指定に関する件 環境生活 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 90 公の施設の指定管理者の指定に関する件 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 91 公の施設の指定管理者の指定に関する件 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 92 公の施設の指定管理者の指定に関する件 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 93 公の施設の指定管理者の指定に関する件 水産林務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 94 公の施設の指定管理者の指定に関する件 総 務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 95 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 96 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 97 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 98 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 99 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 100 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 101 公の施設の指定管理者の指定に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 102
全国自治宝くじ事務協議会への熊本市の加入及び全国自治宝くじ事務協議会規約
の一部の変更に関する件

予 算 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 103 包括外部監査契約の締結に関する件 総 務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 104 北海道道の路線の認定に関する件 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 105 河川法に基づく一級河川の指定の変更についての意見に関する件 建 設 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 106
北海道公立大学法人札幌医科大学が業務に関して徴収する料金の上限の定めの変
更の認可に関する件

総 務 24. 3.23 原案可決

24. 2.23 107 北海道道州制特別区域計画の変更に関する件
道州制・地
方分権改革
等推進調査

24. 3.23 原案可決

24. 2.23 108 平成23年度北海道一般会計補正予算 (第 8号) 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 109 北海道高等学校生徒修学等支援基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 110 北海道グリーンニューディール基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決
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24. 2.23 111
北海道子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金条例の一部を改正する条
例案

付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 112 北海道介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 113 北海道障害者自立支援対策臨時特例基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 114 北海道妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 115 北海道森林整備地域活動支援基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 2.23 116 北海道森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例案 付託省略 24. 2.23 原案可決

24. 3. 1 117 北海道監査委員の選任につき同意を求める件 付託省略 24. 3. 1 同意議決

24. 3. 6 118 平成23年度北海道一般会計補正予算 (第 9号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 119 平成23年度北海道公債管理特別会計補正予算 (第 1号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 120 平成23年度北海道中小企業近代化資金貸付事業特別会計補正予算 (第 2号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 121 平成23年度北海道就農支援資金貸付事業等特別会計補正予算 (第 2号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 122 平成23年度北海道公共下水道事業特別会計補正予算 (第 1号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 123 平成23年度北海道流域下水道事業特別会計補正予算 (第 1号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 124 平成23年度北海道営住宅事業特別会計補正予算 (第 1号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 125
平成23年度北海道住宅供給公社経営健全化資金貸付事業特別会計補正予算
(第 1号)

予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 126 平成23年度北海道病院事業会計補正予算 (第 1号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 127 平成23年度北海道電気事業会計補正予算 (第 2号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 128 平成23年度北海道工業用水道事業会計補正予算 (第 2号) 予 算 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 129 土地改良調査計画事業に伴う地方公共団体の負担金に関する件 農 政 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 130 工事請負契約の締結に関する件 建 設 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 131 損害賠償の額の決定に関する件 建 設 24. 3.13 原案可決

24. 3. 6 132 損害賠償の額の決定に関する件 建 設 24. 3.13 原案可決

24. 3.12 133 訴えの提起に関する件 文 教 24. 3.23 原案可決

24. 3.23 134 平成23年度北海道一般会計補正予算 (第10号) 付託省略 24. 3.23 原案可決

24. 3.23 135 平成24年度北海道一般会計補正予算 (第 1号) 付託省略 24. 3.23 原案可決

24. 3.23 136 北海道教育委員会委員の選任につき同意を求める件 付託省略 24. 3.23 同意議決

提 出
年 月 日

番号 件 名
付 託
委 員 会

議 決
年 月 日

議 事
結 果

24. 2 .23 1 専決処分報告につき承認を求める件 総 務 24. 3.23 承認議決

24. 2.23 2 専決処分報告の件 報告のみ － －

24. 2.23 3 専決処分報告の件 報告のみ － －

24. 2.23 4 専決処分報告の件 報告のみ － －

24. 2.23 5 専決処分報告の件 報告のみ － －

24. 2.23 6 専決処分報告の件 報告のみ － －
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24. 3.22 1
北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び
北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部
を改正する条例案

遠藤 連議員ほか12人 24. 3.23 原案可決

提 出
年 月 日

番号 件 名 提 出 者
議 決
年 月 日

議 事
結 果

24. 3.22 1 緊急事態に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 4 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 2 北朝鮮による拉致問題の早期解決を求める意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 3 成人用肺炎球菌ワクチンの定期接種化に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 4 地籍調査の充実を求める意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 5 豪雪災害に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 6 原子力発電所の安全対策に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 7 東日本大震災に係る災害廃棄物の受け入れに関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 8 2 次医療圏の設定に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 9 登記の事務・権限等の地方への移譲に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 10 大間原発建設に関する意見書 石塚 正寛議員ほか 5 人 24. 3.23 原案可決

24. 3.22 11 観光業における原子力損害の賠償に関する意見書 食と観光対策特別委員長
岩本 剛人 24. 3.23 原案可決

提 出
年 月 日

件 名 提 出 者
議 決
年 月 日

議 事
結 果

24. 3.22 議案第 1号平成24年度北海道一般会計予算については撤回し､ 組み
替えの上再提出を求める動議 林 大記議員ほか 4 人 24. 3.23 否 決



会 議 案

会議案第 1号 北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び北海道議会の会派及

び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条例案

24年 1 定

遠藤 連議員ほか12人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び北海道議会の会派及び議員の

政務調査費に関する条例の一部を改正する条例

(北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正)

第 1条 北海道議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 (昭和31年北海道条例第67号)

の一部を次のように改正する｡

附則第12項中 ｢平成24年 3 月31日｣ を ｢平成25年 3 月31日｣ に改める｡

(北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部改正)

第 2条 北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例 (平成13年北海道条例第41号) の

一部を次のように改正する｡

附則第 2項中 ｢平成24年 3 月31日｣ を ｢平成25年 3 月31日まで｣ に改める｡

附 則

この条例は､ 公布の日から施行する｡

説 明

道財政の健全化に資するよう､ 議長､ 副議長及び議員の議員報酬並びに議員に係る政務調査

費を減額する措置の期間を延長することとするため､ この条例を制定しようとするものである｡
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意 見 案

意見案第 1号 緊急事態に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 4人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

昨年 3月11日に発生した東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故に関し､ 我が国の

対応は ｢想定外｣ という言葉に代表されるように､ 国家的な緊急事態における国民の安全を守る

ための法律の不備が指摘されている｡

世界の多くの国では､ 今回のような大規模自然災害時には､ ｢非常事態宣言｣ を発令し､ 政府

主導のもとで迅速に対処しているが､ 我が国の憲法は平時を想定したものであり､ 外部からの武

力攻撃､ テロ及び大規模自然災害への対応を想定した ｢非常事態宣言｣ が明記されていない｡

我が国のように平時体制のままで国家的緊急事態に対処しようとすると､ 被災地で初動活動を

行う自衛隊､ 警察及び消防等が､ 部隊移動､ 私有物撤去及び土地収用等初動態勢に手間取り､ 救

援活動にさまざまな支障を来し､ その結果､ さらに被害が拡大することとなる｡

また､ 近年では､ 尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件､ ロシア官僚によるたび重なる北方領

土への訪問､ 北朝鮮による核ミサイルの脅威など､ 自然災害以外にも国民の生命・財産を脅かす

事態が発生している｡

よって､ 国においては､ 今後想定されるあらゆる事態に備え､ 国民の生命と財産を守るため､

緊急事態に対応する必要な法整備を早急に行うよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

法 務 大 臣

防 衛 大 臣
国家戦略担当大臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 2号 北朝鮮による拉致問題の早期解決を求める意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

北朝鮮による日本人拉致事件の発生から既に30年以上が経過し､ 平成14年の日朝首脳会談で北

朝鮮が日本人の拉致を認め､ 初めて謝罪を行ってからも､ 9 年以上の歳月が流れている｡

この間､ 政府においては､ 拉致問題対策本部が設置されて一体的な取り組みが進められ､ 5 人

の拉致被害者とその家族の帰国が実現したものの､ それ以外の進展はなく､ 他の被害者について
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は､ いまだ北朝鮮から納得のいく説明がない｡

言うまでもなく､ 拉致問題は我が国の国家主権及び国民の生命と安全にかかわる重大な問題で

あり､ 国の責任において解決すべき喫緊の課題である｡

また､ 拉致被害者とその御家族は､ 高齢の方も多くなっていることからも､ 一刻も早い拉致問

題の解決が必要である｡

折しも､ 昨年12月には金正日国防委員長が死去し､ 北朝鮮をめぐる情勢に動きが出ているこの

機会を逃すことなく､ より一層の拉致問題の解決に向けた取り組みが求められる｡

よって､ 国においては､ 強固な国際連携のもと､ 北朝鮮に拉致被害者の再調査を強く求めると

ともに､ 拉致被害者の早期帰国の実現など､ 拉致問題の全容解明及び早期解決に向け､ 全力で取

り組むよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

外 務 大 臣
拉致問題担当大臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 3号 成人用肺炎球菌ワクチンの定期接種化に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

我が国において､ 肺炎は死因の第 4位であり､ その最大の原因は肺炎球菌によることが明らか

になっている｡

北海道においても､ 平成21年の保健統計年報によると､ 全国と同様に第 4位であり､ 亡くなっ

た方々の約96％を65歳以上の高齢者が占めている｡

また､ 近年はペニシリン耐性肺炎球菌が増加し治療が困難な症例がふえているなど､ 予防に有

効なワクチン接種の必要性がますます高まっている｡

こうした中､ 高齢者に対する任意接種として､ 成人用肺炎球菌ワクチン (23価肺炎球菌ワクチ

ン) が広く普及してきており､ 道内でも､ 68市町村において補助制度が設けられている状況にある｡

このワクチンについては､ 厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会の提言を受け､ 国におい

て､ 現在､ 定期接種化の必要性について検討しているものと承知している｡

よって､ 国においては､ 高齢者の健康の維持向上を図るため､ 住んでいる地域や経済状況によ

る接種機会の差の解消に向けて､ 成人用肺炎球菌ワクチンを､ 早期に予防接種法上の定期接種に

位置づけるよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日
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衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚生労働大臣

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 4号 地籍調査の充実を求める意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

我が国では､ 土地に関する記録は登記所において管理されているが､ 土地の位置や形状を示す

情報として登記所に備えつけられている地図や図面は､ その半分ほどが明治時代の地租改正時に

つくられた地図 (公図) などをもとにしたものである｡ そのため､ 境界や形状などが現実とは異

なっている場合が多くあり､ 登記簿に記載された土地の面積も､ 正確ではない場合があるのが実

態である｡

国土調査法に基づく地籍調査は､ 昭和26年に開始され､ 平成22年度末における進捗率は全国で

49％､ 北海道は61％となっている｡ しかし､ 既に着手し調査が完了している市町村がある一方で､

いまだに調査に未着手の市町村が存在しており､ 都道府県ごとの進捗率のばらつきも大きくなっ

ている状況である｡

本道においても､ 東日本大震災の津波や液状化により被害を受けた市町村を中心に地籍調査の

早急な実施の気運が高まっているところである｡ 被災地の土地の境界や権利関係がはっきりしな

いため復旧に支障を来しているという例が報告されており､ 地籍の整備を早急に完了させること

が重要となっている｡

よって､ 国においては､ 地方自治体の要望にこたえた予算措置及び地方負担の軽減措置の拡充

について､ 早急な対応が図られるよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

国土交通大臣

環 境 大 臣
国家戦略担当大臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一
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意見案第 5号 豪雪災害に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

北海道内においては､ 昨年末から日本海側を中心に局地的な大雪が続き､ 特に空知､ 石狩地方

では観測史上を上回る大雪となり､ 雪おろし中の転落事故などの人的被害が400名を超えている

ほか､ ビニールハウスなどの農業施設や建築物の倒壊・一部破損､ 交通安全確保の支障など､ 道

民の日常生活の維持及び経済活動に甚大な影響が発生した｡

特に､ 積雪量の多い地域においては､ ビニールを外した状態でのハウスのパイプが曲がるなど

過去に例のない被害が相当数発生しているほか､ 融雪のおくれによる春作業への影響や､ 秋まき

小麦の雪腐病の拡大など､ 深刻な影響が懸念されている｡

また､ 空き家や空き店舗などの倒壊が相次ぎ､ 前面道路が封鎖されたり､ 近隣住民が避難を余

儀なくされている｡

被害に見舞われた市町村においては､ 農家の営農への影響が最小限にとどまるよう被害軽減対

策の検討や危険建築物の除去などを進めているが､ 道路の除排雪等による住民生活の確保に多額

の費用を費やしている状況にある｡

よって､ 国においては､ これらの実情を十分認識し､ 次の事項について特段の配慮がなされる

よう強く要望する｡

記

1 被害を受けたビニールハウスの早期復旧など､ 営農施設等の被害対策について十分な財政措

置を行うこと｡

2 災害対応資金の無利子化など被災農業者の金利負担の軽減措置を講ずること｡

3 空き家再生等推進事業について､ 不良住宅の除去に加え､ 倒壊のおそれのある店舗や事務所

等の住宅以外の用途の建築物の除去を対象事業に加えること｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

財 務 大 臣

農林水産大臣

国土交通大臣

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 6号 原子力発電所の安全対策に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決
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平成23年 3 月11日の東北地方太平洋沖地震による東京電力 (株) 福島第一原子力発電所の重大

事故から 1年が経過したが､ 今なお､ 事態の収束には至っておらず､ 多くの住民が避難生活を余

儀なくされ､ 生活基盤を失うという厳しい状況が続いている｡

国においては､ 今回の事故の原因及び当該事故における被害の原因を究明するため､ 徹底した

調査・検証を行い､ 原子力発電所の抜本的な安全対策を検討・実施し､ 原子力防災対策の強化を

図るなど､ あらゆる対策を講ずることが求められるとともに､ ストレステスト結果の判断基準や

今後の手続などについて明らかにすることや運転再開及び継続の可否の判断について､ 地域住民

を初め国民に対して､ わかりやすく説明することは重大な責務である｡

よって､ 国においては､ 福島第一原子力発電所の事故の一刻も早い収束と原因究明はもとより､ 国

内すべての原子力発電所の周辺住民の安心・安全を確保するため､ 次の事項について強く要望する｡

記

1 今回の事故に関し､ 地震､ 津波の影響はもとより､ MOX燃料の使用による影響などについて､

徹底した調査と検証を行い､ その結果を踏まえ､ 抜本的な安全対策を速やかに講ずること｡

2 ストレステスト結果の判断基準や今後の手続などについて､ 明らかにするとともに､ 運転再

開及び継続の可否の判断について､ 国が責任を持って地域住民はもとより道民に対し､ わかり

やすく､ かつ､ 丁寧な説明を行うこと｡

3 避難道路やオフサイトセンターの整備を初め､ 原子力防災対策に関する財政支援の充実・強

化を図ること｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

財 務 大 臣

経済産業大臣
原発事故の収束及び再発防止担当大臣

国家戦略担当大臣

防災担当大臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 7号 東日本大震災に係る災害廃棄物の受け入れに関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

平成23年 3 月11日に発生した東日本大震災は､ 東北地方を中心に未曾有の被害をもたらした｡

中でも､ 大規模な津波により発生した災害廃棄物は､ 岩手県では通常の11年分に当たる476万

トン､ 宮城県では19年分に当たる1569万トンと膨大な量に及び､ 被災地では仮設焼却施設等によ

り処理をしているものの､ 処理能力が不足しており､ 災害廃棄物の処理のおくれが被災地の復旧・

復興の大きな障壁となっている｡
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この災害廃棄物の広域処理に際し､ 国においては､ 道を初め､ 各県や全国知事会からの要請を

踏まえ､ 広域処理のガイドライン等の改正を数次にわたって行うとともに､ 3 月 5 日には､ 野田

総理から､ 受け入れ自治体に対する国の新たな支援策が表明されるなど､ 各自治体における取り

組みへの支援策が徐々に整備されつつあるが､ 国の具体的な方策が明らかになっておらず､ 多く

の自治体において受け入れの検討が進んでいない状況にある｡

よって､ 国においては､ 住民や関係団体の理解のもと､ 各自治体における災害廃棄物の広域処

理の取り組みが進むよう､ 次の事項について､ 速やかに十分な措置を講ずるよう､ 強く要望する｡

記

1 放射性物質の安全対策やモニタリングの方法及び必要な経費について､ 適切に措置すること｡

2 最終処分場における埋立処分後の長期間にわたるモニタリングといった将来にわたる維持管

理方策の確立など地域の安全・安心を確保するため､ 法整備を含め､ 必要な仕組みづくりを行

うこと｡

3 市町村・住民・関係団体等に対する説明会への職員派遣など､ 住民等に対する安全面に関す

る情報提供や災害廃棄物の受け入れや処理の安全性などに係る理解の促進を図ること｡

4 放射性物質を含む災害廃棄物の焼却処理や埋立処分などにおける新たな施設の構造基準や安

全な処理方法を明示するなど､ 廃棄物の処理に関する安全性の確保について専門的・技術的な

知見から明示・説明すること｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

財 務 大 臣

国土交通大臣

環 境 大 臣

復 興 大 臣

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 8号 2次医療圏の設定に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

国が設置した ｢医療計画の見直し等に関する検討会｣ では､ 昨年12月16日の最終会合において

医療計画の見直しに関する意見が取りまとめられた｡

その中で､ 2 次医療圏の設定については､ ｢人口規模が20万人未満の二次医療圏については､

入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考えられる場合 (特に､ 流入患

者割合が20％未満であり､ 流出患者割合が20％以上である場合)､ その設定の見直しについて検

討する｣ となっている｡

広域分散型で人口減少や高齢化が進行する北海道においては､ 人口要件を絶対的な要件として

2次医療圏を見直すことは､ 広大な医療圏を設定せざるを得ないこととなり､ 2 次医療圏に求め

― 36 ―

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

各通

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�



られる機能を考慮すると､ 実情にそぐわないものである｡

よって､ 国においては､ 2 次医療圏の見直しに当たっては､ 人口規模だけではなく､ 面積や自

然環境等の地理的条件､ 交通事情等の社会的条件を踏まえて検討することとし､ 都道府県の自主

的な判断に基づく柔軟な取り扱いが可能となるよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

厚生労働大臣

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第 9号 登記の事務・権限等の地方への移譲に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

平成22年 6 月に閣議決定された ｢地域主権戦略大綱｣ では､ 国の出先機関の原則廃止を掲げ､

地方自治体への事務・権限等の移譲など抜本的な改革を進めることが定められ､ 今後､ 国におい

て､ 現在､ 法務局が担っている登記の事務・権限を地方に移譲することについて議論が進められ

ていくことになる｡

法務局が担う登記制度は､ 国民の重要な財産を守り､ 不動産取引等の安全に寄与する信用制度

であり､ 高い中立性・公正性が求められる｡ また､ 国民の権利擁護に係るものであり､ 全国統一

した法解釈や運用により実施されることが必要である｡

加えて､ 登記事務の執行に当たっては､ 民法・会社法・民事訴訟法等の高度な法律的専門知識・

能力に基づく判断が求められることから､ 地方に移譲された場合､ 地域によって運用に格差が生

じることも懸念される｡

よって､ 国においては､ 現在､ 法務局が担っている登記の事務・権限等の地方への移譲に際し

ては､ 地方自治体の意向を十分尊重するなど慎重に対応するよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

総 務 大 臣

法 務 大 臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一
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意見案第10号 大間原発建設に関する意見書

24年 1 定

石塚 正寛議員ほか 5人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

昨年の福島第一原発の事故以来､ 全国の原発は安全評価を受ける一方､ 着工準備中であった上

関原発､ そして大間原発の建設が中断されている｡

一方､ 原子力安全委員会防災部会は､ 従来のEPZが実態に合わないことから新たにUPZの概念を

導入し､ 緊急時防護措置準備区域を30キロメートルの範囲とすることとしたことから､ 道南地域

では､ 去る 1月24日に函館市､ 北斗市､ 七飯町の首長と議長が経済産業省及び電源開発 (株) に

対し､ 建設の無期限凍結を求める要請を行った｡

大間原発は､ 実験炉､ 実証炉での検証もなく､ 世界で初めてすべての炉心にプルトニウムを使

用するフルMOXの商業炉であり､ さらに､ 事業者の電源開発 (株) は､ これまで原発の運転は未

経験である｡

北海道は､ 大間原発建設予定地から約23キロメートルしか離れておらず､ この原発に過酷事故

が起これば､ その被害は福島第一原発の比ではなく､ 北海道とりわけ道南地域にとってその影響

は､ はかり知れないものとなることから､ 当該の道南地域住民は､ 原発への不安とともに大間原

発建設再開に強い懸念を抱いており､ さきの世論調査においても道南に居住する97％の方々が建

設に反対であるとの結果が出たところである｡

よって､ 国においては､ 大間原発について､ その必要性や福島第一原発の事故におけるMOX燃

料の影響の検証を含めた安全性など､ 国の責任において明確な説明がなされ､ かつ､ 道民の理解

が得られるまでの間は建設再開を行わないよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

経済産業大臣

内閣官房長官

北海道議会議長 喜 多 龍 一

意見案第11号 観光業における原子力損害の賠償に関する意見書

24年 1 定

食と観光対策特別委員長 岩本 剛人提出

平成24年 3 月23日 原案可決

原子力発電所の事故により生じる損害に関し､ 事故との因果関係が認められるものについては､

原子力損害の賠償に関する法律に基づき､ 損害に対して賠償がなされる仕組みとなっている｡

平成23年 3 月11日に発生した東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故の影響に

よる損害については､ 文部科学省・原子力損害賠償紛争審査会が平成23年 8 月に ｢原子力損害の
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範囲の判定等に関する中間指針｣ を策定し､ これを受け東京電力 (株) は､ 9 月21日に法人及び

個人事業主に係る賠償基準を示したところである｡

その基準では､ 観光業の風評被害に関する賠償対象については､ 3 月11日時点であった外国人

観光客の予約が 5月末までに解約されたことによる減収分とされているが､ 東京電力 (株) では､

原発事故による損害との因果関係が証明されれば､ 基準を超えて損害を認定できる場合があると

説明しているところである｡

しかしながら､ 道内事業者が行った賠償申請については､ これまで十分な賠償がなされていな

い状況にある｡

よって､ 国においては､ これらの状況を踏まえ､ 被害の実態を ｢原子力損害の範囲の判定等に

関する最終的な指針｣ に明確に反映させるとともに､ 原発事故がなければ生じることのなかった

すべての損害の回復について､ 国としての責任を最後まで果たすよう強く要望する｡

以上､ 地方自治法第99条の規定により提出する｡

平成 年 月 日

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内閣総理大臣

文部科学大臣

復 興 大 臣
原子力経済被害担当大臣

観 光 庁 長 官

北海道議会議長 喜 多 龍 一
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請 願

① 第 1回定例会において各常任・特別委員会に付託されたもの

請 願
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文書表
番 号

件 名
付 託
委 員 会

審 査 の
結 果

19 江別市への高等養護学校 (知的障がい特別支援学校高等部) の設置の件 文 教 継続審査

20 ｢知的障害者が安心して暮らせる入所施設｣ を求める件 保 健 福 祉 継続審査

21 地域医療拡充に関する意見書提出を求める件 保 健 福 祉 継続審査

22 高等支援学校の設置の件 文 教 継続審査

23 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

24 泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働を認めないことを求める件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

25 泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働判断に関する件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

26 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

27 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

28 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

29 泊原発立地自治体経済活性化への支援及び泊原発 1 ､ 2 号機再稼働に関する件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

30 泊原発 1 ､ 2 号機の稼働を容認しないことについての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

31 泊原子力発電所 1 ､ 2 号機の再稼働を容認しないことを求める件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

32 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

33 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

34 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

35 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

36 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働及び脱原発条例についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査
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文書表
番 号

件 名
付 託
委 員 会

審 査 の
結 果

37 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

38 泊原発立地自治体経済活性化への支援及び泊原発 1 ､ 2 号機再稼働に関する件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

39 泊 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

40 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

41 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

42 泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働容認をしないことについての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

43 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

44 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

45 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

46 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働判断についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

47 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働を容認しないことについての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

48 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

49 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

50 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

51 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

52 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働容認をしないことを求める件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査

53 泊原発 1 ､ 2 号機再稼働を容認しないことについての件
産炭地域振興
・エネルギー
問 題 調 査

継続審査



② 第 1回定例会において採否の決定等があったもの

請 願

※閉会中に処理したものを含む｡
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文書表
番 号

件 名
付 託
委 員 会

審 査 の
結 果

5 ｢子ども・子育て新システム｣ に基づく保育制度改革に反対する意見書提出を求める件
少子・高齢
社 会 対 策

議決不要

13
子ども・子育て新システムの導入に反対し､ 現行保育制度の拡充を求める国への意見書提出を求め
る件

少子・高齢
社 会 対 策

議決不要



委員会の動き

議会運営委員会

◯ 2月16日 (木) 開議 午後 1時10分

散会 午後 1時13分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 元議員の逝去について

・石山直行氏 (留萌支庁選出､ 第20期～第22期､

12月27日逝去)､ 山口眞人氏 (小樽市選出､

第21期～第22期､ 第24期～第25期､ 12月28日

逝去)､ 増井貞一郎氏 (釧路支庁選出､ 第22

期､ 2 月13日逝去) について報告｡

② 平成24年第 1回定例会について

・総務部長から招集日を 2月23日 (木) とする

旨発言があり､ これを了承｡

・総務部長から提出予定の主要案件について説

明｡

・会期について30日間とすることを決定｡

・日程について次のとおり取り進めることを決

定｡

[第 1 回定例会]

2 月23日 本会議 (提案説明)

2 月24日 休会

2月27日～ 2月29日 休会

3月 1日～ 3月 2日 本会議 (代表質問)

3 月 5 日 休会

3月 6日～ 3月 9日 本会議 (一般質問)

3 月12日 本会議 (一般質問､ 予

算特別委員会設置)

3 月13日 本会議 (補正予算議

決)

3 月14日～ 3月16日 休会

3月19日 休会

3月21日～ 3月22日 休会

3月23日 本会議

③ 代表質問の順位について

・民主党・道民連合､ 自民党・道民会議､ フロ

ンティア､ 公明党の順位とする｡

④ 議場コンサートについて

・配付の実施要領案のとおり､ 定例会招集日の

2月23日 (木) に実施することを決定｡

◯ 2月22日 (水) 開議 午前 9時19分

散会 午前 9時25分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 提出議案の事前説明について

・総務部長から､ 提出予定議案について説明｡

・先議要請のあった議案第108号ないし第116号

については､ 明日の本会議において提案説明

の後､ 委員会付託を省略し､ 議決することを

決定｡

・質疑については 3名通告があることを報告｡

質疑の順位については､ 配付の通告一覧のと

おりとすることを決定｡

② 代表質問及び一般質問の通告について

・代表質問は 2 月28日 (火)､ 一般質問は 3 月

2日 (金) の正午までとする｡

③ 予算特別委員会について

・委員会構成及び正副委員長の配分は､ 配付の

協議事項に記載のとおりとする｡

・委員名簿の提出は､ 3 月 9 日 (金) 正午まで

とする｡

④ 休会について

・議案等調査のため､ 2 月24日 (金) 及び 2月

27日 (月) から29日までは本会議を休会し､

3 月 1 日 (木) から再開することを決定｡

⑤ 2月23日 (木) の本会議議事順序について

・明日の委員会において協議する｡

◯ 2月23日 (金) 開議 午前 9時15分

散会 午後 9時17分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 本日の議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

② 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

○ 3月 1日 (木) 開議 午前 9時16分

散会 午後 3時29分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 追加提出議案の事前説明について
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・総務部長から､ 追加提出議案について説明｡

・追加提出議案第117号については､ 本日の本

会議冒頭において議決することを決定｡

② 代表質問の通告について

・配付の通告一覧のとおり 4名の通告があった

ことを報告｡

③ 代表質問の進め方について

・本日は 1番木村峰行議員､ 2 番堀井学議員の

2名､ 3 月 2 日は､ 3 番大河昭彦議員､ 4 番

戸田芳美議員の 2名とすることを決定｡

④ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

⑤ 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

(午前 9時18分散会､ 午後 3時28分開議)

⑥ 知事の答弁準備の状況について

・総務部長から､ 答弁準備に時間を要したが､

準備が整った旨を報告｡

⑦ 代表質問の進め方について

・本日は 1番木村峰行議員まで行い延会､ 3 月

2日は､ 2番堀井学議員､ 3番大河昭彦議員､

4 番戸田芳美議員の 3名を行うことを決定｡

⑧ 本会議開議時刻について

・準備ができ次第開会する｡

○ 3月 2日 (金) 開議 午前 9時20分

散会 午前 9時22分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 代表質問について

・本日は､ 2 番から 4番までの 3名を行う｡

② 休会について

・議案等調査のため､ 3 月 5 日 (月) は本会議

を休会とし､ 一般質問を 3月 6日 (火) から

行うことを決定｡

③ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

④ 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

○ 3月 6日 (火) 開議 午前 9時16分

散会 午前 9時19分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 追加提出議案の事前説明について

・総務部長から､ 追加提出議案について説明｡

・追加提出議案については､ 本日の本会議で提

案説明を行った後､ 一括議題として､ 一般質

問に入ることを決定｡

・先議要請のあった最終補正予算及びこれに関

連する議案については､ 他の案件に先がけて

取扱う｡

② 一般質問について

・30名の通告があり､ 個人別の順位については､

配付の通告一覧のとおりとする｡

・一般質問の進め方については､

本日は 1番から 6番までの 6名

3月 7日 (水) は 7 番から12番までの 6名

3月 8日 (木) は13番から19番までの 7名

3月 9日 (金) は20番から25番までの 6名

3月12日 (月) は26番から30番までの 5名

の予定で取り進めることを決定｡

③ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

④ 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

○ 3月 7日 (水) 開議 午前 9時16分

散会 午前 9時17分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 本日の本会議について

・一般質問､ 7 番から12番までの 6名を行う｡

② 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

③ 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

○ 3月 8日 (木) 開議 午前 9時16分

散会 午前 9時17分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 本日の本会議について

・一般質問､ 13番から19番までの 7名を行う｡

② 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

③ 本会議開議時刻について
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・午前10時開会とする｡

◯ 3月 9日 (金) 開議 午前 9時17分

散会 午前 9時20分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 本会議における黙�について

・東日本大震災で犠牲となられた方々に対し､

弔意を表するため､ 本日の本会議冒頭におい

て黙�を行うことを決定｡

② 本日の本会議について

・一般質問､ 20番から25番までの 6名を行う｡

③ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

④ 本会議開議時刻について

・午前10時開会とする｡

◯ 3月12日 (月) 開議 午後零時16分

散会 午後 2時52分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 請願の特別委員会付託について

・配付の請願第23号ないし第46号について､ 産

炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会

に付託することを決定｡

② 一般質問について

・本日は､ 26番から30番までの 5名を行う｡

③ 追加提出議案の事前説明について

・総務部長から､ 追加提出議案について説明｡

・追加提出議案については､ 本日の本会議で提

案説明を行う｡

また､ 最終補正予算案及びこれに関連する議

案と同様に､ 先議案件として取扱うことを決

定｡

④ 予算特別委員会について

・本日､ 一般質問終了後設置する｡

・分科会の委員数は､ 配付の協議事項のとおり

決定したことを報告｡

・委員の選任については､ 配付名簿のとおりと

する｡

⑤ 議案の各委員会付託について

・配付資料のとおり付託することを決定｡

・付託議案のうち､ 先議要請のあった議案第118

号ないし第133号の平成23年度補正予算案等

については､ 3 月13日 (火) の本会議におい

て議決することを決定｡

⑥ インターネットによる委員会の公開について

・インターネットによる委員会中継を､ 当面､

予算特別委員会分科会まで範囲を拡大し､ 平

成24年度から実施することを報告｡

⑦ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

⑧ 本会議開議時刻について

・午後 1時開会とする｡

(午後零時20分散会､ 午後 2時50分開議)

⑨ 議案の各委員会付託の変更について

・議案第35号及び第41号について､ 付託委員会

を保健福祉委員会から少子・高齢社会対策特

別委員会へ変更することを決定｡

⑩ 本日の本会議議事順序の変更について

・事務局長説明のとおりとする｡

◯ 3月13日 (火) 開議 午後 2時16分

散会 午後 2時18分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)

① 先議案件の審議状況について

・先議案件の審議は､ 関係委員会において､ す

べて (予算11件､ 農政 1件､ 建設 3件､ 文教

1件､ 計16件) 審査を終了したことを報告｡

・先議案件については､ 本日の本会議において

議決する｡

② 休会について

・各委員会付託議案等審査のため､ 3 月14日か

ら16日､ 3 月19日及び 3月21日から22日まで

は本会議を休会することとし､ 3月23日 (金)

に再開することを決定｡

③ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

④ 本会議開議時刻について

・午後 3時開会とする｡

◯ 3月23日 (金) 開議 午後零時19分

散会 午後零時27分

議会運営委員会室

委員長 吉田 正人 (自民)
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① 元議員の逝去について

・武藤正春氏 (釧路市選出､ 第17期～第19期､

3 月13日逝去) について報告｡

② 各委員会付託議案の審議状況

・各委員会付託議案は､ すべて (予算24件､ 総

合政策 1件､ 保健福祉10件､ 経済 6件､ 文教

17件､ 総務 7件､ 北方領土 1件､ 環境生活 8

件､ 少子・高齢 5件､ 農政 5件､ 水産林務 8

件､ 建設15件､ 道州制 1 件､ 以上108件) 議

了したことを報告｡

③ 動議の提出について

・林大記議員ほか 4名から､ 配付のとおり動議

の提出があり､ 本日の本会議で議決すること

を決定｡

④ 追加提出議案の事前説明について

・総務部長から､ 追加提出議案について説明｡

・総務部長から説明のあった議案第134号及び

第135号の補正予算案については､ 本日の本

会議で提案説明後､ 委員会付託を省略し､ 議

決することを決定｡

・議案第136号の人事案件については､ 本日の

本会議において議決することを了承｡

⑤ 会議案の取扱いについて

・配付の会議案第 1号の提出があり､ 本日の本

会議で議決することを決定｡

⑥ 意見案の取扱いについて

・配付の意見案第 1号ないし第11号の提出があ

り､ 本日の本会議で議決することを決定｡

⑦ 請願の特別委員会付託について

・配付の請願第47号ないし第53号については､

本日の本会議において､ 産炭地域振興・エネ

ルギー問題調査特別委員会に付託し､ 閉会中

継続審査ということを決定｡

⑧ 議員派遣の件について

・配付のとおり､ 本日の本会議において議決す

ることを決定｡

⑨ 継続調査の申し出について

・配付の申出書のとおり､ 議長に､ 閉会中継続

調査を申し出ることを決定｡

⑩ 本日の本会議議事順序について

・事務局長説明のとおりとする｡

⑪ 専決処分について

・総務部長から発言のあった専決処分について

了承することを決定｡

⑫ 年間の各定例会の招集予定日について

・総務部長から配付資料のとおり招集日につい

ては､ 平成24年第 2回定例会は 6月19日に､

第 3回定例会は 9月の第 3週目に､ 第 4回定

例会は11月の第 5週目に､ 平成25年第 1回定

例会は 2月の第 4週目にそれぞれ予定してい

る旨の発言があり､ これを了承｡

⑬ 本委員会の道外調査について

・ 4月24日 (火) から27日 (金) までの 4日間

の日程で､ 調査先を長崎県､ 福岡県及び沖縄

県の 3カ所とすることを決定｡

⑭ 本会議開議時刻について

・午後 1時開会とする｡
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常 任 委 員 会

総 務 委 員 会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時29分

散会 午後 1時42分

第10委員会室

委員長 角谷 隆司 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ

[委員長､ 総務部長､ 道警察本部総務部長]

一 般 議 事

1 . 平成24年度国費予算 (案) の概要に関する報

告聴取の件

[総務部長・道警察本部総務部長報告]

1 . 専決処分事案に関する報告聴取の件

[総務部長報告]

1 . 平成23年の交通死亡事故の発生状況と本年の

抑止対策に関する報告聴取の件

[道警察本部交通部長報告]

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時32分

散会 午後 2時50分

第10委員会室

委員長 角谷 隆司 (自民)

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 道財政運営の健全化のための給与措置等に関

する報告聴取の件 [総務部長報告]

1 . 平成23年の刑事警察運営概況及び本年の取組

に関する報告聴取の件

[道警察本部刑事部長報告]

1 . 北海道立道民活動センターの指定管理者の候

補者選定に関する報告聴取の件

[出納局集中業務室総務業務長報告]

質 問

1 . 高木 宏壽委員 (自民)

～雪害対策について

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～原子力防災計画などについて

1 . 戸田 芳美委員 (公明)

～雪害時の危機管理対策等について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時17分

散会 午前11時51分

第10委員会室

委員長 角谷 隆司 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件

[総務部長・道警察総務部長・会計管理者兼

出納局長報告]

1 . 札幌医科大学施設整備構想 (案) に関する報

告聴取の件

[総務部次長兼大学法人運営支援室長報告]

1 . ｢新たな行財政改革の取組み｣ (改訂版) 後半

期 (H24～26) の取組 (案) に関する報告聴

取の件 [総務部長報告]

1 . 平成23年度政策評価の結果に関する報告聴取

の件 [行政改革局長報告]

1 . 関与団体の見直し計画に関する報告聴取の件

[行政改革局長報告]

質 疑

1 . 高木 宏壽委員 (自民)

～札幌医科大学の施設整備について

質 問

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～原子力防災訓練等について

1 . 戸田 芳美委員 (公明)

～防犯対策について

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時22分

散会 午前10時58分

第10委員会室

委員長 角谷 隆司 (自民)

付託案件の審査

議案第26号

北海道税条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第72号

北海道立道民活動センター条例の一部を改正す
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る条例案 (原案可決)

議案第83号

北海道公安委員会手数料条例の一部を改正する

条例案 (原案可決)

議案第94号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第103号

包括外部監査契約の締結に関する件

(原案可決)

議案第106号

北海道公立大学法人札幌医科大学が業務に関し

て徴収する料金の上限の定めの変更の認可に関

する件 (原案可決)

報告第 1号

専決処分報告につき承認を求める件

(承認議決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 専決処分予定事案に関する件

[総務部長説明]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 問

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～原子力防災について

総合政策委員会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時22分

散会 午後 1時42分

第 2委員会室

委員長 小野寺 秀 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 総合政策部長]

1 . 人事異動に伴う幹部職員の紹介

一 般 議 事

1 . 平成24年度予算政府案の概要に関する報告聴

取の件 [総合政策部長報告]

1 . 北海道水資源の保全に関する条例 (仮称) の

検討状況に関する報告聴取の件

[経済調査・土地水担当局長報告]

1 . 地方自治法改正に関する報告聴取の件

[地域行政局長報告]

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時25分

散会 午後 1時48分

第 2委員会室

委員長 小野寺 秀 (自民)

一 般 議 事

1 . ｢北海道水資源の保全に関する条例 (仮称)｣

に関する報告聴取の件

[経済調査・土地水担当局長報告]

質 疑

1 . 村木 中委員 (自民)

～ ｢北海道水資源の保全に関する条例 (仮称)｣

について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時11分

散会 午前10時47分

第 2委員会室

委員長 小野寺 秀 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [総合政策部長説明]

1 . 北海道バックアップ拠点構想 (案) に関する

報告聴取の件 [総合政策部長報告]

1 . ｢IT部門の業務継続計画｣ ステップ 2 (案)

に関する報告聴取の件

[科学IT振興局長報告]

1 . 東日本大震災被災県に対する北海道としての

支援状況に関する報告聴取の件

[地域づくり支援局長報告]

1 . 新生北海道戦略推進プラン・アクションプラ

ン (原案) に関する報告聴取の件

[計画推進局長報告]

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時19分

散会 午前10時36分

第 2委員会室

委員長 小野寺 秀 (自民)
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付託案件の審査

議案第18号

北海道水資源の保全に関する条例案

(原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 平成21年度道民経済計算年報の公表に関する

報告聴取の件

[経済調査・土地水担当局長報告]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 問

1 . 松山 丈史委員 (民主)

～バックアップ拠点構想について

環境生活委員会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時24分

散会 午後 2時18分

第 3委員会室

委員長 佐藤 英道 (公明)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 環境生活部長]

一 般 議 事

1 . 平成24年度国の予算案の概要に関する報告聴

取の件 [環境生活部長報告]

1 . ｢エゾシカ保護管理計画 (第 4 期) 素案｣ に

関する報告聴取の件

[エゾシカ対策室長報告]

1 . 平成23年交通事故発生概況と平成24年交通安

全運動の推進方針に関する報告聴取の件

[くらし安全局長報告]

質 疑

1 . 笠井 龍司委員 (自民)

～新たなエゾシカ保護管理計画について

質 問

1 . 橋本 豊行委員 (民主)

～使用済小型家電のリサイクル事業について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時26分

散会 午後 1時57分

第 3委員会室

委員長 佐藤 英道 (公明)

一 般 議 事

1 . 岩手県及び東京都における災害廃棄物処理の

現地調査に関する報告聴取の件

[環境局長報告]

1 . 指定管理者の候補者の選定に関する報告聴取

の件 [道民活動担当局長報告]

質 問

1 . 橋本 豊行委員 (民主)

～エゾシカ対策について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時14分

散会 午前11時43分

第 3委員会室

委員長 佐藤 英道 (公明)

一 般 議 事

1 . 平成24年度第 1回定例会提出予定案件の事前

説明聴取の件 [環境生活部長説明]

1 . 第11次北海道鳥獣保護事業計画 (案) に関す

る報告聴取の件 [環境局長報告]

1 . エゾシカ保護管理計画 (第 4期) 案に関する

報告聴取の件 [エゾシカ対策室長]

1 . 総合的な文化・スポーツ行政の推進に関する

報告聴取の件 [道民活動担当局長報告]

質 問

1 . 笠井 龍司委員 (自民)

～野鳥における高病原性鳥インフルエンザに係

る対応について

1 . 市橋 修治委員 (民主)

～瓦れきの処理について

1 . 釣部 勲委員 (自民)

～エゾシカ対策について

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時22分

散会 午前11時10分

第 3委員会室

委員長 佐藤 英道 (公明)
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付託案件の審査

議案第28号

北海道環境生活部手数料条例の一部を改正する

条例案 (原案可決)

議案第29号

北海道環境生活部の事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第30号

北海道浄化槽保守点検業者の登録に関する条例

の一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第31号

北海道自然環境等保全条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第32号

北海道立開拓記念館条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第33号

北海道立オホーツク流氷科学センター条例の一

部を改正する条例案 (原案可決)

議案第34号

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正す

る条例案 (原案可決)

議案第89号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

請願の審査

請願第 7号

放射性瓦れきの北海道への持ち込み拒否を求め

る件 (継続審査)

請願第18号

瓦れきの受け入れに関する件 (継続審査)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 平成24年 ｢春の全国交通安全運動｣ の実施に

関する報告聴取の件

[くらし安全局長報告]

1 . 災害廃棄物の広域処理に向けた取り組み状況

に関する報告聴取の件

[環境生活部長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 疑

1 . 市橋 修治委員 (民主)

～災害廃棄物の広域処理に向けた取り組み状況

について

保健福祉委員会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時24分

散会 午後 2時33分

第 7委員会室

委員長 佐々木恵美子 (民主)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 保健福祉部長]

一 般 議 事

1 . 平成24年度国費予算案の概要に関する報告聴

取の件 [保健福祉部長報告]

1 . 道立緑ヶ丘病院附属音更リハビリテーション

センターの廃止に関する報告聴取の件

[保健福祉部長報告]

1 . ｢北海道がん対策推進条例 (仮称) 原案｣ に

関する報告聴取の件 [健康安全局長報告]

質 疑

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～ ｢北海道がん対策推進条例 (仮称) 原案｣ に

ついて

質 問

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～第 3期北海道障がい福祉計画について

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～生活保護受給者の自立支援の取組について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時27分

散会 午後 3時58分

第 7委員会室

委員長 佐々木恵美子 (民主)

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 医師確保のための国への提言に関する報告聴

取の件 [保健福祉部長報告]

1 . 平成23年度必要医師数実態調査の概要に関す
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る報告聴取の件 [医療政策局長報告]

質 疑

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～医師確保のための国への提言について

～平成23年度必要医師数実態調査の概要につい

て

質 問

1 . 小畑 保則委員 (自民)

～要援護者対策について

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～がん対策条例等について

～要援護者対策について

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～医療計画及び 2次医療圏基準の見直しについ

て

～ ｢孤立死｣ ｢困窮死｣ 対策等について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時15分

散会 午後零時 3分

第 7委員会室

委員長 佐々木恵美子 (民主)

一 般 議 事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [保健福祉部長説明]

1 . 生食用食肉の安全確保に関する報告聴取の件

[健康安全局長報告]

1 . ｢第 3 期北海道障がい福祉計画 (案)｣ に関す

る報告聴取の件

[地域福祉担当局長報告]

1 . ｢第 2 期障がい者就労支援推進計画 (案)｣ に

関する報告聴取の件

[地域福祉担当局長報告]

質 疑

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～生食用食肉の安全確保について

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～ ｢第 2 期障がい者就労支援推進計画 (案)｣

について

質 問

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～道立病院の医師確保について

1 . 広田 まゆみ委員 (民主)

～成年後見制度について

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～後期高齢者医療・国保について

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時22分

散会 午前12時 9 分

第 7委員会室

委員長 佐々木恵美子 (民主)

付託案件の審査

議案第19号

北海道がん対策推進条例案 (原案可決)

議案第20号

北海道障害児通所給付費等不服審査会の設置等

に関する条例案 (原案可決)

議案第36号

北海道准看護師試験委員条例の一部を改正する

条例案 (原案可決)

議案第37号

北海道立衛生学院条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第38号

北海道立看護学院条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第39号

北海道病院事業条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第40号

北海道立衛生研究所条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第44号

北海道立児童福祉施設条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第45号

北海道地方障害者施策推進協議会条例の一部を

改正する条例案 (原案可決)

議案第46号

北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに

障がい者及び障がい児が暮らしやすい地域づく

りの推進に関する条例の一部を改正する条例案

(原案可決)
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請願の審査

請願第20号

｢知的障害者が安心して暮らせる入所施設｣ を

求める件 (継続審査)

請願第21号

地域医療拡充に関する意見書提出を求める件

(継続審査)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . ｢札幌市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ に関する報告聴取

の件 [福祉局長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 疑

1 . 小畑 保則委員 (自民)

～ ｢札幌市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

1 . 広田まゆみ委員 (民主)

～ ｢札幌市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

1 . 真下 紀子委員 (共産)

～ ｢札幌市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

質 問

1 . 船橋 利実委員 (自民)

～道立病院の医師等確保について

～本道における医師確保対策について

～民生委員の活動等について

経 済 委 員 会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時21分

散会 午後 2時17分

第 8委員会室

委員長 久保 雅司 (民主)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 経済部長]

1 . 人事異動に伴う幹部職員の紹介

一 般 議 事

1 . 道外調査実施の件 [決定]

1 . 平成24年度予算政府案の概要に関する報告聴

取の件 [経済部長報告]

1 . 北海道地域商業の活性化に関する条例に関す

る報告聴取の件 [経営支援局長報告]

1 . 北海道上海事務所の開設に関する報告聴取の

件 [国際経済室長報告]

1 . 北海道フード・コンプレックス国際戦略総合

特区に関する報告聴取の件

[食関連産業室長報告]

1 . ｢北海道環境産業振興戦略 (仮称)｣ 骨子 (案)

に関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

1 . 北海道企業局経営計画 (素案) に関する報告

聴取の件 [企業局長報告]

質 疑

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～北海道地域商業の活性化に関する条例につい

て

1 . 布川 義治委員 (自民)

～北海道企業局経営計画 (素案) について

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～北海道企業局経営計画 (素案) について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時23分

散会 午後 2時10分

第 8委員会室

委員長 久保 雅司 (民主)

一 般 議 事

1 . 北海道環境産業振興戦略 (仮称) (素案) に

関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

1 . 第 3 期北海道雇用創出基本計画 (素案) に関

する報告聴取の件 [労働局長報告]

1 . (仮称) 北海道産業人材育成方針策定の考え

方に関する報告聴取の件 [労働局長報告]

質 疑

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～ ｢北海道環境産業振興戦略 (仮称) (素案)

について
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～第 3期北海道雇用創出基本計画 (素案) につ

いて

1 . �川 隆雅委員 (自民)

～第 3期北海道雇用創出基本計画 (素案) につ

いて

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時10分

散会 午前11時27分

第 8委員会室

委員長 久保 雅司 (民主)

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [経済部長､ 企業局長説明]

1 . 東日本大震災に対する産業面の取組実績に関

する報告聴取の件

[緊急産業対策室長報告]

1 . 北海道経済構造の転換を図るための企業立地

の促進及び中小企業の競争力の強化に関する

条例施行規則の一部改正 (素案) に関する報

告聴取の件 [産業振興局長報告]

1 . (仮称) 北海道産業人材育成方針 (素案) に

関する報告聴取の件 [労働局長報告]

1 . 北海道企業局経営計画 (案) に関する報告聴

取の件 [企業局長報告]

質 疑

1 . �川 隆雅委員 (自民)

～北海道経済構造の転換を図るための企業立地

の促進及び中小企業の競争力の強化に関する

条例施行規則の一部改正 (素案) について

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～北海道経済構造の転換を図るための企業立地

の促進及び中小企業の競争力の強化に関する

条例施行規則の一部改正 (素案) について

～ (仮称) 北海道産業人材育成方針 (素案) に

ついて

1 . 布川 義治委員 (自民)

～北海道経済構造の転換を図るための企業立地

の促進及び中小企業の競争力の強化に関する

条例施行規則の一部改正 (素案) について

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時20分

散会 午前11時 9 分

第 8委員会室

委員長 久保 雅司 (民主)

付託案件の審査

議案第21号

北海道地域商業の活性化に関する条例案

(原案可決)

議案第48号

北海道計量検定所条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第49号

北海道立工業技術センター条例の一部を改正す

る条例案 (原案可決)

議案第50号

北海道立地域食品加工技術センター条例の一部

を改正する条例案 (原案可決)

議案第51号

北海道立高等技術専門学院条例の一部を改正す

る条例案 (原案可決)

議案第52号

北海道立職業能力開発支援センター条例の一部

を改正する条例案 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 随時調査実施の件 [決定]

1 . 付託議案審査の件

1 . 北海道経済構造の転換を図るための企業立地

の促進及び中小企業の競争力の強化に関する

条例施行規則の一部改正 (案) に関する報告

聴取の件 [産業振興局長報告]

1 . 北海道環境産業振興戦略 (案) に関する報告

聴取の件 [環境エネルギー室長報告]

1 . 第 3 期北海道雇用創出基本計画 (案) に関す

る報告聴取の件について [労働局長報告]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 問

1 . 石塚 正寛委員 (自民)

～本道経済の認識等について

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～道産品の海外への販路拡大について

～新規学卒者対策について
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農 政 委 員 会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時25分

散会 午後 2時 6分

第 6委員会室

委員長 小松 茂 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 農政部長]

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 中央折衝実施報告の件 [委員長報告]

1 . 平成24年度国費概算決定の概要に関する報告

聴取の件 [農政部長報告]

質 疑

1 . 中野 秀敏委員 (自民)

～平成24年度国費概算決定の概要について

1 . 北口 雄幸委員 (民主)

～畑地の産地資金について

質 問

1 . 中野 秀敏委員 (自民)

～平成23年度第 4次補正予算について

～国の取組方針について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時26分

散会 午後 2時22分

第 6委員会室

委員長 小松 茂 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成24年の普及奨励及び普及推進事項等となっ

た農業技術の概要に関する報告聴取の件

[農政部長報告]

質 疑

1 . 中野 秀敏委員 (自民)

～平成24年の普及奨励及び普及推進事項等となっ

た農業技術の概要について

質 問

1 . 田中 芳憲委員 (自民)

～台湾で発生した口蹄疫に対する防疫体制につ

いて

1 . 福� 賢孝委員 (民主)

～バックアップ拠点構想・北海道食料備蓄構想

について

1 . 八田 信之委員 (フロンティア)

～有機農業の推進について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時14分

散会 午前10時42分

第 6委員会室

委員長 小松 茂 (自民)

一 般 議 事

1 . 委員会協議会開催の件 [決定]

1 . 中央折衝実施の件 [決定]

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [農政部長説明]

1 . ｢食料備蓄基地構想｣ 策定に関する報告聴取

の件 [農政部長報告]

〇 3月13日 (火) 開議 午後 1時12分

散会 午後 1時16分

第 6委員会室

委員長 小松 茂 (自民)

付託案件の審査

議案第129号

土地改良調査計画事業に伴う地方公共団体の負

担金に関する件 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 中央折衝実施報告の件 [委員長報告]

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時26分

散会 午前11時22分

第 6委員会室

委員長 小松 茂 (自民)

付託案件の審査

議案第53号

北海道農政部手数料条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第54号

北海道家畜保健衛生所条例の一部を改正する条
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例案 (原案可決)

議案第55号

北海道立農業大学校条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第86号

国営土地改良事業に伴う地方公共団体の負担金

に関する件 (原案可決)

議案第87号

特定中山間保全整備事業に伴う地方公共団体の

負担金に関する件 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 北海道農業の体質強化に向けた国への提案に

関する報告聴取の件 [農政部長報告]

1 . 大雪による農業被害に関する報告聴取の件

[農政部長報告]

1 . 中央折衝実施の件 [決定]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 疑

1 . 中野 秀敏委員 (自民)

～大雪による農業被害について

1 . 福� 賢孝委員 (民主)

～大雪による農業被害について

1 . 平出 陽子委員 (民主)

～大雪による農業被害について

質 問

1 . 中野 秀敏委員 (自民)

～平成24年度畜産物価格等について

水産林務委員会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時20分

散会 午後 1時30分

第 5委員会室

委員長 日下 太朗 (民主)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 水産林務部長]

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 平成24年度国費予算案の概要に関する報告聴

取の件 [水産林務部長報告]

1 . 日ロ地先沖合漁業交渉の結果に関する報告聴

取の件 [水産林務部長報告]

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時21分

散会 午後 1時24分

第 5委員会室

委員長 日下 太朗 (民主)

一 般 議 事

1 . 指定管理者の候補者選定に関する報告聴取の

件 [水産林務部長報告]

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時10分

散会 午前10時38分

第 5委員会室

委員長事故のため

副委員長 冨原 亮 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件

[水産林務部長・水産局長・林務局長説明]

質 問

1 . 吉田 正人委員 (自民)

～栽培漁業の推進について

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時20分

散会 午前10時45分

第 5委員会室

委員長 日下 太朗 (民主)

付託案件の審査

議案第56号

北海道立漁業研修所条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第57号

北海道漁港管理条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第58号

北海道漁港土砂採取料等徴収条例の一部を改正

する条例案 (原案可決)

議案第59号
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北海道立道民の森条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第90号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第91号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第92号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第93号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 日ロサケ・マス漁業交渉の結果に関する報告

聴取の件 [水産林務部長報告]

1 . 道産水産物の安全・安心の確保に関する説明

聴取の件 [水産林務部長・水産局長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 問

1 . 三好 雅委員 (自民)

～北海道の森林づくりと林業再生について

建 設 委 員 会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時18分

散会 午後 1時58分

第 4委員会室

委員長 東 国幹 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 建設部長]

一 般 議 事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

1 . 平成24年度建設関係国費予算案に関する報告

聴取の件 [建設部長報告]

1 . ｢北海道住生活基本計画｣ の見直し素案に関

する報告聴取の件 [住宅局長報告]

質 疑

1 . 稲村 久男委員 (民主)

～ ｢北海道住生活基本計画 (素案)｣ について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時31分

散会 午後 1時58分

第 4委員会室

委員長 東 国幹 (自民)

一 般 議 事

1 . 国の施策及び予算に関する中央折衝実施の件

[決定]

1 . ｢北海道における総合評価方式のガイドライ

ン｣ の改正 (案) に関する報告聴取の件

[建設業担当局長報告]

質 問

1 . 野原 薫委員 (自民)

～雪害対策について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時14分

散会 午前10時50分

第 4委員会室

委員長 東 国幹 (自民)

一 般 議 事

1 . 国の施策及び予算に関する中央折衝実施報告

の件 [委員長報告]

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [建設部長説明]

1 . ｢北東アジア・ターミナル構想｣ に関する報

告聴取の件 [空港港湾局長報告]

1 . 道営住宅駐車場使用料の改定に関する報告聴

取の件 [住宅局長報告]

1 . ｢北海道住生活基本計画｣ の見直し案に関す

る報告聴取の件 [住宅局長報告]

〇 3月13日 (火) 開議 午後 1時14分

散会 午後 1時17分

第 4委員会室

委員長 東 国幹 (自民)
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付託案件の審査

議案第130号

工事請負契約の締結に関する件 (原案可決)

議案第131号

損害賠償の額の決定に関する件 (原案可決)

議案第132号

損害賠償の額の決定に関する件 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時20分

散会 午前10時37分

第 4委員会室

委員長 東 国幹 (自民)

付託案件の審査

議案第60号

北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例

案 (原案可決)

議案第61号

北海道建設部の事務処理の特例に関する条例の

一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第62号

北海道道路占用料徴収条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第63号

河川法施行条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第64号

北海道沿岸水域の工事取締条例の一部を改正す

る条例案 (原案可決)

議案第65号

砂防法施行条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第66号

北海道海岸占用料等徴収条例の一部を改正する

条例案 (原案可決)

議案第67号

北海道屋外広告物条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第68号

風致地区内建築等規制条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第69号

北海道立都市公園条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第70号

北海道公共下水道条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第71号

北海道営住宅条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第88号

訴えの提起に関する件 (原案可決)

議案第104号

北海道道の路線の認定に関する件

(原案可決)

議案第105号

河川法に基づく一級河川の指定の変更について

の意見に関する件 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

文 教 委 員 会

〇 1月10日 (火) 開議 午後 1時28分

散会 午後 2時16分

第 9委員会室

委員長 中村 裕之 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 教育長]

一 般 議 事

1 . 平成24年度文部科学関係予算 (案) の概要に

関する説明聴取の件

[教育次長・学事課長説明]

1 . ｢平成23年度全国学力・学習状況調査問題を

活用した北海道における学力等調査｣ の調査

結果に関する報告聴取の件

[学校教育局長報告]

質 疑

1 . 佐藤 禎洋委員 (自民)

～ ｢平成23年度全国学力・学習状況調査問題を

活用した北海道における学力等調査｣ の調査
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結果について

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～ ｢平成23年度全国学力・学習状況調査問題を

活用した北海道における学力等調査｣ の調査

結果について

1 . 道下 大樹委員 (民主)

～ ｢平成23年度全国学力・学習状況調査問題を

活用した北海道における学力等調査｣ の調査

結果について

〇 2月 7日 (火) 開議 午後 1時37分

散会 午後 3時45分

第 9委員会室

委員長 中村 裕之 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成23年度全国体力・運動能力､ 運動習慣等

調査の調査票を活用した北海道における調査

の結果に関する報告聴取の件

[学校教育局次長報告]

1 . 指定管理者の候補者選定に関する報告聴取の

件 [生涯学習推進局長報告]

1 . 子どもの読書活動推進プログラムに関する報

告聴取の件 [生涯学習推進局長報告]

1 . インフルエンザの罹患状況に関する報告聴取

の件 [学校教育局次長報告]

質 疑

1 . 佐藤 禎洋委員 (自民)

～平成23年度全国体力・運動能力､ 運動習慣等

調査の調査票を活用した北海道における調査

の結果について

～インフルエンザの罹患状況について

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～平成23年度全国体力・運動能力､ 運動習慣等

調査の調査票を活用した北海道における調査

の結果について

質 問

1 . 川畑 悟委員 (自民)

～アイヌ文化の振興について

1 . 勝部 賢志委員 (民主)

～校務支援システムについて

1 . 佐藤 禎洋委員 (自民)

～会計検査院の検査結果に関する児童生徒・保

護者への説明について

～大学の秋季入学について

1 . 道見 重信委員 (自民)

～学力向上と食育について

〇 2月22日 (水) 開議 午前10時16分

散会 午前10時31分

第 9委員会室

委員長 中村 裕之 (自民)

一 般 議 事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [教育次長・学事課長説明]

〇 3月13日 (火) 開議 午後 1時13分

散会 午後 1時21分

第 9委員会室

委員長 中村 裕之 (自民)

付託案件の審査

議案第133号

訴えの提起に関する件 (原案可決)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

〇 3月22日 (木) 開議 午前10時23分

散会 午前11時35分

第 9委員会室

委員長 中村 裕之 (自民)

付託案件の審査

議案第22号

北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管

理及び執行の特例に関する条例案

(原案可決)

議案第73号

北海道立学校条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第74号

北海道立図書館協議会条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第75号

北海道立青年の家条例の一部を改正する条例案

(原案可決)
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議案第76号

北海道立少年自然の家条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第77号

北海道立博物館条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第78号

北海道教育委員会の事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第79号

北海道立美術館条例の一部を改正する条例案

(原案可決)

議案第80号

北海道立美術館協議会条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第81号

北海道立体育センター条例の一部を改正する条

例案 (原案可決)

議案第95号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第96号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第97号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第98号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第99号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第100号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

議案第101号

公の施設の指定管理者の指定に関する件

(原案可決)

請願の審査

請願第19号

江別市への高等養護学校 (知的障がい特別支援

学校高等部) の設置の件 (継続審査)

請願第22号

高等支援学校の設置の件 (継続審査)

一 般 議 事

1 . 付託議案審査の件

1 . 児童生徒の心の健康に関する調査結果に関す

る報告聴取の件 [学校教育局次長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

1 . 閉会中における所管事務継続調査申出の件

[決定]

質 議

1 . 川畑 悟委員 (自民)

～議案第79号北海道美術館条例の一部を改正す

る条例案について

1 . 佐藤 禎洋委員 (自民)

～児童生徒の心の健康に関する調査結果につい

て

質 問

1 . 川畑 悟委員 (自民)

～国旗・国歌について

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～いじめと不登校問題について
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特 別 委 員 会

産炭地域振興・エネルギー問題
調査特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前11時40分

散会 午後 1時28分

第 8委員会室

委員長 斉藤 博 (民主)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 経済部長]

その他の議事

1 . 平成24年度予算政府案の概要に関する報告聴

取の件 [経済部長報告]

1 . ｢北海道省エネルギー・新エネルギー促進行

動計画｣ 骨子 (案) に関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

1 . ｢北海道環境産業振興戦略 (仮称)｣ 骨子 (案)

に関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

質 疑

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～ ｢北海道省エネルギー・新エネルギー促進行

動計画｣ 骨子 (案) について

1 . 吉井 透委員 (公明)

～ ｢北海道省エネルギー・新エネルギー促進行

動計画｣ 骨子 (案) について

～ ｢北海道環境産業振興戦略 (仮称)｣ 骨子

(案) について

質 問

1 . 田中 芳憲委員 (自民)

～原子力発電所の安全対策について

～ストレステストについて

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～泊原子力発電所について

1 . 池本 柳次委員 (民主)

～泊発電所のストレステストについて

1 . 星野 高志委員 (民主)

～北電のやらせ問題について

1 . 橋本 豊行委員 (民主)

～エネルギー政策について

〇 2月 8日 (水) 開議 午前10時23分

散会 午後零時12分

第 8委員会室

委員長 斉藤 博 (民主)

その他の議事

1 . 北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画【第Ⅱ期】 (素案) に関する報告聴取の

件 [環境・エネルギー室長報告]

1 . 北海道環境産業振興戦略 (仮称) (素案) に

関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

質 疑

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画【第Ⅱ期】 (素案) について

1 . 橋本 豊行委員 (民主)

～北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画【第Ⅱ期】 (素案) について

1 . 星野 高志委員 (民主)

～北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画【第Ⅱ期】 (素案) について

質 問

1 . 田中 芳憲委員 (自民)

～エネルギー問題について

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～エネルギー問題について

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～耐震安全性評価の再評価について

1 . 星野 高志委員 (民主)

～電力需給見通しについて

〇 2月22日 (水) 開議 午後 2時12分

散会 午後 3時13分

第 8委員会室

委員長 斉藤 博 (民主)

その他の議事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [経済部長､ 危機管理監説明]

1 . 庁舎等に関する節電の取組に関する報告聴取

の件 [環境・エネルギー室長報告]
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1 . 国における今夏の電力需給見通しと電力不足

への対策に関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

質 疑

1 . 星野 高志委員 (民主)

～庁舎等に関する節電の取組について

～国における今夏の電力需給見通しと電力不足

への対策について

質 問

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～原子力安全対策とエネルギー問題について

〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時40分

散会 午後 4時 1分

第 8委員会室

委員長 斉藤 博 (民主)

請願の審査

請願第23号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第24号

泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働を認めないことを求

める件 (継続審査)

請願第25号

泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働判断に関する件

(継続審査)

請願第26号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第27号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第28号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第29号

泊原発立地自治体経済活性化への支援及び泊原

発 1 ､ 2 号機再稼働に関する件 (継続審査)

請願第30号

泊原発 1 ､ 2 号機の稼働を容認しないことにつ

いての件 (継続審査)

請願第31号

泊原子力発電所 1 ､ 2 号機の再稼働を容認しな

いことを求める件 (継続審査)

請願第32号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第33号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第34号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第35号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第36号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働及び脱原発条例につい

ての件 (継続審査)

請願第37号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第38号

泊原発立地自治体経済活性化への支援及び泊原

発 1 ､ 2 号機再稼働に関する件 (継続審査)

請願第39号

泊 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第40号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第41号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第42号

泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働容認をしないことに

ついての件 (継続審査)

請願第43号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第44号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)

請願第45号

泊原発 1 ､ 2 号機再稼働についての件

(継続審査)
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請願第46号

泊原発 1 ､ 2 号機の再稼働判断についての件

(継続審査)

その他の議事

1 . 北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画 (案) に関する報告聴取の件

[環境・エネルギー室長報告]

1 . 北海道環境産業振興戦略 (案) に関する報告

聴取の件 [環境・エネルギー室長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

質 議

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動

計画 (案) について

質 問

1 . 村田 憲俊委員 (自民)

～原子力安全対策について

～電力供給計画について

1 . 向井 昭彦委員 (民主)

～電力需給について

1 . 笠井 龍司委員 (自民)

～産炭国石炭採掘・保安技術高度化事業につい

て

1 . 星野 高志委員 (民主)

～電力供給計画について

1 . 吉井 透委員 (公明)

～環境産業振興と合わせた省エネの促進につい

て

北方領土対策特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前10時15分

散会 午前10時34分

第 5委員会室

委員長 布川 義治 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ

[委員長､ 北方領土対策本部長]

その他の議事

1 . 平成24年度国費予算案の概要に関する報告聴

取の件 [北方領土対策本部長報告]

1 . ｢北方領土の日｣ 特別啓発期間に関する説明

聴取の件 [北方領土対策本部長説明]

1 . ｢北方領土の日｣ 啓発街頭行進及び ｢2012北

方領土フェスティバル｣ 出席の件 [決定]

質 疑

1 . 中司 哲雄委員 (自民)

～平成24年度国費予算案の概要について

〇 2月 8日 (水) 開議 午前10時14分

散会 午前10時25分

第 5委員会室

委員長 布川 義治 (自民)

その他の議事

1 . ｢北方領土の日｣ 啓発街頭行進及び ｢2012北

方領土フェスティバル｣ 出席報告の件

[委員長報告]

質 問

1 . 中司 哲雄委員 (自民)

～北方領土返還要求運動について

〇 2月22日 (水) 開議 午後 1時13分

散会 午後 1時35分

第 5委員会室

委員長 布川 義治 (自民)

その他の議事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [北方領土対策本部長説明]

質 問

1 . 松浦 宗信委員 (自民)

～北方領土隣接地域振興計画について

〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時10分

散会 午後 1時28分

第 5委員会室

委員長 布川 義治 (自民)
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付託案件の審査

議案第27号

北海道立北方四島交流センター条例の一部を改

正する条例案 (原案可決)

その他の議事

1 . 付託議案審査の件

1 . ｢北方領土の日｣ 特別啓発期間の取組に関す

る報告聴取の件

[北方領土対策本部長報告]

1 . 閉会中における請願継続審査申出の件

[決定]

質 議

1 . 松浦 宗信委員 (自民)

～北方四島交流センター条例の一部を改正する

条例案について

質 問

1 . 中司 哲雄委員 (自民)

～北方領土問題について

新幹線・総合交通体系対策特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前11時21分

散会 午前11時48分

第 1委員会室

委員長 戸田 芳美 (公明)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ

[委員長､ 総合政策部長､ 建設部長]

その他の議事

1 . 平成24年度国費予算案の概要に関する報告聴

取の件

[新幹線・交通企画局長・空港港湾局長報告]

1 . 北海道新幹線を取り巻く最近の状況に関する

報告聴取の件 [総合政策部長報告]

質 疑

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～北海道新幹線について

質 問

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～HACについて

〇 2月 8日 (水) 開議 午前10時13分

散会 午前10時57分

第 1委員会室

委員長 戸田 芳美 (公明)

その他の議事

1 . 北海道新幹線の現況等に関する報告聴取の件

[新幹線・交通企画局長報告]

1 . 第 7 回北海道道南地域並行在来線対策協議会

の開催結果に関する報告聴取の件

[新幹線・交通企画局長報告]

1 . 航空を取り巻く最近の動きに関する報告聴取

の件 [空港港湾局長報告]

1 . 空港運営のあり方検討に関する報告聴取の件

[空港港湾局長報告]

質 疑

1 . 冨原 亮委員 (自民)

～航空を取り巻く最近の動きについて

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～航空を取り巻く最近の動きについて

〇 2月22日 (水) 開議 午後 2時13分

散会 午後 3時38分

第 1委員会室

委員長 戸田 芳美 (公明)

その他の議事

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件

[総合政策部長・建設部長説明]

1 . 第 8 回北海道道南地域並行在来線対策協議会

の開催結果に関する報告聴取の件

[新幹線・交通企画局長報告]

1 . 新千歳空港の24時間運用に関する報告聴取の

件 [新千歳空港周辺対策担当局長報告]

1 . HACに関する報告聴取の件

[空港港湾局長報告]

質 疑

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)
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～第 8回北海道道南地域並行在来線対策協議会

の開催結果について

～HACについて

1 . 冨原 亮委員 (自民)

～HACについて

1 . 梶谷 大志委員 (民主)

～HACについて

〇 3月 5日 (月) 開議 午後 2時10分

散会 午後 4時49分

第 1委員会室

委員長 戸田 芳美 (公明)

その他の議事

1 . HACに関する報告聴取の件

[空港活性化推進室長報告]

質 疑

1 . 冨原 亮委員 (自民)

～HACについて

1 . 梶谷 大志委員 (民主)

～HACについて

1 . 鳥越 良孝委員 (大地)

～HACについて

〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時 8分

散会 午後 1時20分

第 1委員会室

委員長 戸田 芳美 (公明)

その他の議事

1 . ｢北海道新幹線､ 新茂辺地トンネル貫通式｣

出席の件 [決定]

質 問

1 . 冨原 亮委員 (自民)

～北海道新幹線の札幌延伸について

道州制・地方分権改革等
推進調査特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前10時14分

散会 午前10時20分

第 1委員会室

委員長 柿木 克弘 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ

[委員長､ 総合政策部地域振興監]

その他の議事

1 . ｢義務付け・枠付けの見直し (第 3 次) の概

要｣ に関する報告聴取の件

[地域主権局長報告]

〇 2月 8日 (水) 開議 午前11時14分

散会 午前11時21分

第 1委員会室

委員長 柿木 克弘 (自民)

その他の議事

1 . ｢国の義務付け・枠付けの見直しに対する道

の対応｣ に関する報告聴取の件

[地域主権局長報告]

〇 2月22日 (水) 開議 午後 1時15分

散会 午後 1時44分

第 1委員会室

委員長 柿木 克弘 (自民)

その他の議事

1 . ｢道州制特区提案 (第 5 回) に対する国の対

応など｣ に関する報告聴取の件

[広域連携担当局長報告]

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [総合政策部地域振興監説明]

質 問

1 . 吉田 正人委員 (自民)

～道州制について

〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時39分

散会 午後 1時45分

第 1委員会室

委員長 柿木 克弘 (自民)

付託案件の審査

議案第107号

北海道道州制特別区域計画の変更に関する件

(原案可決)
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その他の議事

1 . 付託議案審査の件

少子・高齢社会対策特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前10時16分

散会 午前11時16分

第 7委員会室

委員長 三井 あき子 (民主)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ [委員長､ 保健福祉部長]

その他の議事

1 . 道外調査実施の件 [決定]

1 . 平成24年度国費予算案の概要に関する報告聴

取の件 [保健福祉部長報告]

1 . 第 5 期 ｢北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画｣ (素案) に関する報告聴取

の件 [福祉局長報告]

質 疑

1 . 堀井 学委員 (自民)

～第 5期 ｢北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画｣ (素案) について

1 . 小林 郁子委員 (民主)

～第 5期 ｢北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画｣ (素案) について

質 問

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～北海道すきやき隊について

〇 2月 8日 (水) 開議 午前10時11分

散会 午前11時 9 分

第 7委員会室

委員長 三井 あき子 (民主)

その他の議事

1 . 道外調査実施報告の件 [委員長報告]

質 問

1 . 野原 薫委員 (自民)

～児童相談所の現状などについて

1 . 市橋 修治委員 (民主)

～要援護者対策について

1 . 堀井 学委員 (自民)

～介護サービス情報公表制度について

〇 2月22日 (水) 開議 午後 1時18分

散会 午後 2時14分

第 7委員会室

委員長 三井 あき子 (民主)

請願の審査

請願第 5号

｢子ども・子育て新システム｣ に基づく保育制

度改革に反対する意見書提出を求める件

(議決不要)

請願第13号

子ども・子育て新システムの導入に反対し､ 現

行保育制度の拡充を求める国への意見書提出を

求める件 (議決不要)

その他の議事

1 . 請願審査の件

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件 [保健福祉部長説明]

1 . ｢第 5 期北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画 (案)｣ に関する報告聴取の

件 [福祉局長報告]

質 疑

1 . 市橋 修治委員 (民主)

～ ｢第 5期北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画 (案)｣ について

1 . 小林 郁子委員 (民主)

～ ｢第 5期北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画 (案)｣ について

質 問

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～不妊治療について

〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時10分

散会 午後 2時 2分

第 7委員会室

委員長 三井 あき子 (民主)
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付託案件の審査

議案第35号

北海道保健福祉部手数料条例の一部を改正する

条例案 (原案可決)

議案第41号

北海道社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条

例の一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第42号

北海道介護保険財政安定化基金条例の一部を改

正する条例案 (原案可決)

議案第43号

北海道介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の

一部を改正する条例案 (原案可決)

議案第47号

北海道認定こども園の認定の基準に関する条例

の一部を改正する条例案 (原案可決)

その他の議事

1 . 付託議案審査の件

1 . ｢釧路市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ に関する報告聴取

の件 [福祉局長報告]

質 議

1 . 堀井 学委員 (自民)

～ ｢釧路市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

1 . 小林 郁子委員 (民主)

～ ｢釧路市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

1 . 段坂 繁美委員 (民主)

～ ｢釧路市における孤立死の事案の検証､ 市町

村の取組状況調査結果等｣ について

質 問

1 . 山崎 泉委員 (大地)

～児童相談所と学校の連携について

食と観光対策特別委員会

〇 1月11日 (水) 開議 午前10時17分

散会 午前10時45分

第10委員会室

委員長 岩本 剛人 (自民)

開 議 前

1 . 新年のあいさつ

[委員長､ 経済部観光振興監]

その他の議事

1 . 委員会協議会開催の件 [決定]

1 . 平成24年度予算政府案の概要に関する報告聴

取の件

[観光振興監・食の安全推進監報告]

1 . ｢原発事故に伴う賠償申請手続き説明会の開

催結果｣ に関する報告聴取の件

[観光局長報告]

質 問

1 . 高橋 亨委員 (民主)

～エゾシカ肉の消費拡大について

〇 2月 8日 (水) 開議 午後零時28分

散会 午後零時33分

第10委員会室

委員長 岩本 剛人 (自民)

その他の議事

1 . 道内調査実施の件 [決定]

1 . ｢平成23年度第 1 四半期観光入込客数調査｣

の概要に関する報告聴取の件

[観光局長報告]

〇 2月22日 (水) 開議 午後 1時19分

散会 午後 1時40分

第10委員会室

委員長 岩本 剛人 (自民)

その他の議事

1 . 道内調査実施の件 [決定]

1 . 平成24年第 1回定例会提出予定案件の事前説

明聴取の件

[観光振興監・食の安全推進監説明]

1 . ｢北海道遺伝子組換え作物の栽培等による交

雑の防止に関する条例｣ 等の施行状況の点検・

検証結果 (案) に関する報告聴取の件

[食の安全推進監報告]
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〇 3月22日 (木) 開議 午後 1時13分

散会 午後 1時19分

第10委員会室

委員長 岩本 剛人 (自民)

その他の議事

1 . 意見案発議の件 [決定]

1 . ｢平成23年上期の観光入込客数調査｣ の概要

に関する報告聴取の件

[観光局長報告]
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予算特別委員会

〇 3月12日 (月) 開議 午後 5時29分

散会 午後 5時37分

第 1委員会室

委員長 遠藤 連 (自民)

正副委員長の互選

① 委員長に遠藤連委員 (自民)､ 副委員長に道

下大樹委員 (民主) を選出｡

② 付託案件に対する審査方法について､ 3 分科

会を設置し質疑を行うこととし､ 第 1分科会は､

委員17人､ 所管は総務部､ 総合政策部､ 保健福

祉部､ 人事委員会､ 公安委員会､ 出納局及び監

査委員､ 第 2分科会は､ 委員17人､ 所管は環境

生活部､ 建設部､ 企業局及び教育委員会､ 第 3

分科会は､ 委員17人､ 所管は経済部､ 農政部及

び水産林務部とすること､ 各分科会に付託する

案件は配付の付託議案一覧のとおりとすること､

各分科会における質疑保留事項に対する総括質

疑は､ 本委員会において行うことを決定｡

③ 各分科会の委員については､ 配付の委員名簿

のとおり選出｡

〇第 1分科会 (委員17人)

笹田 浩 (民主) 川畑 悟 (自民)

野原 薫 (自民) 佐藤 伸弥 (民主)

志賀谷 隆 (公明) 八田 信之 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ)

道下 大樹 (民主) 堀井 学 (自民)

東 国幹 (自民) 石塚 正寛 (自民)

大崎 誠子 (自民) 福� 賢孝 (民主)

久保 雅司 (民主) 伊藤 政信 (民主)

加藤 礼一 (自民) 伊藤 条一 (自民)

釣部 勲 (自民)

〇第 2分科会 (委員17人)

鳥越 良孝 (大地) 松山 丈史 (民主)

中野 秀敏 (自民) 吉田 祐樹 (自民)

高木 宏壽 (自民) 市橋 修治 (民主)

真下 紀子 (共産) 包國 嘉介 (公明)

橋本 豊行 (民主) 小野寺 秀 (自民)

小松 茂 (自民) 大谷 亨 (自民)

田村 龍治 (民主) 池本 柳次 (民主)

平出 陽子 (民主) 丸岩 公充 (自民)

川尻 秀之 (自民)

〇第 3分科会 (委員17人)

笠井 龍司 (自民) 佐藤 禎洋 (自民)

北口 雄幸 (民主) 吉井 透 (公明)

中山 智康 (民主) 北 準一 (民主)

須田 靖子 (民主) 道見 重信 (自民)

八田 盛茂 (自民) 千葉 英守 (自民)

中司 哲雄 (自民) 日下 太朗 (民主)

織田 展嘉 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) 森 成之 (公明)

段坂 繁美 (民主) 柿木 克弘 (自民)

本間 勲 (自民)

④ 各分科会に分科委員長のほか分科副委員長 1

名を置くことを決定｡

⑤ 付託案件の審査日程について､ 配付の日程表

のとおりとすることを決定｡

⑥ 質疑・質問の方法等について､ 通告の形式に

より行うこと｡ 発言の順位は本会議の一般質問

に準じることを決定｡

⑦ 議席について､ 配付の議席表のとおりとする

ことを決定｡

⑧ 本委員会の運営に当たって､ 正・副委員長､

各分科会の正・副委員長及び各分科会の正・副

委員長の配分のない会派から 1人の理事をもっ

て構成する理事会を設置し､ その協議により運

営することとする｡

なお､ 諸派についても理事会に出席願うこと

とし､ 委員長の許可を得て発言することができ

ることを決定｡

⑨ 委員の交代は議長の辞任許可及び補充指名を

受け行うこと｡ 分科委員の所属変更は､ 本委員

長の承認を受け行うことを決定｡

〇 3月13日 (火) 開議 午前10時 5 分

散会 午前11時48分

第 1委員会室

委員長 遠藤 連 (自民)

① 議案第118号ないし第128号 (先議案件) を一

括議題とし､ 質疑に入り､

中野 秀敏委員 (自民) から､

1 道の財政運営について

・平成23年度の税収の状況や異動の要因

・道税収入と普通交付税の算定上の収入見込額

との間で乖離が生じた理由

・補正予算における道路除雪経費の増額に対す

る考え方

2 漁場監視レーダー施設の整備について

・秩序ある操業の維持に向けた今後の取組に対
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する考え方

3 介護基盤緊急整備等臨時特例基金について

・基金の活用による介護施設整備状況及び第 4

期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計

画における特別養護老人ホームの平成23年度

目標の達成の見通しと今後の取組に対する見

解

4 障害者自立支援対策臨時特例交付金について

・基金積み増しの理由とその使途及び今後の執

行方法に対する考え方

5 食料・環境基盤緊急確立対策事業について

・平成25年度以降の経費の全額繰上償還の考え

方

6 北海道信用保証協会に対する損失補償金など

について

・代位弁済額の増加の状況とその原因及び今後

の対応に対する見解

7 北海道営住宅事業について

・住宅事業会計を運営する上で構造的な問題が

ないかの見解

8 義務教育費国庫負担金の返還について

・札幌市を含む公立学校の教員に不当に支払わ

れた給与の返納状況及び未返納者に対する対

応方法
等について

北口 雄幸委員 (民主) から､

1 道財政について

・ 2定補正予算で計上留保された直轄事業負担

金を賄った財源

・直轄事業負担金の計上留保及び減収補てん債

への所見並びに将来負担軽減策の手法の判断

理由

2 豪雪地区への支援について

・支援に至った経過

・支援路線及び費用負担などの判断基準

・市町村の費用負担を求めない理由

・代行除排雪の延長及び所要費用の概要

・市町村ごとの 1キロメートル当たりの除雪費

用と市町村ごとに異なる理由

・北海道雪害に関する連絡会議の設置のあり方

・支援に対する検証と新たな支援に係る基準づ

くりに対する所見

3 経済・雇用対策について

・中小企業総合振興資金貸付金の融資枠が使い

残しされる理由及び今後の対処に対する所見

・ふるさと雇用再生基金及び緊急雇用創出事業

費の残額発生の理由並びに解決への所見

・地域若年者雇用奨励事業費の実績の評価及び

大幅減額となった理由の分析結果に係る所見

4 循環資源利用促進税について

・循環資源利用促進税の状況に対する認識及び

リサイクル促進に係る今後の取組
等について

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 道路除雪経費について

・補正時期に係る見解

・除雪体制の確保方策

2 中小企業総合振興資金貸付金について

・中小企業へのより円滑な融資方策

3 漁港整備について

・平成23年度の整備状況及び老朽化が著しい漁

港の改修整備への対応

4 地域医師確保推進費について

・地域医療指導医派遣システム推進事業に係る

取組状況と効果

・総合内科医養成研修センター運営支援事業の

取組状況と再生計画で掲げた目標の達成見込
等について

真下 紀子委員 (共産) から､

1 介護保険財政安定化事業について

・介護保険財政安定化基金の活用に係る国への

報告内容

・北海道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支

援計画検討協議会における協議経過

・保険料負担の実態把握と北海道市長会と市町

村協議会からの要望への受けとめ

・昨年の特別養護老人ホームの新規入所者数と

施設不足解消対策

2 保育対策について

・道内保育所の耐震化及び耐震診断の公立私立

別の実施状況

・耐震化推進に対する見解

3 豪雪対策について

・道営住宅の住宅への安全対策の状況

・道路の除排雪の対応状況

・農業被害に対する取組

・年度内の早急な農業被害対策の実施

4 雇用対策について

・地域若年者雇用奨励事業による正規雇用数と

若年者の雇用改善に向けた積極的な取組及び
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正規雇用への移行対策
等について質疑及び意見があり､ 総務部長､ 危機管理監､ 環境

生活部長､ 保健福祉部長､ 経済部長､ 農政部長､ 水産林務部長､

建設部長､ 福祉局長､ 地域医師確保推進室長､ 土木局長､ 住宅

局長､ 教育次長､ 介護運営担当課長及び子ども未来推進局参事

から答弁があって､ 議案第118号ないし第128号 (先議案件) の

質疑を終結｡

② 付託案件に対する意見調整は､ 理事会で行う

ことを決定｡

③ 理事会において付託案件に対する意見調整の

結果､ 議案第118号は意見の一致をみるに至ら

なかった旨の報告後､ 討論に入り､ 真下紀子委

員 (共産) から反対討論があって討論終結｡ 議

案第118号を問題とし､ 採決に入り､ 起立採決

の結果､ 起立多数をもって原案のとおり可決す

ることを決定｡

次に､ 議案第119号ないし第128号を問題とし､

原案のとおり可決することを諮り､ 異議なく決

定｡

④ 先議案件に対する委員長報告については､ 委

員長に一任することを決定｡

第 1 分 科 会

〇 3月12日 (月) 開議 午後 5時39分

散会 午後 5時47分

第 1委員会室

第 1分科委員長

大崎 誠子 (自民)

正副委員長の互選

① 分科委員長に大崎誠子委員 (自民)､ 分科副

委員長に佐藤伸弥委員 (民主) を選出｡

② 付託案件の審査日程､ 質疑の方法､ 理事会の

設置､ 分科委員の異動等､ 分科委員外委員の発

言の取扱い､ 議席､ 次回委員会の開催予定につ

いて決定｡

③ 理事に堀井学委員 (自民)､ 笹田浩委員 (民

主)､ 志賀谷隆委員 (公明)､ 八田信之委員 (ﾌﾛﾝ

ﾃｨｱ) を選出｡

〇 3月15日 (木) 開議 午前10時 3 分

散会 午後 4時36分

第 1委員会室

第 1分科委員長

大崎 誠子 (自民)

① 公安委員会所管に対する質疑に入り､

川畑 悟委員 (自民) から､

1 サイバー犯罪に対する道警察の取組について

・サイバー犯罪の定義

・全国的な犯罪の傾向及び道内の事例

・犯罪捜査の取組状況

・犯罪被害の防止対策

・今後の犯罪対策の取組強化

・他機関との連携・協働
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 生活経済課長から答弁

があって､ 公安委員会所管に関する質疑を終結｡

② 保健福祉部所管に対する質疑に入り､

松浦 宗信委員 (自民) から､

1 道立病院の経営改善について

・北海道病院事業改革プランの見直しに係る検

討委員会での検討状況

・江差・羽幌病院の地元自治体等との協議状況

・先駆的病院への視察の実施状況

・検討委員会における意見の取りまとめの予定

・ 2月に実施した地域住民アンケート調査の目

的及び内容

・本年度実施予定の患者受療動向調査の目的と

内容及び具体的な調査の進め方

・医療経営コンサルタント導入の進め方
等について

笹田 浩委員 (民主) から､

1 道立病院について

・平成24年度の総務省の繰出基準及び道の独自

基準による繰入金の額

・病床利用率の23年度における達成見込みと24

年度における目標達成に向けた取組

・昨年度の江差及び羽幌病院における診療報酬

の査定減の総額と件数及びレセプト 1件当た

りの最高査定額並びに査定減への取組状況

・交通事故や労災等の診療単価や健康診断・人

間ドックの単価設定の現行の考え方及び増収

に向けた検討の必要性
等について

川畑 悟委員 (自民) から､

1 自治体病院等の医療体制について
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・救急医療部門の医療従事者の負担に対する認

識及び救急医療を担う自治体病院等への財政

支援の現状

・広域的な連携に係る道のこれまでの取組

・救急医療部門における医療機関の役割分担の

具体的な取組事例

・自治体の広域的な連携に向けた道の今後の取

組及び国への財政的支援の要望の必要性

2 授産事業所の安定した経営について

・福祉的就労を行う授産事業所の状況

・指定法人における取組及び販路拡大に向けた

取組と実績

・売れるものづくりの実践例

・産業関係部署等の協力に対する見解

・地域の関係者が連携したシステムづくりへの

道の対応
等について

佐藤 伸弥委員 (民主) から､

1 障がい者の就労支援について

・工賃水準の現状と工賃倍増計画に対する達成

度

・達成に向けた認識

・工賃の実態の把握と向上に向けた取組

・工賃の目標設定に係る年金以外に必要な収入

額に係る見解

・就労支援の整備に係る市町村間の差異の把握

と道の取組及び平準化に向けた施策の実施状

況と評価を含めた成果

・圏域連絡協議会の現状を踏まえた上での取組

に対する認識

・道内のジョブコーチの現状と地域ごとの状況

及び道の認識並びに地域における道の取組

・一般就労推進のための関係機関との連携に係

る道の見解
等について

堀井 学委員 (自民) から､

1 地域包括ケアの推進について

・第 5期北海道高齢者保健福祉計画・介護保険

事業支援計画における基本的な考え方

・道が推進する住民参加型の地域づくりの取組

の成果と新規事業の進め方

・住民参加型の地域づくりの中心となる人材の

養成方法と道の役割

・医療と介護の連携強化に取り組むに当たって

の関係者の意見や要望の内容と道の対応

・第 2次保健医療福祉圏域ごとにネットワーク

を形成する理由

・医療と介護の連携に係る道から市町村への専

門的かつ技術的支援の必要性
等について

道下 大樹委員 (民主) から､

1 国民健康保険等の第三者行為求償事務につい

て

・第三者行為求償事務の内容

・被保険者や医療機関への広報の状況

・国民健康保険及び介護保険並びに後期高齢者

医療制度におけるそれぞれの第三者行為求償

対象額として把握している保険者負担額と過

去 3年分の求償実績

・第三者行為求償事務の実態把握に対する道の

認識と今後の取組

・求償事務担当者の資質向上方策

・求償事務における書類収集などの委託の可否

及び先進事例

・事務自体の外部委託による効率的な事務執行

の可否

・昨年 5月の国民健康保険の事務処理システム

統合による求償事務への効果

・求償事務関連諸施策への取組の考え
等について

東 国幹委員 (自民) から､

1 在宅医療・在宅介護について

・在宅患者の服薬上の課題に対する認識

・薬局の薬剤師による在宅の訪問服薬指導推進

を北海道薬剤師会に対し働きかけることに係

る道の見解

・ホームヘルパー業務における服薬の対象範囲

・服薬に問題を有する在宅患者への今後の対応

方法

・社会福祉士及び介護福祉士法の改正内容とそ

の効果

・生活の根幹にかかわるサービスを介護保険内

のサービスとすることの適否

・介護保険制度の取扱い・運用に係る訪問介護

事業所等からの意見集約と国への要望等を行

うことに対する道の見解
等について

志賀谷 隆委員 (公明) から､

1 温泉を活用した健康づくりについて

・温泉資源の活用に係る課題に対する道の認識
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と今までの取組及び今後の取組に対する所見

2 食品の放射性物質検査などについて

・食品中の放射性物質の新たな基準値の内容と

それに対する道の評価

・新たな基準の周知方法及び安全・安心の確保

に対する認識

・道内流通食品等に対する具体的な検査方法と

道内産食品の安全性に対する道の見解

・本道の検査体制及び安全・安心確保の観点か

らの認識

・道内流通食品の安全確保に向けた道の重点的

な取組の展開方法

3 孤立死防止の取組について

・道内で孤立死の事例が相次いでいることに対

する部長の感想

・市町村の取組に対する道の支援

・新たなガイドラインの策定のスケジュールと

市町村などに速やかに示す必要性への所見

・住民参加型高齢者生活支援等推進事業を活用

した取組内容と期待できる効果に対する所見

・地域支え合い体制づくり事業のこれまでの実

績と今後の事業展開

・見守り手段の事例に係る情報収集及び全市町

村への周知することなどに対する道の所見

・国の ｢生活に困窮された方の把握のための関

係部局・機関等との連絡・連携体制の強化に

ついて｣ との通知の具体的な内容及び全庁的

な取組を展開することに対する道の所見

・道が中心となって国を初めとするさまざまな

機関との連携を図ることに対する部長の所見
等について

福� 賢孝委員 (民主) から､

1 医師確保対策について

・必要医師数実態調査結果に対する認識及び調

査結果からうかがえる医師不足等の状況

・これまでの道の医師確保施策の効果及び平成

24年度の施策で期待される具体的効果

2 ｢母になる人の贈りもの運動｣ 推進事業につ

いて

・作成する妊婦向けDVDの配付対象及びDVD機器

を持っていない方への対応

・これまでの妊婦への情報提供手法

3 周産期医療の体制整備について

・産科医確保の進め方

・道立江差病院における産科医確保の見込み

4 HACと地域医療について

・HACが地域医療に対し果たしてきた役割及び

今後期待される役割
等について

伊藤 政信委員 (民主) から､

1 少子化対策について

・少子化を道民全体の問題として取り組むべき

との考えに対する部長の見解

・若年者の自立に向けた取組状況

・課題解決に向けた今後の取組及び少子化対策

推進本部での議論の必要性

・道内の一般事業主行動計画の策定に積極的な

企業に対する支援に関する考え
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 保健福祉部長､ 医療政

策局長､ 健康安全局長､ 福祉局長､ 子ども未来推進局長､ 地域

医師確保推進室長､ 道立病院室長､ 地域福祉担当局長､ 医療薬

務課長､ 薬務担当課長､ 地域医師確保推進室参事､ 道立病院室

参事､ 健康安全局参事､ 福祉援護課長､ 生活保護担当課長､ 施

設運営指導課長､ 高齢者保健福祉課長､ 介護運営担当課長､ 障

がい者保健福祉課長及び子ども未来推進局参事から答弁があっ

て､ 保健福祉部所管に関する質疑を終結｡

③ 総合政策部所管に対する質疑に入り､

�川 隆雅委員 (自民) から､

1 国際会議について

・これまでの誘致実績

・道の具体的な誘致活動の展開内容及び道単独

ではなく民間との連携の必要性への考え

・誘致活動に当たっての戦略と具体的な対象に

係る道の考え方

2 パスポートの取得について

・本道におけるパスポートの取得状況及び他県

との比較並びに取得率の低い理由

・平成18年度からの市町村へのパスポート事務

手続の権限移譲の進捗状況及び移譲が進まな

い理由

・今後のパスポート取得率向上に向けた取組の

考え方

3 北大R＆BP構想について

・これまでのライフサイエンス分野における成

果

・ライフサイエンス分野における研究開発拠点

形成に向けた取組への見解

・ライフサイエンス分野における道としての今

後の取組
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等について

笹田 浩委員 (民主) から､

1 北海道新幹線について

・道南地域並行在来線対策協議会における第三

セクターの設立準備から開業までのスケジュー

ルと道の役割

・新函館開業を見据えた全国プロモーション活

動やイベント開催への道の取組

・札幌延伸による開業効果を全道に波及させる

ための取組方法
等について

田中 芳憲委員 (自民) から､

1 地域政策展開方針について

・政策展開方針策定の趣旨と目的

・政策展開方針及び地域重点プロジェクトの推

進に当たっての取組経過

・次期政策展開方針の策定手法及びスケジュー

ルの考え

・策定に当たっての地域の現状・課題などの把

握方法

・中核都市の役割に対する考え

・中核都市との政策連携の政策展開方針への反

映方法

・集落対策や産業振興などの取組と次期政策展

開方針の連携方法

・政策展開方針及び地域重点プロジェクトの実

効性確保に向けた考え方
等について

佐藤 伸弥委員 (民主) から､

1 ITの利活用について

・クラウドコンピューティングに対する道の認

識及びメリットやデメリットの道としての考

え

・クラウド導入に係る道の検討内容

・導入した場合の財政効果の見込み

・道及び道内市町村におけるクラウド型サービ

スの普及状況

・道としてのクラウドの積極的な導入への今後

の展開方法

・データセンターの利用指針の策定に係る見解､

ソーシャルメディアに係るメリットやデメリッ

トを含めた道の認識

・ソーシャルメディアの積極的な活用に対する

現状認識

・ソーシャルメディアの普及推進に対する道の

見解
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 総合政策部長､ 地域振

興監､ 知事室次長､ 科学IT振興局長､ 新幹線・交通企画局長､

地域づくり支援局長､ 科学技術担当局長兼総合研究機構運営支

援室長､ 国際課長､ 科学技術振興課長､ 情報政策課長､ システ

ム最適化担当課長､ 地域交通課長及び地域づくり支援局参事か

ら答弁があって､ 議事進行の都合により散会｡

〇 3月16日 (金) 開議 午前10時 3 分

散会 午後 4時 5分

第 1委員会室

第 1分科委員長

大崎 誠子 (自民)

① 総合政策部所管に対する質疑を続行し､

川畑 悟委員 (自民) から､

1 北海道の広報活動について

・道内の地域コミュニティー放送局に対する道

の現状認識

・各振興局における地域コミュニティー放送局

との連携の可能性

・インターネットの活用による広報の取組状況

・北海道庁ブログやメールマガジンなどを活用

した取組に係るユーザーの反応や手ごたえへ

の認識

・ツイッターやフェイスブックなどの活用に対

する考え

・振興局を含めた庁内各部局間の連携や民間企

業のノウハウを活用した協働の取組に対する

考え

・全国的なマスメディアへの露出増加に向けた

取組に対する考え方

2 ふるさと納税について

・最近 3カ年度の全国都道府県分の合計の寄付

件数及び金額の推移並びに北海道への寄付件

数及び金額の推移

・北海道への寄付件数や金額が低迷している理

由

・今後の寄付件数や金額の拡大に向けた取組へ

の考え
等について

道下 大樹委員 (民主) から､

1 ふるさと北海道応援寄附金について

・平成20年度からこれまでの寄附金総額・取崩

額・年度末残高
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・20年度及び21年度と比べて22年度の寄附金総

額が減少した要因に対する認識

・申し込みを受けてから納付書送付までに要す

る日数

・申込件数と寄附件数との差

・インターネットによるクレジットカード寄附

システムに係る具体的経費

・インターネットを活用した場合の寄附に要す

る日数

・個人などに対するPR方法及び課題と今後の取

組

・観光客向けのPR方法のこれまでと今後の取組

・寄附者が寄附金の使い道を指定する仕組みの

導入に対する道の認識と今後の取組

・寄附金の使途を報告することなどに対する道

の見解

・小額寄附促進への対応

・ふるさと納税の利用促進に向けた今後の取組
等について

三好 雅委員 (自民) から､

1 北海道新幹線と地域づくりについて

・札幌延伸に伴う効果

・新幹線開業効果の全道への波及のための気運

の醸成に向けた対応

・開業効果を生かすための道内各地域における

取組への支援に向けた庁内各部の連携に対す

る考え

2 地域重点プロジェクトについて

・プロジェクトの趣旨と目的及び宗谷地域にお

ける取組内容

・宗谷地域における地域重点プロジェクトの現

時点での目標達成状況

・設定した目標を大きく下回っているプロジェ

クトに係るその要因

・プロジェクトの目標達成可能性の検討や今後

の取組及び次期方針における取扱方法

3 集落対策について

・北海道集落実態調査の目的と調査内容及び報

告時期

・現時点において判明した集落の現状

・酪農地帯が稲作や畑作地帯と比較して集落機

能が低下している集落の割合が高い原因

・調査結果を踏まえた道の集落対策の取組内容
等について

石塚 正寛委員 (自民) から､

1 道政執行方針について

・｢新しいことに挑戦していく気概｣ の意図す

る内容と ｢気概｣ の醸成方策

・若手職員などが新しいことに挑戦できる職場

環境の整備への認識

・職員からの新しい取組の提案などに対する管

理職の具体的な対応に係る考え

・職員の新しいことへの挑戦に係る今後の具体

的で実効性のある対応に係る考え

2 並行在来線問題について

・第三セクター設立に当たっての出資に係る道

の考え

・他県における沿線自治体間の出資割合

・経済界への出資等の協力要請に係る対応方針

・第三セクターの収支改善に向けた対応に係る

考え

・貨物調整金の見込み額

・貨物調整金制度の維持及び拡充に係る国への

働きかけへの対応

・災害や事故による線路使用不可能時の費用負

担方法

・第三セクターにおける筆頭株主による役員の

派遣義務の有無及び他県の状況

・第三セクター設立の際の役員派遣や組織など

の経営体制や管理体制構築に向けた道の考え
等について

福� 賢孝委員 (民主) から､

1 道の重点政策等について

・新・北海道総合計画と重点政策との整合性に

対する認識

・新・北海道総合計画の見直しに対する見解

・東日本大震災以降の社会情勢の変化との整合

性に対する認識

・平成24年度当初予算における重点政策として

位置づけられた施策数と金額の規模

・24年度重点政策のうち特に目玉施策として位

置づけられるもの

・重点政策のうち ｢経済政策､ 医療・福祉政策､

環境政策､ エネルギー政策､ 教育政策｣ の内

容と金額の推移及びその成果に対する認識

・重点政策に対する認識と今後の対応
等について

堀井 学委員 (自民) から､

1 フリーゲージトレインについて
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・国などにおける研究開発の進捗状況

・海外における実用化の有無及び我が国におけ

る導入の検討状況

・導入に向けた課題及び解決に向けた対応策

・道における導入検討の有無
等について

八田 信之 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) から､

1 新しい高齢化の時代について

・今後の高齢化の進展の見込み

・新しい高齢社会のイメージをつくることの重

要性に対する考え方

・成熟社会総合フォーラムの設置の目的と背景

及びフォーラムで考える健康長寿で活力のあ

る地域社会のあり方を取りまとめた上で道か

ら情報発信する考えの有無

・成熟社会総合フォーラムでの議論の内容と予

定しているテーマの分野

・道の ｢シニアが輝くいきいき社会戦略｣ プロ

ジェクトの推進管理の考え方

・ジェロントロジーに対する道の認識と高齢社

会に係る事例を収集し本道での可能性を探る

ことに対する道の見解

・高齢社会に対応するための庁内推進体制の構

築などさまざまな課題に対する取組方策

・高齢社会対策に対する部長の決意
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 総合政策部長､ 地域振

興監､ 知事室次長､ 政策審議局長､ 計画推進局長､ 新幹線・交

通企画局長､ 地域づくり支援局長､ 地域活力担当局長､ 広報担

当課長､ 政策審議局参事､ 計画推進局参事､ 地域交通課長､ 新

幹線対策室参事及び地域づくり支援局参事から答弁があって､

総括質疑に保留された事項を除き､ 総合政策部所管に対する質

疑を終結｡

② 出納局所管に対する質疑に入り､

東 国幹委員 (自民) から､

1 庁舎管理について

・平成24年度の庁舎管理に係る予定価格が下がっ

た要因

・清掃に係る労務単価が下がった要因

・清掃委託契約額に占める人件費の割合

・清掃技術の適正な評価を加味した委託料とす

ることに対する道の考え

・清掃や警備などの委託業務に係る入札保証金

の取扱の検討状況

・契約保証金納付免除のための契約履行実績確

認申請書の提出の趣旨

・官公需適格組合における契約保証金の納付免

除申請と入札告示書との矛盾点に係る道の見

解

・入札参加の際に事業者に求めている契約履行

実績証明書に対する道の考え

・ 4月以降の庁舎管理に係る執行体制
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 会計管理者兼出納局長､

出納局次長､ 総務業務長及び財産管理課長から答弁があって､

出納局所管に対する質疑を終結｡

③ 総務部所管に対する質疑に入り､

石塚 正寛委員 (自民) から､

1 原発問題について

・耐震バックチェックによる泊 1号機・ 2号機

に係るストレステスト結果の評価時期への影

響の有無

・大飯・伊方原発の評価の進め方

・大飯原発の再稼働に係る福井県の考え方に対

する受けとめ

・原発立地県知事の考え方の根本的な違いの有

無

・国に説明を求めた泊発電所の緊急安全対策等

に係る疑問点に対する回答時期

・泊発電所の耐震安全性の国による確認の道と

しての安全性判断への影響

・泊 1号機・ 2号機に係る政府の安全性確認時

期の見込及び安全性確認後の国から道民に対

する説明を求める考えの有無

・政府の安全性の確認結果の道による評価の方

法

・安全性確認後に理解を求める地元の範囲に係

る道の考え

・泊発電所の安全性の判断に係る議会議論の進

め方

2 防災対策について

・災害経験の伝承方法と対応

・道の津波による浸水予測の見直状況と関係市

町村への情報提供の時期及び周知の方法

・大規模災害時の道の初動対応に係る効果的な

防災訓練の取組

・災害に強いまちづくりに係る取組に向けた検

討課題と結論を得る時期

・安全な北海道を築くに当たっての取組の考え

方
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3 道職員の採用について

・平成24年度以降の退職者数の見込

・27年 4 月 1 日時点の職員の年齢構成とさらに

5年・10年・15年後の年齢階層ごとの職員比

率及び ｢ジャンプ台型｣ の今後の推移

・人事管理上の課題に対する認識

・25年度以降の採用数の検討状況

・職員数を増加させることなく採用数の平準化

を図ることへの認識及び25年度以降の採用予

定数に係る道の考え
等について

笹田 浩委員 (民主) から､

1 道と民間企業との災害対策のための協定につ

いて

・これまで道が締結した協定の状況

・東日本大震災以降に締結された協定の状況と

現在予定している協定の状況

・協定締結の状況に対する認識と今後の考え

・協定を有効に機能させるための道の取組
等について

野原 薫委員 (自民) から､

1 行財政改革の取組について

・｢新たな行財政改革の取組み｣ における職員

公宅に係る取組状況

・公宅削減計画による売却可能な敷地面積数

・平成18年度から22年度の遊休資産の売却実績

と公宅分の実績

・公宅削減計画の進捗状況

・公宅削減計画による財政効果の見込み

・公宅削減計画の達成見込み

・公宅敷地の売却促進に係る道の見解

・附属機関等の設置状況及び開催実績等

・開催実績のない附属機関等の一斉点検の状況

と見直しの結果

・開催実績のない附属機関等の設置を継続する

理由と具体的な機関名

・今後あり方を検討する機関の具体的な機関名

と見直し方法

・今後の見直しへの取組
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 総務部長､ 危機管理監､

総務部次長兼大学法人運営支援室長､ 行政改革局長､ 人事局長､

危機対策局長､ 原子力安全対策担当局長､ 財産制度担当課長､

行政改革課長､ 人事課長､ 危機対策課長及び環境安全担当課長

から答弁があって､ 議事進行の都合により散会｡

〇 3月19日 (月) 開議 午後 1時 5分

散会 午後 3時39分

第 1委員会室

第 1分科委員長

大崎 誠子 (自民)

① 総務部所管に対する質疑を続行し､

福� 賢孝委員 (民主) から､

1 原子力発電と地域防災について

・今年度の原子力防災訓練において住民参加の

避難訓練を実施しなかった理由

・福島の事故を踏まえた地震と津波を想定した

訓練を実施しなかった理由

・今年度の訓練対象を従来どおりの 4町村のみ

とした理由

・今年度の訓練の課題などの原子力防災計画の

見直しの具体的な反映方法及び今年度の訓練

を踏まえた次年度以降の訓練実施方法の考え

・泊原発 1・ 2号機の再稼働に対する見解及び

大間原発に対する知事のスタンスの表明に係

る見解

・青森県との情報交換などに係る今後の対応

2 行財政運営について

・昨年よりも平成24年度の道税収入が落ち込む

理由

・新年度の地方交付税の増額理由及び地方交付

税確保のための来年度以降の道の取組

・24年度単年度の対策のみで実質公債費比率を

25％未満にするために減債基金への積み増し

のみで対応する場合と道債の発行抑制のみで

対応する場合のそれぞれの必要額

・財政健全化団体を確実に回避できる行財政改

革への見解と具体的な取組
等について

堀井 学委員 (自民) から､

1 札幌医科大学施設整備構想について

・教育内容及び研究開発を充実強化するための

具体的な整備内容

・入学定員増に対応するための教員や解剖実習

に必要な献体などの確保の進め方

・施設整備に係る事業費の財源内訳の見込み

・財源捻出に向けた現時点での具体策

・施設整備に向けた取組に対する道の認識

2 北方領土問題について

・ロシアのプーチン氏の発言など一連の動きに
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対する道の認識

・プーチン氏の ｢引き分け｣ 発言に係る道の解

釈

・今後の政府の外交交渉に対する期待感の内容

・ロシアとの今後の経済関係に対する道の認識
等について

久保 雅司委員 (民主) から､

1 指定管理者制度について

・現在の導入状況と導入による効果

・導入施設のうち非公募の施設の件数とその理

由及び今定例会に提案されている施設におけ

る状況

・今後の道の直営施設における指定管理者制度

の導入の見通し

・制度導入前の委託団体と現在の指定管理者と

の状況

・協定書の締結時期を早めることへの見解

・指定期間の見直しのへの見解

・次期指定管理者の指定に向けた要求水準書の

見直し

東 国幹委員 (自民) から､

1 庁舎管理について

・昨年までの本庁舎及び別館庁舎の警備業務入

札告示における履行実績の面積要件

・警備業務における警備員の拘束時間の道の積

算方法

・機械警備の導入効果と今後の導入に向けての

考え

・来年度以降に大方の庁舎管理業務を総務部所

管に一元化することの考え方

・庁舎管理業務に係る人件費の積算に対する認

識

・庁舎管理業務の委託発注に係る道独自の考え

方の確立に対する見解
等について

志賀谷 隆委員 (公明) から､

1 行財政改革について

・道の財政健全化を加速させるための取組内容

・関与団体への出捐金のあり方を見直すことや

関与団体の削減に取り組むことに対する道の

所見

・新たな関与団体の見直し計画に基づく出捐金

返戻に向けての今後の取組に対する所見

・道有未利用地の全体量といまだ売却の条件が

整っていない土地の状況及び今後の取組に係

る所見

・道税収入未済額の状況に係る分析内容

・道税の高額未収案件の状況と徴収対策の内容

及び今後の取組内容

・不納欠損に係る税法に規定する事由ごとの直

近 3カ年の件数と金額

・自動車税の未納対策として冬用タイヤを差し

押さえて納税を促すとの提案に対する所見

・個人道民税において特別徴収の拡大に取り組

むべきとすることに対する道の所見

・税外収入債権に係る債権管理条例の制定を視

野にいれた債権管理のあり方を検討すべきと

することに対する道の所見

2 防災対策について

・具体的な取組内容

・道内の防災訓練の実施状況と今後展開しよう

としている取組に対する所見

・ボランティア・リーダーの育成に係る取組に

対する所見

・豪雪時の対応策に係る今後の取組と関係機関

を含めた円滑な対処のためのマニュアル策定

に対する考え

3 原子力安全対策について

・泊原発 1・ 2号機の再稼働に対する道の見解

及び耐震安全性の評価に係る北電の判断への

道の所見

・道内における活断層の調査研究の成果と本格

的な調査研究の実施に対する道の所見

・知事が ｢ 4 町村の安全協定とは別にどのよう

な枠組みや意見交換の場の設置ができるのか

意向を確認したい｣ との見解に至った経緯な

ど具体的な道の考え方

・大間原発の情報共有に係るこれまでの道の取

組及び今後の取組の展開方法に対する所見
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 総務部長､ 危機管理監､

総務部次長兼大学法人運営支援室長､ 行政改革局長､ 財政局長､

危機対策局長､ 原子力安全対策担当局長､ 北方領土対策本部長､

総務課長､ 財産制度担当課長､ 大学法人運営支援室参事､ 行政

改革課長､ 資金担当課長､ 税務課長､ 納税推進担当課長､ 危機

対策課長､ 原子力安全対策課長､ 環境安全担当課長及び北方領

土対策本部副本部長から答弁があって､ 総括質疑に保留された

事項を除き､ 総務部所管に対する質疑を終結｡
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第 2 分 科 会

〇 3月12日 (月) 開議 午後 5時40分

散会 午後 5時47分

第 2委員会室

第 2分科委員長

橋本 豊行 (民主)

正副委員長の互選

① 分科委員長に橋本豊行委員 (民主)､ 分科副

委員長に高木宏壽委員 (自民) を選出｡

② 付託案件の審査日程､ 質疑の方法､ 理事会の

設置､ 分科委員の異動等､ 分科委員外委員の発

言の取扱い､ 議席､ 次回委員会の開催予定につ

いて決定｡

③ 理事に小野寺秀委員 (自民)､ 松山丈史委員

(民主)､ 包國嘉介委員 (公明) を選出｡

〇 3月15日 (木) 開議 午前10時 4 分

散会 午後 4時35分

第 2委員会室

第 2分科委員長

橋本 豊行 (民主)

① 企業局所管に対する質疑に入り､

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 電気事業について

・再生可能エネルギーに対する取組

2 工業用水道事業について

・石狩工水の経営改善に向けた取組
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 企業局長から答弁があっ

て､ 企業局所管に対する質疑を終結｡

② 建設部所管に対する質疑に入り､

高木 宏壽委員 (自民) から､

1 HACについて

・｢関与団体運営適正化に関する指導方針｣ に

おける関与団体の要件と該当の可否

・｢指導方針｣ に定めている関与団体の情報公

開に当たっての留意事項

・関与団体であると理解していることの認識

・国の定めた ｢第三セクター等の抜本的改革等

に関する指針｣ での第三セクターの要件と該

当するかの可否

・国の指針に定める情報開示や議会への説明

・経営状況などの情報開示に係る道の姿勢

・役員としての派遣理由

・派遣された職員の取締役としての役割と機能

発揮に係る認識

・平成23年度事業計画における人件費の額と実

績見込み額

・派遣職員の取締役としての責務に係る見解

・派遣職員の監査役としての機能や責務に係る

見解

・監査役就任に当たって利益相反行為に係る所

見

・経営陣に対する経営責任の認識

・経営陣の刷新に対する見解

・企業再生が必要な企業であるかどうかの認識

・検証プロジェクトチームに資金繰りの考察や

短期資金管理手続の導入に係る知識があるか

どうかの認識

・損益分岐点の搭乗率

・職員に係る職種別平均年収

・丘珠空港の使用料やJALへの支払い猶予の見

込額

・平成21年度から過去10年間の平均現預金残高

・第三者専門機関による現状把握の実施に係る

見解

・第三者専門機関による再生計画の策定支援に

係る見解

・道が主導的に設立した団体であるということ

に対する見解

・改革の検討のための経営検討委員会の設置に

対する見解

・貸付金返済猶予要請に対する道の対応
等について

松山 丈史委員 (民主) から､

1 雪解け対策について

・樋門・樋管の定期点検及び融雪による増水に

備えた点検状況

・樋門・樋管の操作要領と操作委託先への注意

喚起

・融雪出水に備えた対応状況

・新潟県上越市の災害発生地域における土砂災

害警戒区域としての指定の有無

・北海道における土砂災害警戒区域の対象と指

定時期

・土砂災害に対する市町村や関係機関との連携

体制

― 78 ―



・雪解けに伴う地すべりへの対応

・融雪期に備えた雪崩への対応

2 航空ネットワークについて

・道の戦略的な取組状況

・HACの役割

・北海道航空ネットワークの中でのHACの位置

づけ

・HACの経営を担う者としての道の認識

・HACの収支見通しに係る精査・検証の実施方

法及びその妥当性

・収支見通しにおける整備費の考え方及びその

妥当性､ 就航率､ 運航率､ 利用率と整備費と

の関係

・収支見通しにおける欠航率の考え方

・見通し以上の欠航が発生することに対する考

え

・現時点までの今月の欠航便数とそれによる損

失及び収支見通しの妥当性と 1便当たりの欠

航による損失額

・平成24年度上半期の利用率が下振れした場合

の想定の可否

・HACへの出資自治体及び空港ターミナルビル

との返済猶予に係る協議の状況

・JAL及びJACへの支援要請

・委託経費等の費用のさらなる精査の必要性

・社会情勢等の不確定要素に係る留意

・安定経営のために必要なキャッシュフロー

・支援要請との差額のキャッシュフローの考え

・医療利用者数の把握の必要性

・離島路線への路線集約の可否

・道民に対するHACの説明責任

・HACによる記者会見を求めることへの認識

・経営陣の責任と第三者による補完体制などの

検討状況

・JALやLCCへの事業譲渡することに対する考え

とその検討内容に係る道への情報提供

・道からの役員派遣についての見直し

・返済猶予に伴う役員派遣の見直しを含めた考

え

・HACに対する 1 年間を通じた収支見通しの要

求と検証の必要性

・検証を踏まえた判断が崩れた場合の道の責任

・道の判断に係る今後の影響

・｢HAC検証プロジェクトチーム｣ の精査・検証

結果の妥当性

・返済猶予の判断時期と猶予後の返済期日及び

さらなる返済額の猶予の可能性とその場合の

経営責任等返済猶予の具体的方針
等について

梅尾 要一委員 (自民) から､

1 新千歳空港の国際線誘致の取組について

・新千歳空港における国際線の運航状況に対す

る道の認識

・国際線の拡大に向けた誘致への取組とシンガ

ポールに対する考え

・シンガポール航空の評価

・路線誘致に向けた課題と今後の取組

・海外旅行を促進するアウトバウンド対策

・新たな視点に立った取り組みについて
等について

小松 茂委員 (自民) から､

1 道道の管理について

・管理瑕疵としての損害賠償の件数

・賠償請求に応じた箇所に対する改善状況

・賠償件数のうちエゾシカに関係する事案件数

・交通事故により死亡したエゾシカの処理件数

とその推移

・交通事故回避のための進入防止さく設置計画

の有無

・道路周辺で行動しているエゾシカの状況に対

する認識

・交通事故回避のためにエゾシカ駆除捕獲事業

に対する見解
等について

包國 嘉介委員 (公明) から､

1 本道の航空ネットワークについて

・本道の空港を取り巻く現状と課題

・空港のあり方検討のこれまでの状況と今後の

見通し

・国の空港の上下一体管理に向けた法案に対す

る受けとめと今後の対応方針

・新たな空港管理会社への移行に対する所見と

道管理空港の位置づけや役割に対する考え

・本道の航空運賃に対する受けとめと改善に対

する取組

・民間委託後の新千歳空港における着陸料のさ

らなる低廉化

・路線ごとの利用者への意識調査の実施と結果

を活用した空港活性化への取組

・道管理空港の現状と課題及び維持運営費の赤
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字の要因についての認識

・紋別空港の年間経費の支出内容及び経費削減

に向けた改革に対する所見

・道管理空港の経営改善に向けた具体的な改革

・札幌丘珠空港の位置づけ

・道立施設などの札幌丘珠空港周辺への移転に

向けた具体的な取組内容

・滑走路の延長に向けた課題と道における今後

の取組

・HACの経営状況と今後の収支見通し

・経営悪化の要因

・来年度の事業計画の目標設定とその根拠

・搭乗率低下の要因

・人員体制の見直しなど経営改善への取組

・機体の整備・点検体制

・搭乗率向上対策と道におけるその評価及び道

みずからの対応策

・道職員の利用促進

・新たな機体の購入に向けた検討

・旅客収入以外の事業収入の確保に向けた取組

・HAC利用者のニーズを把握するための取組

・HACの道外観光客などの利用促進

・HACに対する道の姿勢

2 重要政策推進のための体制充実について

・庁内外からの幅広い人材活用に向けた所見
等について

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 HACについて

・重大インシデントの原因に対する道の認識

・安定運航に向けた改善策と 4機体制などの解

決策

・ 4機体制に向けたHACとの協議

・民間支援の必要性

・建設部が所管する理由

・経営状況悪化に対する道の責任

・取締役などの経営悪化に対する認識

・金融機関からの支援

・金融機関からの派遣職員の有無

・取締役会における経営悪化の認識

・HACに対する道の支援姿勢と継続的な支援

・道職員によるHACの利用状況

・｢HAC赤レンガ友の会｣ の設立時期

・HACの広報活動の取組

・プロジェクトチームの構成員による経営再建

の可否

・JALからの支援の有無に対する考え

・JALからの機体整備などの支援内容

・地域医療への貢献
等について

真下 紀子委員 (共産) から､

1 砂防工事と環境保全について

・藤城川砂防工事に対する地元NPO法人からの

要望に対する道の考え

・2007年と2010年の洪水被害の原因に対する受

けとめ

・河道工事が原因で災害が発生したとの見解に

対する考え

・工事の必要性

・工法の変更に対する考え

・工事の見直し

2 サンルダムの建設見直しについて

・ダム検討の場を設けた目的

・ダム検討の場においてダム建設工事継続の発

言の有無

・道のダムによらない対策案の有無

・ダムによらない対策案を持つ検討の場のメン

バーの有無

・ダム建設の根拠となる洪水調節効果の見積

・サクラマスへの影響と試験魚道の結果に係る

検討の場への報告内容

・サクラマスの生息数の報告を求めない理由

・パブリックコメントの周知方法

・パブリックコメントに同文ないし酷似文書が

あることの有無とファックスで寄せられた意

見のうち幾つか同じ発信元から送付されてい

る事実を北海道開発局から情報提供されたこ

との有無

・パブリックコメントの内容

3 HAC問題について

・事業改善命令に係る報告書作成における道の

かかわりと国交省からの指導

・安全管理体制

・平成24年上期の経常損益の根拠

・利用促進に向けた具体的な利用策

・関係自治体や団体等への利用促進に向けた協

力要請

・安定的な運航のための体制
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 建設部長､ 建設部次長､

建設管理局長､ 土木局長､ 空港活性化推進室長､ 建設政策課長､

建設調整担当課長､ 空港活性化推進室参事､ 道路課長､ 河川課

― 80 ―



長及び砂防災害課長から答弁があって､ 総括質疑に保留された

事項を除き､ 建設部所管に対する質疑を終結｡

〇 3月16日 (金) 開議 午前10時 3 分

散会 午後 5時35分

第 2委員会室

第 2分科委員長

橋本 豊行 (民主)

① 環境生活部所管に対する質疑に入り､

中野 秀敏委員 (自民) から､

1 震災瓦れきの処理について

・広域処理に対する国からの働きかけ

・ 1都 2県以外で広域処理に至っていない理由

・国の追加支援策に対する評価及び交付金化を

求めることへの所見

・受入れを表明した市町村との協議の進捗状況

・道独自の受入基準設定に対する見解

・道主導による町村会及び市長会との協議の必

要性

・札幌市に協力を求める協議の必要性に対する

見解

・岩手県からの具体的な要請の有無

・放射性物質の安全性確認への取組に対する考

え

・風評被害への対応

・民間企業への協力要請に対する考え
等について

松山 丈史委員 (民主) から､

1 瓦れき処理について

・受入れを表明した市町村の内容及び受入れに

向けた調整の進捗状況

・受入れ調整に当たっての指示

・道としての統一的な受入基準の設定に対する

考え

・国の基準に対する道の評価

・市町村への積極的な協議の必要性に対する所

見

・受入拒否を表明している自治体への説得等の

働きかけの有無

・受入拒否自治体周辺町村との調整等

・広域処理に対する国からの財政支援の期間

・道から民間事業者への協力要請に対する考え

・市町村による民間処分場の活用促進に対する

所見

・民間事業者の決定のみによる受入れの可否

・道内で災害廃棄物が発生した場合の他都府県

との連携

・災害廃棄物処理への積極的なかかわりの必要

性
等について

小松 茂委員 (自民) から､

1 鳥獣被害対策について

・ゼニガタアザラシ管理対策の国への働きかけ

及び結果

・アザラシ連絡協議会の開催状況

・協議会によるアザラシ対策の課題及び問題点

・アザラシ類の管理計画策定に対する見解

・管理計画の策定スケジュール

・各地区にブロック協議会を設置することの要

否

・管理計画策定のための専門家の配置や予算措

置に対する見解
等について

池本 柳次委員 (民主) から､

1 野生鳥獣による被害の現状と対策について

・農林業被害の増加要因の把握及び認識

・エゾシカ以外の被害防止策

・エゾシカ捕獲見込み数及び今期の諸対策の効

果

2 エゾシカの保護管理計画と課題について

・オオカミの再導入に対する所見

・新計画の目標及び達成のための具体策

・カリングの本格導入に対する見解

・民間捕獲事業者が捕獲を実施した具体的な事

業内容

・民間会社活用の利点及び効果に対する認識

・規制緩和に係る国への働きかけ

3 新たなエゾシカ保護管理計画の推進について

・エゾシカ対策専門官の配置に対する見解

・一斉捕獲作戦の拡大に対する見解

・猟友会代表者を含めた関係団体との意見交換

の場を設けることに対する見解
等について

小野寺 秀委員 (自民) から､

1 アイヌ政策について

・研究・出版助成事業の費用対効果に対する所

見

・電話及びコピーの契約に対する所見

・謝金の支出に対する所見
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・事業計画と謝金との関連

・中間報告書の作成部数等

・事業変更届の有無

・支払いを決定した主体

・変更届の提出がないことへの所見

・2008アイヌ女性シンポジウムの会場使用料に

対する確認結果及び今後の対応

・講師招聘経費支払いの適否

・講師の旅行経路に対する所見

・アドバイザー派遣事業と他用務の関係に対す

る確認結果

・他自治体から支出された謝金の額

・宿泊費及び日当の支出証拠書類に対する所見

・エカシ・フチとエカッタラの集いの事業実績

・札幌支部からの補助金の返還額

・不正があった事業の調査結果に対する所見

・エカシ・フチとエカッタラの集いに参加した

人数内訳

・緊急雇用創出事業費の計画と実績の相違に対

する札幌市への確認時期及び内容

・採取した物件の内容

・札幌市の委託事業と財団の助成事業の関係に

対する札幌市の回答内容

・札幌市に求めた具体的な照会内容

・財団の札幌支部への確認調査及び財団の今後

の対応

・インカルシペ・アイヌ民族文化祭の平成21年

度以降の開催形態

・札幌市の確認及び財団の調査の結果を踏まえ

た今後の対応
等について

冨原 亮委員 (自民) から､

1 AIJ問題について

・AIJに運用を委託した道内 4 基金の加入企業

数及び加入者数並びに資金額の総資産に対す

る割合

・運用の失敗により資産消失した場合の年金へ

の影響

・道内の厚生年金基金における資金運用代行の

状況

・庁内関係部により連絡会議を設けるなど道と

しての対応

2 大震災被災地支援について

・福島の原発事故に係る道の支援状況

・福島県内の放射能除染に対する国の取組

・放射能除染への道としての今後の支援
等について

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 プロスポーツの振興について

・プロスポーツに対するこれまでの支援及び効

果

・プロスポーツ振興への今後の取組

2 エゾシカ対策について

・効果的な捕獲手法の検証及び活用の結果に基

づき国に法改正を働きかけることに対する見

解並びにプロハンター養成に対する所見

・現地シカ・ステーションモデル事業の効果と

道有林における本年度の除雪状況

・捕獲後の残滓処理費用への支援に対する所見

・食肉以外の部位の有効活用に対する所見

3 瓦れき処理について

・震災瓦れきの早期受入れに対する見解

・道として想定している瓦れきの受入数量

・被災地での瓦れきリサイクルの状況

・北海道で受け入れるべき放射線の基準に係る

検討の状況

・災害廃棄物の現地確認の有無

・国と連携した広域処理推進に対する所見
等について

真下 紀子委員 (共産) から､

1 世界自然遺産について

・世界自然遺産の登録基準

・世界自然遺産候補地に対する道の認識

・登録へ向けたの課題の受けとめとこれまでの

取組

・新たな世界自然遺産登録に向けた機構改正の

必要性

・官民を挙げた世界遺産登録運動展開の取組に

対する決意

2 消費者行政等について

・消費者庁及び独立行政法人国民生活センター

の自治体への検査機器貸与の見通し

・貸与を受けられなかった自治体への貸与に向

けた道の取組

・貸与申請している市町村の検査対象

・国が貸与する簡易検査用機器の性能

・食品の放射性物質に対する新たな基準への対

応

3 震災瓦れきについて

・全国の独自基準の策定状況及び国の放射能汚

― 82 ―



染基準の安全性への受けとめ並びに独自基準

の必要性に対する所見

・放射能測定の時期及び公表のあり方

・処理による濃縮の度合い

・埋め立て後の放射能測定や公表及び管理に対

する所見並びに濃度上昇への対応方針

・モニタリング及び浸出水処理の想定期間

・埋め立て地域と隣接自治体との調整に対する

道の役割

・輸送方法及び経路上の安全や自治体の理解並

びに事故時の検査対応に対する所見

・住民理解に向けた北海道ルールの必要性

4 水道事業等について

・水道施設の耐震化の状況及び耐震化計画の策

定状況

・耐震化の優先施設に対する認識及び対策

・早急な漏水対策を求められた水道事業者数及

び進展状況並びに道の取組

・道内市の検針体制及び滞納件数と供給停止件

数並びに比率

・料金の減免制度の運用を広げることに対する

所見

・道内の水道事業における困窮死対策の実施状

況及び取組並びに道との連携に係る今後の指

導方針
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 環境生活部長､ 環境生

活部次長､ 環境局長､ くらし安全局長､ アイヌ政策推進室長､

エゾシカ対策室長､ 総務課長､ アイヌ政策推進室参事､ 環境推

進課長､ 水道担当課長､ 廃棄物対策担当課長､ 施設・知床担当

課長､ 特定生物担当課長､ エゾシカ対策室参事､ 消費者安全課

長及び道民活動文化振興課長から答弁があって､ 総括質疑に保

留された事項を除き､ 環境生活部所管に対する質疑を終結｡

② 教育委員会に対する質疑に入り､

吉田 祐樹委員 (自民) から､

1 包括的な学校改革等について

・事業展開の概要

・今までの取組と新たに試行的に実施する取組

との違い

・若手教員の育成の課題や必要性の認識とそれ

を踏まえた具体的な取組

・校長などの配置の考え方と事業実施に必要な

体制づくりに向けた取組

・成果の普及及び結果の検証や今後の実施規模

などの考え

2 高等学校における推薦入試について

・推薦入試の意義

・全日制普通科に導入した目的

・実施方法と実施校及び合格生徒数並びに倍率

・他都府県での実施状況

・廃止した県のねらいとすべての出願者に学力

検査を課している都府県の傾向

・全日普通科高校のすべての受験生に学力検査

を課すことに対する道教委の見解
等について

市橋 修治委員 (民主) から､

1 校務支援システムの導入について

・市町村の参加状況に対する所見

・新年度に措置される予算の使途

・市町村ごとのランニングコスト

・道立高校のランニングコスト

・個人情報保護条例でうたわれている実施機関

及び小中学校を含めた事故等における責任の

所在

・実際に使用する回線の状況

・情報セキュリティ等の安全性の確保

・成り済まし等による情報漏えいの懸念

・道教委が閲覧・操作できるとの事実関係の有

無

・保護者に説明を行うための手だて

・保護者への説明方法

・個人情報をデータ化するに当たっての保護者

への事前説明や了解の必要性

・有用な情報を的確にデータ化するための方策

・センシティブ情報に抵触するおそれのある情

報のデータ化に対する保護者の事前了解の必

要性

・センシティブ情報の定義及び個人情報を収集

することの是非

・外部専門家を活用しての確認結果と第三者評

価機関による導入の可否を問うことの是非

・多忙化解消に対する考え

・新たに教員が入力業務を負担することに対す

る所見

・先行学校の実績を踏まえた他校への導入

2 特別支援学校の防災対策について

・特別支援学校の耐震化の状況

・障がいに応じた配慮と体制整備の認識

・津波対策の必要な学校数と避難訓練の状況

・｢災害時要援護者支援対策の手引き｣ との整
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合性

・東日本大震災後に検討された人的及び物的な

配置や対策

・防災用品及び避難設備の検討や整備状況

・津波に対する避難訓練実施校数と大震災後の

状況

・避難に当たって地域等との支援体制づくりの

状況と避難訓練等における情報の共有化や訓

練参加に対する考え

・避難場所の明確化に対する対応状況

・｢学校ハザードマップ｣ 作成に対する考え

・小中学校等における ｢学校安全マップ｣ の必

要性及び作成状況

・保護者との連携による日常的な訓練や啓発に

対する所見

・災害時における保護者等の関係者との情報伝

達の状況と今後に向けた考え

3 学校力向上に関する総合実践事業について

・事業の目的及び学校力の意味

・実践指定校の選定方法と学校数や指定期間

・想定される実践指定校の指定期間と所管する

管内

・市町村教委などとの協議や連携の進め方

・推進協議会の役割と構成

・近隣校への波及の内容と加配措置の有無

・近隣校の範囲

・事業実施が学校力向上につながる理論

・｢子どもと向き合う時間の確保｣ というテー

マをこの事業で取り上げる意義

・地域や保護者と協力して地域にふさわしい教

育をつくり上げていくことに対する考え

・学力向上を中心とした事業の弊害に対する考

え

・放課後や長期休業中における取組に対する考

え

・実践校における初任者研修で校外研修を不要

としている理由

・実践校以外も校外研修を不要とする考えに対

する所見

・加配措置の必要性

・教育の機会均等の確保から見た本事業の考え

・教育行政執行方針とのそごの有無

・事業実施により得られる効果の道筋の提示

・今後の事業の展開と北海道全体の学校力の方

向性

等について質疑､ 意見及び要望があり､ 教育長､ 総務政策局長､

学校教育局長､ 施設課長､ 教育政策課長､ 高校教育課長､ 特別

支援教育課長及び学校教育局参事から答弁があって､ 議事進行

の都合により散会｡

〇 3月19日 (月) 開議 午後 1時 4分

散会 午後 5時16分

第 2委員会室

第 2分科委員長

橋本 豊行 (民主)

① 教育委員会所管に対する質疑を続行し､

小松 茂委員 (自民) から､

1 給与の返納について

・給与の返納を求められた教員のうち未納となっ

ている者の理由

・返納期限

・延滞金の発生の有無

・札幌市立も含め道が給与を負担しているすべ

ての公立学校の教職員を対象とした追加調査

の進行状況

・追加調査に関する札幌市教委と道教委との連

携

・未納分に対する取組

2 校外研修について

・今年度の冬休みにおける校外研修の状況

・国旗掲揚､ 国歌斉唱なしで卒業式を行おうと

している学校の卒業式の現状

・制度の趣旨に合致した研修内容の取組

3 職員団体の活動について

・学校備品の目的外使用に対する実態調査の結

果

・公務として職員団体にファクシミリで連絡し

なければならない特別な事情の有無

・調査結果に対する受けとめ

・学校におけるファクシミリの目的外使用防止

のための点検・報告の義務づけに対する見解
等について

平出 陽子委員 (民主) から､

1 教職員の研修旅費などについて

・学校管理運営費と校内教職員研修促進費の支

出可能項目

・予算配分の積算根拠と過去 5年間の推移

・2010年度の配分旅費の返還額及びその処理の

仕方
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・執行残の要因

・学校現場の実情への所見

・校外研修に参加した教職員のうち職専免及び

外勤扱いで参加した人数

・外勤簿や校外研修処理簿の取扱いに係る管理

職の言動と諸帳簿の常備の有無

・外勤簿への教職員の意識及び適切な運用に向

けた対応

・支給要件に満たない研修参加への支出の有無

・公用使用が認められている通勤用の自家用車

の駐車場料金の徴収に対する見解

・他県での駐車場料金の取扱い及び市町村ごと

に取扱いが異なることに対する見解

・校内教職員研修促進費の予算措置状況

・域連携研修費の想定する具体的な事業内容

・教職員の研修旅費に対する見解

2 道立高等学校及び道立中等教育学校における

｢教育上特別な支援を必要としている生徒の状

況及び支援の状況把握｣ 調査について

・調査の目的

・調査の方法

・高校教育課と特別支援教育課との連携

・個人情報保護条例等と調査の妥当性に対する

認識

・チェックリストの主な項目

・本人又は保護者の同意を得ないことに対する

見解

・調査実施前に了解を取るべきとする考えに対

する所見

・調査項目の開始時期

・過去の議会議論を踏まえた小中学校と高等学

校の違い

・調査内容と個人情報との関連に対する認識

・保護者から問い合わせがあった場合の対応

・調査方法の適否及び調査のあり方に対する所

見
等について

小野寺 秀委員 (自民) から､

1 ABC講座について

・今後の再確認の日程及び確認内容

・確認結果の取りまとめの時期

2 アイヌ文化振興財団の副読本について

・学校での活用状況及び道教委の対応

・内容精査をしなかった理由

・精査を不要とした判断の根拠

・学校への活用の働きかけの有無

・働きかけの目的

・記載内容に係る事実関係の適否

・記載内容の誤りに対する所見

・編集委員の構成

・編集委員の構成と精査の必要性に対する所見

・編集委員に職員団体員が含まれることの認知

・北海道教育推進計画と精査の必要性の関連

・道立学校への配付の有無

・聾学校及び盲学校への配付の有無

・今後の道教委としてのかかわり方
等について

包國 嘉介委員 (公明) から､

1 特別支援教育について

・高等養護学校への志願者の状況及びこれまで

の対策

・札幌市における志願者及び札幌市外への進学

者の状況及び今後の見通し並びに課題の認識

・入学者選考のあり方及び制度改正の理由

・課題の解決に向けた札幌市教委との協議の状

況

・札幌市中南部への高等養護学校の早期設置に

対する見解
等について

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 教員の資質向上について

・過去 5年間における病気などによる休職者の

状況

・教職員に対するメンタルヘルス対策の取組

・自覚症状のない職員への対応

・過去 5年間の教職員による児童生徒へのわい

せつ行為やセクハラの処分状況

・不祥事を根絶するための指導方法

・教職員の資質・能力の向上への取組及び今後

の推進方法

2 道立高校の配置計画について

・欠員の取り扱い

・入学者選抜と配置計画の関連に対する見解

・私立高校にも配慮した配置計画とすべきとの

考えに対する見解

・小規模高校における総合学科の充実に対する

見解

・小規模高校に対する基本的な考え方

・小規模校の特色化を支援すべきとする考えに

対する見解
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3 不登校について

・本道における不登校児童生徒数と現状

・原因の把握

・これまでの取組

・精神的不安を抱える子どもたちのメンタルケ

アの充実

4 武道の必修化について

・すべての中学生が武道を学ぶことの意義

・学校における施設設備の整備状況

・授業における指導力の向上

・指導者数と配置状況

・指導者の養成

・武道必修化の今後の進め方
等について

真下 紀子委員 (共産) から､

1 校務支援システムについて

・行政基本条例とのかかわり

・保護者への説明の有無

・個人情報が民間企業に集積することの保護者

への説明の有無

・市町村の参加が広がらない要因

・将来的な状況の変化に伴う市町村負担に対す

る考え

・札幌市が不参加の理由

・導入に当たっての政策決定の過程及び導入見

送りに対する考え

・試験運用に基づくシステムの改善

・導入による混乱の懸念及び効果の把握に対す

る所見

2 原子力に関する教育について

・放射能副読本の各市町村教委の配付希望数

・配付希望の調査方法

・副読本の記載内容に対する認識

・教師用副読本とその指導

・教師用副読本及び高校用副読本の内容に対す

る所見

・記載内容に対する福島第一原発事故を踏まえ

た所見

・副読本作成の委託先の是非及び回収または内

容の補てんに対する所見

・国が委託先を不適切としたことに対する認識

・公正中立な視点で作成されたものでないとす

る考えに対する所見

・副読本の取り扱い

・副読本の配付及び活用の判断

3 特別支援教育について

・2011年度及び2012年度の帯広養護学校におけ

る普通教室の不足数と特別教室の転用状況

・教室転用などによる児童生徒への影響に対す

る考え

・給食時間における食に関する指導の考え

・帯広養護学校における教育環境改善に向けた

今後の取組

・高等養護学校の分校と分教室の違い及び分校

を原則とする考えに対する取組

・生徒増に対応した設置への取組に対する考え

4 武道必修化について

・事故原因と事故予防の安全対策への考え

・安全な指導に向けた取組

・体力差への対応及び女子生徒への指導

・教員不在時の安全指導の必要性及び女子生徒

に対する配慮の必要性

・外部講師に対する講習の実施

・事故に備えた対応及び関係機関との連携並び

に保護者の理解

・導入に当たって学校ごとの柔軟な対応に対す

る道教委の考え
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 教育長､ 総務政策局長､

学校教育局長､ 生涯学習推進局長､ 学校教育局次長､ 新しい高

校づくり推進室長､ 総務課長､ 施設課長､ 教育政策課長､ 服務

担当課長､ 制度担当課長､ 高校教育課長､ 義務教育課長､ 特別

支援教育課長､ 健康・体育課長､ 学校教育局参事､ 文化財担当

課長､ 教育職員局参事､ 給与課長､ 福利課長､ 福利課医療参事

兼健康・体育課医療参事及び新しい高校づくり推進室参事から

答弁があって､ 教育委員会所管に対する質疑を終結｡

第 3 分 科 会

〇 3月12日 (月) 開議 午後 5時43分

散会 午後 5時50分

第10委員会室

第 3分科委員長

八田 盛茂 (自民)

正副委員長の互選

① 分科委員長に八田盛茂委員 (自民)､ 分科副

委員長に北口雄幸委員 (民主) を選出｡

② 付託案件の審査日程､ 質疑の方法､ 理事会の
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設置､ 分科委員の異動等､ 分科委員外委員の発

言の取扱い､ 議席､ 次回委員会の開催予定につ

いて決定｡

③ 理事に道見重信委員 (自民)､ 中山智康委員

(民主)､ 吉井透委員 (公明)､ 織田展嘉委員 (ﾌﾛﾝ

ﾃｨｱ) を選出｡

〇 3月15日 (木) 開議 午前10時 5 分

散会 午後 4時50分

第10委員会室

第 3分科委員長

八田 盛茂 (自民)

① 水産林務部所管に対する質疑に入り､

笠井 龍司委員 (自民) から､

1 陸上養殖について

・本道における海産物を対象としたこれまでの

取組と課題及び今後の展望に対する見解

2 森林・林業の再生について

・森林計画制度の変更による森林の伐採と植林

の基準

・北海道間伐等推進計画の利用目標の達成状況

と公共土木工事における間伐材等の利用状況

及び次期計画の策定の考え

・新たな制度導入によるこの 1年間の本道の間

伐事業における搬出間伐の状況

・不在村森林所有者の路網整備に伴う土地使用

手続に対する考え方

・路網整備に係る新規参入事業者への支援

・地域の実情に応じた路網整備のあり方を検討

することに対する見解

・道産木材の需給の現状と今後の状況

・公共建築物における木材の利用の促進に関す

る方針の策定に向けた考え方

・利用推進の取組

・市町村における地域材利用推進方針の取組状

況及び取組がおくれている市町村への今後の

対応予定

・公共建築物等の木造化や木質化への取組に対

する支援の実績

・木造化推進の課題への対応とこれまでの取組

・建築基準法の制約への対応

・平成25年度以降の公共建築物等に対する木造

化・木質化への支援策

・利用拡大に向けたさまざまな分野での取組状

況

・地域材の利用拡大に対する今後の取組
等について

北 準一委員 (民主) から､

1 資源管理・漁業所得補償対策について

・資源管理計画及び漁場改善計画の取組内容と

策定状況

・漁業共済制度の内容と加入状況

・制度改善に向けた国への要請等の対応

・漁業の体質強化に向けた課題

・漁業経営の強化に対する部長の決意
等について

佐藤 禎洋委員 (自民) から､

1 トド被害対策について

・漁業被害の推移と認識

・捕獲頭数の設定と配分の枠組み

・国の調査と地域が実施する調査の連携

・国に対する補償対策の具体的な働きかけ

2 日本海地域の資源増大について

・石狩湾系ニシンの資源増大に向けた取組状況

と今後の資源増大対策

・道内の藻場づくりの取組状況

・後志管内で地域が主体となって実施している

藻場づくりの具体的な内容及び道の対応

・環境生態系保全対策事業以外の地域の取組内

容

・生産が低迷している日本海地域の資源増大に

対する部長の見解
等について

須田 靖子委員 (民主) から､

1 森林・林業再生について

・間伐の実施状況と間伐材の利用状況

・林業就業者の高齢化の状況及び新規参入者の

現状と確保対策

・通年雇用の現状と取組内容

・最近の林業労働災害の発生状況と安全への取

組

・木材自給率の道の目標値及び国の目標達成に

対する対応

・地域材の利用拡大による経済への波及効果

・近年の製材工場数の推移及び減少に伴う道産

材利用拡大への影響

・｢北の木の家｣ 建築推進業者の認証件数の減

少要因と普及に向けた今後の取組

・道が開発に取り組んだペレットストーブの価
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格と性能の現状

・ペレットストーブやペレットボイラーの導入

状況と今後の取組

・道内の森林・林業再生に向けた道の役割と関

係機関との連携に対する部長の見解
等について

道見 重信委員 (自民) から､

1 木質バイオマスのエネルギー利用について

・北海道における林地未利用材の資源量と木質

バイオマスの利用量

・現行の利用計画の内容と将来の計画

・利用量が伸びないことに対する課題や問題

・現状認識を踏まえた利用促進の取組

・将来の利用量確保に対する見解

・木質バイオマスの利用拡大に向けた取組に対

する部長の見解
等について

段坂 繁美委員 (民主) から､

1 森林・林業・木材産業の施策について

・森林所有者情報の把握に係る関係機関との連

係状況

・フォレスターや森林施業プランナーの人材育

成の現状と今後の取組及び道における必要人

数の認識

・森林整備加速化・林業再生基金事業による間

伐及び路網整備の取組状況とその成果

・延長された基金事業における間伐及び路網整

備の内容と市町村森林整備計画との関連

・雇用確保など地域活性化への効果及び活用の

考え方

・オホーツク地域や胆振地域における道有林の

森林認証取得の考え方

・むかわ町での具体的な取組

・今後の海岸防災林の取組

・道内の市町村が名取市と同様に海岸防災林の

造成を行う場合の道の対応

・今後の森林・林業の再生のあり方
等について

吉井 透委員 (公明) から､

1 漁港の防災機能の強化について

・防災計画の見直しと耐震化の検討スケジュー

ル

・耐震化を進めるための取組

・防災機能の強化に対する考え方

2 トドなどの海獣による漁業被害について

・過去 5カ年の現状と道の認識

・漁法転換を含めたこれまでの対策や検討の経

緯

・ハンター派遣体制の導入の成果と評価及び今

後の実効性の認識

・漁業共済制度の仕組み及び課題となっている

算定方式に対する所見

・資源管理・漁業所得補償対策に対する所見

・海獣による漁業被害の漁業共済制度の適用の

有無

・特別な漁業所得補償制度の必要性と漁業被害

の抜本的な対策
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 水産林務部長､ 水産局

長､ 林務局長､ 森林環境局長､ 水産基盤整備担当局長､ 森林計

画担当局長､ 水産経営課長､ 水産振興課長､ 研究普及担当課長､

漁港漁村課長､ 漁業管理課長､ 林業木材課長､ 木材産業担当課

長､ 林業振興担当課長､ 森林計画課長､ 森林整備課長､ 治山課

長及び道有林課長から答弁があって､ 水産林務部所管に対する

質疑を終結｡

② 農政部所管に対する質疑に入り､

柿木 克弘委員 (自民) から､

1 雪害による農業被害対策について

・被害地の状況を視察した部長の認識

・現時点での被害状況に係る全道調査の結果

・この冬の大雪被害の特徴

・所管振興局からの被害状況の連絡・報告の実

態と春先の営農開始に向けた詳細な情報の報

告状況

・被害を受けるおそれのある具体的な作物

・秋まき小麦の雪腐れ病への迅速・適切な対応

に対する考え方

・圃場の融雪水の排水対策

・ビニールハウスに対する園芸共済対象の把握

状況

・地元自治体やJAの取組状況

・緊急雇用交付金の活用の検討

・道としてのハウスの補修などに必要な資材確

保のための取組

・復旧に必要な資材の確保に対する問題

・国に対する支援要請とこれまでの取組

・道の具体的な支援策
等について

中山 智康委員 (民主) から､

1 食料備蓄基地構想について
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・バックアップ拠点構想における位置づけ及び

策定に当たって国との協議状況

・東日本大震災被災地に対する道内からの農畜

産物の支援実績

・食料供給基地としての備蓄機能に特化した整

備に対する見解

・食料備蓄基地構想に向けた時間軸の設定と部

長の決意
等について

中司 哲雄委員 (自民) から､

1 担い手対策について

・新規参入の実態及び農外就農者数と定着数

・新規就農者が地域に与える効果

・酪農の新規参入後の所得の推移

・新規就農者が大型酪農家を継承する場合のス

タート時の負債総額とその軽減方法

・酪農の経営継承の実態とシェアミルキングの

仕組み

・青年就農給付金の所得制限に対する対応

・新規就農者への支援に対する取組方針

2 マイコプラズマ乳房炎対策について

・道内での発生状況

・保菌検査の方法と検査料の状況

・家畜共済の取扱い

・発生や蔓延に対する支援策と蔓延防止対策に

対する見解
等について

北 準一委員 (民主) から､

1 雪害対策について

・融雪のおくれに対する作付調整や種子の確保

など営農指導の対応

・水稲直播栽培への対応に当たっての考え方

・道としての支援策に対する部長の見解

2 農業基盤整備・土地改良について

・暗渠排水の平成24年度の実施事業量と団体営

で実施される定額助成事業の対応

・道営・団体営事業の円滑な推進に向けた対応

3 農業者戸別所得補償制度について

・制度の評価と他部門も含めた今後の取組

・革新的技術導入経営体調査の評価及び北海道

農業の展望や目標に対する検討資料の確保

4 野菜価格安定事業について

・新たな対象品目の指定とその内容

・第 4期農業・農村振興推進計画の達成に向け

た道産野菜の生産振興の今後の取組

5 就農支援対策について

・青年就農給付金事業の仕組み

・農家子弟の ｢経営開始型｣ における経営継承

の要件に対する考え方

・新規就農者確保の目標と青年就農給付金の活

用を含めた取組
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 農政部長､ 農政部次長､

農業経営局長､ 農政部技監､ 生産技術担当局長､ 農政課長､ 政

策調整担当課長､ 園芸担当課長､ 畜産振興課長､ 畜産衛生担当

課長､ 技術普及課長､ 首席普及指導員､ 農業経営課長､ 農業支

援課長及び農地整備課長から答弁があって､ 議事進行の都合に

より散会｡

〇 3月16日 (金) 開議 午前10時 7 分

散会 午後 4時54分

第10委員会室

第 3分科委員長

八田 盛茂 (自民)

① 農政部所管に対する質疑を続行し､

道見 重信委員 (自民) から､

1 TPP対策などについて

・クリーン農業及び有機農業の将来像と目標値

・農業の体質強化に向けた考え方及び経営規模

の理想像

・規模拡大に対する具体的な施策

・道産農畜産物の輸出拡大の取組

・素材のままの輸出及び海外に対する農業技術

など農業支援に対する考え方

・TPP協定参加について道民合意の判断

・経営拡大の特区構想による国への提案
等について

大谷 亨委員 (自民) から､

1 農業の体質強化策について

・クリーン農業の推進を図るための政策提案

・地球温暖化も踏まえた技術開発

・保冷施設など農産物の生産流通施設の整備

・新規就農者の確保のための農場リース事業の

水田等への活用

・農地集積協力金の交付対象の考え方や大型畑

作経営への労働力確保方策

・農地の基盤整備の予算確保と賃貸地に対する

農地整備の推進

・ 6次産業化の取組に向けたプランナー制度の

充実
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・集落レベルの活動促進と集落再編を含めた総

合的な活性化対策の創設に向けた具体的な対

応

・輪作体系の維持に向けたてん菜の作付の維持

を含めた提案

・農業の生産力の増強を求める提案書と食料備

蓄基地構想とのかかわり
等について

吉井 透委員 (公明) から､

1 大雪による農業被害対策について

・被害状況とその具体的な対策

2 道産農産物等の販路拡大について

・地産地消の意義及び課題と推進するための重

点的な取組

・｢麦チェン｣ を推進する上での課題と今後の

取組

・道産食品に関する認証制度のPRに向けた取組

・原料原産地表示の積極的な取組に対する対応

・農産物の道外への移出状況及び課題と対応

・今後の道産農産物の販路拡大に向けた基本的

な考え方
等について

笠井 龍司委員 (自民) から､

1 農業の技術革新について

・これまでの取組の実績や成果

・次世代農業確立普及推進事業の平成24年度以

降の取組

・地域特性や地域特有の課題を踏まえた上での

今後の取組

・地域農業技術支援会議の積極的な活用

2 エゾシカ肉のブランド形成について

・エゾシカ協会からの道産食品独自認証の照会

に対する検討状況とその課題

・認証基準づくりに向けた研究機関やエゾシカ

協会との連携に対する考え方

・エゾシカ肉の有効活用についての基本認識

・兵庫県の積極的な取組姿勢に対する道の受け

とめ

・地域資源としてのエゾシカ肉のブランド化の

形成推進に対する所見
等について

本間 勲委員 (自民) から､

1 東郷ダムについて

・開発局より提示された対策案の内容

・道を含む地元負担の内容

・維持管理経費の負担軽減策

・対策案に対する道の受けとめと対応
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 農政部長､ 食の安全推

進監､ 食の安全推進局長､ 農業経営局長､ 生産技術担当局長､

食品政策課長､ 農業環境担当課長､ 農産振興課長､ 園芸担当課

長､ 技術普及課長､ 農村設計課長､ 農村計画課長及び国営調整

担当課長から答弁があって､ 総括質疑に保留された事項を除き､

農政部所管に対する質疑を終結｡

② 経済部所管に対する質疑に入り､

柿木 克弘委員 (自民) から､

1 電力の需給状況について

・昨年11月に示された今冬の電力需給の見通し

と実績に差が生じた理由

・伊達発電所 2号機以外の火力発電所の点検整

備の状況

・平成24年度の電力供給計画策定の見通し及び

ことしの 7月と 9月の電力需給の見通し

・供給力不足の見通しに対して北電が予定して

いた対応

・道民への節電の呼びかけとエネルギー情報の

提供の必要性に対する見解

・北電の需給見通しの信頼性を高め納得を得ら

れるようにするための道の取組方法

2 エネルギー政策について

・省エネ・新エネ促進計画素案における電力の

電源構成の考え方及びその課題などへの取組

時期と方法

・エネルギーの地産地消を進めていくための課

題及びその課題解決のための取組方法

・省エネの促進と新エネの開発・導入に伴う道

民と企業の負担などを判断する材料の提供に

対する考え方

・計画素案で北電の役割を明らかにし具体的行

動を求めることに対しての見解

・電力など社会・経済活動を支えるエネルギー

政策の道の方向性を示す条例制定に対する見

解
等について

中山 智康委員 (民主) から､

1 北海道フード・コンプレックス国際戦略総合

特区について

・北海道全体における 3拠点の特区指定の意義

・これまでの食産業への具体的な取組と成果

・今回の特区指定による道の食産業の推進及び
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食産業立国の確立に向けた位置づけ

・北海道食産業総合振興機構の位置づけと役割

及び 3拠点における振興局等の活用に対する

所見

・拠点ごとの地元自治体・経済界の役割と連携

に対する考え方

・ 4事業ごとの目標達成方法

・企業立地に向けたターゲット及び平成24年度

の誘致企業の目標値とその取組

・目標値設定の有無

・特区申請時の目標に向けた事業の実施

・特区の目指すべき姿の実現のための道の役割

及び機構との役割分担

2 地域商業の活性化について

・衰退の要因に対する認識

・事業実施団体を10団体程度に想定した考え方

及び選定に当たっての考え方

・地域の取組の適切な評価により取り進めるべ

きとの考えに対する道の見解

・地域全体を巻き込んだ取組に対する見解

・地域における商業活動の問題に対する意気込

み

3 観光振興について

・長期滞在型観光促進事業のスケジュール

・モニターの受け入れ時期が繁忙期を重点とし

ている理由

・事業規模の根拠

・モニター事業の募集方法と目的及びねらい

・過去の同様な事業に対する検証結果

・広域観光促進地域支援事業を観光振興機構を

通じて行う理由

・観光地づくりを地域の実情に合わせて取り組

む必要があるとの考えに対する見解
等について

中司 哲雄委員 (自民) から､

1 食産業の活性化について

・農水産物の最近 5カ年の輸出実績

・食品への付加価値に対する他県と比較した最

近の実態

・付加価値率が低い理由及び付加価値向上に向

けた方法

・北海道フード・コンプレックス国際戦略総合

特区と食クラスターとの関連及び北海道大学

北キャンパスのリサーチ＆ビジネスパークと

の関連

・東アジア巨大市場への進出に向けた物産の送

り出しなどの対応

・原料の価格差などさまざまなコストへの対応

・海外販路拡大のための製品開発等に対する支

援策

・食品加工業や試験研究機関などの誘致を進め

るための支援策

・食関連産業の活性化を推進するための今後の

施策

・バックアップ拠点構想などへの結びつけ
等について

北口 雄幸委員 (民主) から､

1 エネルギー政策について

・｢第Ⅱ期省エネ・新エネ促進行動計画｣ の策

定がおくれた要因

・震災以前における ｢第Ⅱ期計画｣ の策定状況

及び目指すべき姿と目標数値

・新エネルギー以外の具体的なエネルギー源の

想定

・｢第Ⅱ期計画｣ の計画期間を平成24年度から

平成33年度までの10年間とすべきとの考えに

対する見解

・計画期間に対する部長の見解

・再生可能エネルギーの普及拡大のため導入目

標を明らかにし具体的普及拡大を進めるべき

との考えに対する見解

・再生可能エネルギー発電施設の立地促進に向

けた今後の誘致活動の取組に対する見解

・新エネルギー賦存量推計ソフトの作成進捗状

況と市町村への説明などの現状

・市町村に対する新エネルギー賦存量推計ソフ

トを活用した再生可能エネルギーの普及拡大

に向けた取組計画の策定を求めるべきとの考

えに対する見解

2 雇用対策について

・ふるさと雇用再生特別対策推進事業及び緊急

雇用創出推進事業の進捗状況と成果等

・雇用交付金事業による常雇用の改善効果と今

後の常雇用拡大に向けた取組

・ふるさと雇用再生特別対策推進事業終了後の

正規職員化に向けた取組

・会社等への働きかけの方法

・振興局単位の雇用創出数

・地方に配慮した配分とすべきとの考えに対す

る見解
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・制度融資の活用状況

・制度融資貸付枠の拡大による雇用確保の見通

し

・地方の雇用環境の把握と今後の雇用確保に向

けた所見
等について

佐藤 禎洋委員 (自民) から､

1 石狩湾新港地域の工業用水について

・地下水利用組合設立の経緯と道のかかわり

・石狩西部広域水道企業団からの上水道供給開

始後の地下水のくみ上げ

・地下水利用組合からの要望に対する道の受け

とめ

・上水道へ転換後の地下水利用組合員企業への

対応

・小樽市・石狩市の水道事業に対するこれまで

の経緯と道の対応

2 ロシア極東地域との経済交流について

・サハリン州で開催した北海道フェアの事業内

容と成果

・ウラジオストクで開催した商談会の事業内容

と成果

・事業に参加した企業への継続的な情報提供や

一定期間のフォローに対する認識

・ロシアのWTO加盟に対する認識

・国・地方公共団体・企業との情報共有や連携

に対する所見

・今後のロシアとの経済交流を進めるための具

体的な取組
等について

北 準一委員 (民主) から､

1 フード特区､ 食クラスター等について

・農水産物と食品の輸出入の状況

・輸出拡大に向け特区の優遇措置を活用するた

めの具体的な対応及びその効果

・品質保持や安全性の確保のための検疫の重要

性に対する考え方

・道内各地での 6次産業化の現状

・生産者等が主体の農産加工施設数及び水産部

門数

・食クラスター活動を推進するコーディネーター

やアドバイザーの機能評価

・各地域のコーディネーターの人数

・食の総合産業化に向けた基盤拡大への取組

・フード特区や食クラスター連携協議体などの

取組を食産業の発展に生かすための考え方
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 経済部長､ 経済部観光

振興監､ 観光局長､ 経営支援局長､ 産業振興局長､ 労働局長､

国際経済室長､ 食関連産業室長､ 環境・エネルギー室長､ 観光

局参事､ 中小企業課長､ 金融担当課長､ 国際経済室参事､ 立地

担当課長､ 苫東・石狩担当課長､ 食関連産業室参事､ 環境・エ

ネルギー室参事及び雇用労政課長から答弁があって､ 議事進行

の都合により散会｡

〇 3月19日 (月) 開議 午後 1時 4分

散会 午後 4時 9分

第10委員会室

第 3分科委員長

八田 盛茂 (自民)

① 経済部所管に対する質疑を続行し､

道見 重信委員 (自民) から､

1 観光振興について

・来年度の観光入り込み客数の見通し及び平成

24年度観光予算のポイント

・観光客入り込み数の目標数値

・北海道観光振興機構においてプロパー職員を

育てるべきとの考えに対する認識

・体制強化に対する考え方

・誘客増に向けた今後の海外戦略と海外拠点づ

くりに対する見解

・ソウルとユジノサハリンスクの拠点の状況

・他の海外拠点拡大に積極的ではないとの考え

に対する認識

・地域観光への支援に対する認識

・電気自動車の普及状況と今後の取組
等について

森 成之委員 (公明) から､

1 本道経済の活性化について

・人口減少社会における経済の 2極化への対応

・地域経済活性化のための具体的取組

・多様な事業者の起業・創業に対する所見

・地元自治体などと連携した企業誘致の取り進

め方

・地域における環境産業の創出・育成に向けた

取組

2 東北地域との連携強化について

・復旧・復興に係るこれまでの取組状況

・東北地域などの企業と道内企業間の受注支援

事業や被災地などからの企業移転に対する支
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援の具体的な成果

・東北地域とものづくりなどの連携強化に向け

た今後の取組

3 再生可能エネルギーについて

・新エネルギーの導入を加速するための具体的

な取組に対する所見

・地域におけるエネルギーの地産地消の取組が

地域経済や雇用に与える効果

・取組の加速に向けた展開に対する所見

・全道的な小規模水力発電所の導入促進状況及

び道有施設への導入に対する具体的な取組内

容

・空知・釧路地域で産出される石炭の有効活用

に向けた具体的な取組

・メガソーラ発電施設の積極的な誘致に対する

取組への所見

・再生可能エネルギーの積極的な地方への誘致

に対する支援
等について

笠井 龍司委員 (自民) から､

1 中小企業対策について

・道内中小企業の事業継続に対する認識

・アンケート調査の対象や調査内容

・調査結果から見える課題及び道の対応策

・今後の取組

2 エゾシカ製品の販路拡大について

・平成23年度の経済部の取組

・試食評価会や展示商談会などに参加した企業

に対するフォロー

・エゾシカ協会の推奨マーク取得企業への支援

に対する考え方

・エゾシカ製品の製造企業をふやす必要性に対

する認識

・研究開発等の推進・支援に対する考え

・ブランド化に向けた取組の強化に対する認識

・エゾシカ製品の販路拡大への部長の決意
等について

須田 靖子委員 (民主) から､

1 雇用対策について

・貧困率と非正規労働者や失業者の道内の状況

・非正規労働者の正社員化が進まない理由

・貧困者に係る失業者や非正規労働者に対する

対応の考え方

・ファミリーサポートセンターと緊急サポート

ネットワークの利用状況

・地域子育てあんしん職場づくり促進事業に係

る企業による子育て支援づくりの取組内容

・事業の目的と目指す職場の姿及び事業終了後

の展開

・仕事と家庭の両立に向けたこれまでの取組と

今後の取組

・地域若年者雇用奨励事業の制度概要と実績

・本年度の事業分析と評価

・今年度の実施事業を踏まえた来年度の取組及

び来年度の要望件数

・中高年の雇用を支援するための今後の取組

・ふるさと緊急雇用創出事業の推進状況と評価

・新規採用者のうち正社員が少ないことに対し

ての検証方法

・道独自の事業内容の見直しの必要性

・ジョブ・カード制度の道内での利用状況と今

後の普及方法

・企業の労働基準法などの遵守に対する道の取

組及び労働教育の義務化の必要性に対する見

解

・雇用の確保と労働条件の改善の取組により道

内経済の再生を実現するという考えに対する

見解
等について

織田 展嘉委員 (ﾌﾛﾝﾃｨｱ) から､

1 観光振興のあり方について

・国内外からの観光客の動向や観光地の状況な

ど本道観光の回復状況

・観光ルートに対する認識

・格安航空会社LCCの就航による外国人観光客

誘致への効果

・今後の観光客誘致に向けての対応

・アジアから訪れる観光客のリピーターの状況

・今後の誘致活動における外国人リピーター対

策

・北海道ミシュラン・ガイドの販売に対する見

解

・冬の観光誘致に対する今後の取組

・自然と共存する観光振興への見解

・北海道観光のくにづくり行動計画の目標実現

に向けた国との連携に対する考え方

・地域経済の活性化にとって重要な観光振興施

策を進めていくための今後の取組と決意
等について

千葉 英守委員 (自民) から､
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1 温泉振興策について

・道としての温泉地観光についての認識

・外国語による温泉地情報の発信

・温泉観光地における街並みの整備に対する支

援と外国語表示化の状況､

・温泉地観光振興を図る上での道としての積極

的な支援についての見解

・温泉地における具体的な観光プロモーション

の実現性

・人材育成の状況と温泉観光地の推進に対する

道としての決意
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 経済部長､ 経済部観光

振興監､ 経済部次長､ 観光局長､ 経営支援局長､ 労働局長､ 緊

急産業対策室長､ 国際観光担当局長､ 食関連産業室長､ 環境・

エネルギー室長､ 企画調整担当課長､ 緊急産業対策室参事､ 観

光局参事､ 金融担当課長､ 経営支援担当課長､ 立地担当課長､

食関連産業室参事､ 環境・エネルギー室参事､ 雇用労政課長､

緊急雇用担当課長､ 就業支援担当課長及び職業訓練担当課長か

ら答弁があって､ 総括質疑に保留された事項を除き､ 経済部所

管に対する質疑を終結｡

予算特別委員会

〇 3月21日 (水) 開議 午前10時 7 分

散会 午後 6時 5分

第 1委員会室

委員長 遠藤 連 (自民)

① 各分科委員長から､ それぞれ分科会における

審査の経過について報告｡

② 各分科会において保留された事項について､

知事に対する総括質疑に入り､

柿木 克弘委員 (自民) から､

1 震災瓦れきの処理について

・震災瓦れきの受入れに向けた取組と今後の対

応の考え方

・国からの協力要請文書に対する知事の見解

・道独自の受入基準設定の考えに対する見解

・震災瓦れきの受入れに向けた組織体制の強化

に対する所見

・受入処理の時期

2 大震災被災地支援について

・福島県における放射能除洗染への対応に対す

る見解

3 雪害による農業被害対策について

・国への財政支援要請の必要性に対する所見

・被害農家の負担を最小限に止めるための具体

的な資金対策

・ビニールハウス等の施設被害への手厚い支援

対策の必要性に対する見解

4 HACについて

・HACからの支援要請に対する対応

・JALへの支援要請に対する見解

・第三者の専門家による検証などに向けた全庁

的な組織の設置に対する見解

・第三者専門機関への委託によるHACの現状把

握と再生計画策定の考えに対する見解

・第三者専門機関の委託に向けた出資者への対

応に対する所見

・経営委員会構成の考え方

・経営検討委員会の設置時期と検討期間

・昨年と同様の欠航となった場合における資金

不足への対応の考え方
等について

中山 智康委員 (民主) から､

1 航空ネットワークについて

・HACの経営悪化や混乱による経営責任及びHAC

の経営体制の整備の考え方

・平成24年度の事業計画の評価方法

・外部の専門家を中心とした経営検討委員会と

する考えに対する所見

・HACへの貸付金の猶予及び平成24年度のさら

なる資金､ 人員等の支援の必要性に対する知

事の所見

2 瓦れき処理について

・震災瓦れきの受け入れに向けた市町村や関係

団体の考え方の取りまとめ方及び市町村・住

民・関係団体への対応等の取組

・震災瓦れきの受入れに向けた岩手県､ 宮城県

との具体的な協議及び道の主体的な姿勢への

考えに対する所見

・今後の震災瓦れき処理に向けた取組の進め方

及び道の責任に対する所見

3 北海道フード・コンプレックス国際戦略総合

特区について

・北海道食産業総合振興機構と道の役割

・目標達成のための工程表策定に対する認識
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等について

石塚 正寛委員 (自民) から､

1 道職員の採用について

・平成24年度以降の採用予定数の考え方

・採用予定数の大幅増を踏まえた採用試験の具

体的な見直し内容

2 原発問題とエネルギー政策について

・泊 1号機､ 2 号機の再稼働に向けた道の考え

方を整理するための手続方針に対する見解

・再稼働に向けた地元理解の範囲拡大の意見に

対する対応の考え方

・福島原発事故と生活のあり方にかかる認識

・エネルギー政策に関する道の方向性を示す条

例を定める考えに対する見解
等について

福� 賢孝委員 (民主) から､

1 原子力発電と地域防災について

・原子力防災訓練における避難住民の受入先自

治体との連携及び今後の防災訓練実施の考え

方

・大間原発の無期限凍結に向けたメッセージ発

信の考えに対する所見

2 エネルギー政策について

・再生可能エネルギーの普及拡大に向けた取組

基準

3 雇用対策について

・本道の厳しい雇用環境を踏まえた正規雇用に

向けた具体的な取組に対する所見

4 雪害対策について

・今冬の大雪による農業施設の被害状況に対す

る認識及び道の財政的支援と国への支援要請

に対する見解

・豪雪による農作業の遅れ等への対応

5 道の重点政策等について

・｢経済社会情勢の大きな変化｣ を踏まえた総

合計画の見直しの考えに対する見解

・道の ｢重点政策｣ の機能に対する見解

6 行財政運営について

・｢財政健全化団体｣ 入り回避に向けた決意
等について

包國 嘉介委員 (公明) から､

1 原子力安全対策について

・東日本大震災を教訓とした道独自の原子力安

全対策の取組に対する所見

2 大雪による農業被害対策について

・具体的な対策の時期と内容に対する所見

・営農施設等の被害対策への取組に向けた緊急

雇用交付金の活用に対する所見

・被災市町村への特別交付税措置に対する所見

・災害に強い農業づくりについての所見

3 本道の航空ネットワークについて

・多額の赤字を抱える道管理空港の現状に対す

る考え方と赤字解消対策の実施状況

・HACの搭乗率向上対策に対する所見

・丘珠空港の活性化に向けた道立施設などの丘

珠周辺地域への移転に対する所見
等について

鳥越 良孝委員 (大地) から､

1 HACについて

・危機的な経営状況を知った時期及びこの状況

に対する知事の責任

・経営状況の把握状況

・HAC役員の経営責任に対する見解

・HAC役員への副知事を派遣している任命責任

・HACの検討にかかる庁内体制の考え方

・安定運航に向けた機材の投入の考え方

・今後の支援の考え方

2 瓦れき処理について

・宮崎県の瓦れき受け入れに対する見解

・道内自治体における受入量と道としての受入

量
等について

真下 紀子委員 (共産) から､

1 サンルダムの建設見直しについて

・検討の場のあり方に対する考え方

・検討の場の内容

・試験魚道の調査結果報告の検証に対する所見

・パブリックコメントでの同一発信元の類似文

章に対する所見

・今後のサンルダムに対するパブリックコメン

トの公平性の確保に向けた考え方

2 HAC問題について

・安全・安定的な運航を実現するための道の説

明責任

3 震災瓦れきについて

・震災瓦れき処理に向けた処理基準とルールの

設定の考えに対する見解
等について質疑､ 意見及び要望があり､ 知事から答弁があって､

総括質疑を終結｡

③ 付託議案に対する意見調整は､ 理事会で行う
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ことを決定｡

④ 理事会において付託議案に対する意見調整の

結果､ 議案第 1号､ 第 3号､ 第 5号､ 第 6号､

第10号､ 第12号､ 第13号､ 第15号ないし第17号､

第24号､ 第25号､ 第82号及び第85号については､

意見の一致をみるに至らなかった旨の報告の後､

田村龍治委員 (民主) ほか 2人から､ 議案第 1

号については､ これを撤回し､ 組み替えの上､

再提出を求める動議が提出され､ 橋本豊行委員

(民主) から提出者の説明の後､ 討論に入り､

真下紀子委員 (共産) から反対討論があって討

論終結｡ 動議の採決に入り､ 起立採決の結果､

起立少数をもって動議を否決することに決定｡

次に議案第 1号を問題とし､ 採決に入り､ 起

立採決の結果､ 起立多数をもって原案のとおり

可決することに決定｡

次に議案第 3号､ 第 5号､ 第 6号､ 第10号､

第12号､ 第13号､ 第15号ないし第17号､ 第24号､

第25号､ 第82号及び第85号を問題とし､ 採決に

入り､ 起立採決の結果､ 起立多数をもって原案

のとおり可決することを決定｡

次に議案第 2号ないし第 4号､ 第 7号ないし

第 9号､ 第11号､ 第14号､ 第23号､ 第84号及び

第102号を問題とし､ 原案のとおり可決するこ

とを諮り､ いずれも異議なく決定｡

⑤ 大崎誠子委員 (自民) から､ 配付の附帯意見

を委員長報告に挿入されたい旨の動議があり､

これを諮って動議成立｡ 本動議を直ちに議題と

し討論に入り､ 真下紀子委員 (共産) から反対

討論があって討論終結｡ 採決に入り､ 起立採決

の結果､ 起立多数をもって動議を可決すること

に決定｡

⑥ 付託議案に対する委員長報告については､ 委

員長に一任することを決定｡

⑦ 委員長から､ 付託案件に対する審査の終了に

当たり､ あいさつがあって閉会｡

附 帯 意 見

1 . 泊原子力発電所 1号機､ 2 号機のストレス

テスト評価結果に関する政府による安全性確

認については､ 国から責任ある説明を求める

とともに､ その内容について専門的な意見に

基づき確認をすべきである｡

また､ 再稼働に当たっては､ 国に求めてい

る､ 二つの疑問点や耐震安全性､ ストレステ

ストの評価結果などに関する説明を踏まえ､

専門的な意見を聞いた上で､ 道としての考え

方を整理するべきである｡

1 . 道のエネルギー政策については､ 東日本大

震災や福島原発事故を踏まえ､ 電力電源を含

めた幅広いエネルギー源を考慮した基本的な

考え方や方向性を定めることが必要であるこ

とから､ 総合的なエネルギー政策に係る条例

についての検討を着実に進めるべきである｡

1 . 道は､ HACの事業運営に関し､ HACみずから

の増収策や経費節減など､ 徹底した経営努力

や､ 経営状況に関する情報公開を強く求める

とともに､ 会社のあり方や､ 経営改善に向け

た改革案の検討に速やかに取り組むべきであ

る｡

1 . 震災瓦れきの受け入れに関し､ 国から示さ

れた広域処理の支援策は､ 具体的な経費や財

源など､ 全体の枠組みが明らかになっていな

いことから､ 道は､ 適切な支援策となるよう､

早急に国と具体的な協議を行うべきである｡

また､ 地域住民の安全､ 安心が確保できる

よう､ 市町村の実情や施設の状況を踏まえ､

市町村との緊密な連携のもと､ 一日も早い受

け入れの促進を図るべきである｡
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資 料

第 1回定例会において議決を経た条例の公布調
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件 名 議決年月日 公布年月日 公布番号

北海道高等学校生徒修学等支援基金条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 1号

北海道グリーンニューディール基金条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 2号

北海道子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基
金条例の一部を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 3号

北海道介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 4号

北海道障害者自立支援対策臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 5号

北海道妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条
例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 6号

北海道森林整備地域活動支援基金条例の一部を改正す
る条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 7号

北海道森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改
正する条例案

H24. 2.23 H24. 3. 2 北海道条例第 8号

北海道水資源の保全に関する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第 9号

北海道がん対策推進条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第10号

北海道障害児通所給付費等不服審査会の設置等に関す
る条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第11号

北海道地域商業の活性化に関する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第12号

北海道教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び
執行の特例に関する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第13号

北海道知事等の給与等に関する条例等の一部を改正す
る条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第14号

北海道職員の給与に関する条例等の一部を改正する条
例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第15号

北海道職員等の定数に関する条例の一部を改正する条
例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第16号
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件 名 議決年月日 公布年月日 公布番号

北海道税条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第17号

北海道立北方四島交流センター条例の一部を改正する
条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第18号

北海道環境生活部手数料条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第19号

北海道環境生活部の事務処理の特例に関する条例の一
部を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第20号

北海道浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部
を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第21号

北海道自然環境等保全条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第22号

北海道立開拓記念館条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第23号

北海道立オホーツク流氷科学センター条例の一部を改
正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第24号

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例
案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第25号

北海道保健福祉部手数料条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第26号

北海道准看護師試験委員条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第27号

北海道立衛生学院条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第28号

北海道立看護学院条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第29号

北海道病院事業条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第30号

北海道立衛生研究所条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第31号

北海道社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一
部を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第32号

北海道介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する
条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第33号

北海道介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第34号

北海道立児童福祉施設条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第35号

北海道地方障害者施策推進協議会条例の一部を改正す
る条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第36号
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件 名 議決年月日 公布年月日 公布番号

北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい
者及び障がい児が暮らしやすい地域づくりの推進に関
する条例の一部を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第37号

北海道認定こども園の認定の基準に関する条例の一部
を改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第38号

北海道計量検定所条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第39号

北海道立工業技術センター条例の一部を改正する条例
案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第40号

北海道立地域食品加工技術センター条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第41号

北海道立高等技術専門学院条例の一部を改正する条例
案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第42号

北海道立職業能力開発支援センター条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第43号

北海道農政部手数料条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第44号

北海道家畜保健衛生所条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第45号

北海道立農業大学校条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第46号

北海道立漁業研修所条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第47号

北海道漁港管理条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第48号

北海道漁港土砂採取料等徴収条例の一部を改正する条
例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第49号

北海道立道民の森条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第50号

北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第51号

北海道建設部の事務処理の特例に関する条例の一部を
改正する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第52号

北海道道路占用料徴収条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第53号

河川法施行条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第54号

北海道沿岸水域の工事取締条例の一部を改正する条例
案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第55号

砂防法施行条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第56号
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件 名 議決年月日 公布年月日 公布番号

北海道海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第57号

北海道屋外広告物条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第58号

風致地区内建築等規制条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第59号

北海道立都市公園条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第60号

北海道公共下水道条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第61号

北海道営住宅条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第62号

北海道立道民活動センター条例の一部を改正する条例
案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第63号

北海道立学校条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第64号

北海道立図書館協議会条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第65号

北海道立青年の家条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第66号

北海道立少年自然の家条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第67号

北海道立博物館条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第68号

北海道教育委員会の事務処理の特例に関する条例の一
部を改正する条例案

H24. 2.23 H23. 3.30 北海道条例第69号

北海道立美術館条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第70号

北海道立美術館協議会条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第71号

北海道立体育センター条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第72号

北海道学校職員の給与に関する条例の一部を改正する
条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第73号

北海道公安委員会手数料条例の一部を改正する条例案 H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第74号

北海道地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第75号

北海道地方警察職員の給与に関する条例の一部を改正
する条例案

H24. 2.23 H24. 3.30 北海道条例第76号



1 月の出来事

5 日 ○ロンドン外国為替市場でユーロが一時､

2000年12月以来約11年ぶりの安値となる

1ユーロ98円46銭まで売られた｡

5 日 ○米国防総省は､ 陸軍など地上戦力を大幅

に縮小する一方､ ｢中国は米国の安全保

障を脅かす可能性がある｣ と明記された

新たな国防戦略を発表した｡

6 日 ○政府・与党は､ 消費税を2014年 4 月に 8

％､ 2015年に10％へ引き上げることを柱

とする､ 社会保障と税の一体改革大綱素

案を正式決定した｡

13日 ○野田首相は､ 問責決議を受けた一川保夫

防衛省､ 山岡賢次国家公安委員長らを退

任させ､ 岡田克也民主党前幹事長を副総

理兼社会保障と税の一体改革担当相とし､

消費税増税に向けた野田改造内閣を発足

した｡

16日 ○空知管内の岩見沢市を中心に記録的な大

雪となり､ 除雪は限界を超え､ 鉄道､ 都

市間高速バス､ 路線バスなどの都市機能

がまひ状態となった｡ また､ 空知管内で

は､ 農業用ビニールハウスの倒壊などの

被害も出た｡

17日 ○政府は､ これまで原発の寿命に関する規

定がなかった原発の運転期間を40年に制

限するのに伴い､ 例外的に認める運転延

長を ｢20年を超えない期間｣ とし､ 1 回

に限定する新たな規制方針を発表した｡

18日 ○政府が環太平洋連携協定 (TPP) の交渉

参加に向けて関係国と事前協議に入った

ことを受けて､ 道は､ 道内22団体で構成

する連絡会議を設立した｡ TPP参加によ

る影響に関する情報を共有し､ 必要な対

策を国に求める｡

18日 ○大学入試センター試験の ｢地理歴史｣

｢公民｣ の問題配布をめぐる混乱が相次

いだ問題で､ 同センター (東京) は､ 影

響を受けた受験生は123会場7515人に上

ることがわかったと発表した｡ このうち､

道内は､ 配布ミスによる再試験の対象者

は276人で､ 北大の再試験対象者は､ 全

国最多の200人となった｡

18日 ○プロ野球北海道日本ハムのダルビッシュ

有投手 (25) が､ 18日 (日本時間19日)､

米大リーグのレンジャーズと 6年契約で

合意した｡ ポスティング制度による移籍

契約では最高額の約46億円｡

25日 ○財務省が発表した2011年の貿易統計によ

ると､ 輸出から輸入を差し引いた貿易収

支が2兆4927億円のマイナスで､ 暦年ベー

スで赤字を記録するのは､ 第二次石油危

機の影響を受けた1980年以来31年ぶりと

なった｡

26日 ○藤村修官房長官は､ 記者会見で､ 選挙権

の年齢を現行の20歳以上から18歳以上へ

引き下げる公職選挙法を視野に､ 各府省

事務次官らで構成する ｢年齢条項見直し

に関する検討委員会｣ において議論を来

月から始める意向を示した｡

27日 ○政府は､ 東日本大震災に関連する10会議

で議事録が未作成との調査結果を公表し

た｡ そのうち､ 3 会議の議事録概要も未

作成だった｡

28日 ○玄葉光一郎外相とロシアのラブロフ外相

が東京都内で会談した｡ 会談では､ 北方

領土問題は棚上げせず静かな環境で議論

を続けることで一致｡ また､ 北方四島で

の日ロ共同経済活動はロシアの法律の下

で可能との認識を示すと同時に､ 日本の

法的立場にも配慮する意向を表明した｡

31日 ○東日本大震災を教訓に津波警報の改善策

を協議していた気象庁の検討会が､ 最終

案をまとめた｡ 提言によると､ M 8 超の

巨大地震では､ 第 1報で津波の高さ予想

を出さずに ｢巨大｣ などと表現する内容｡
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2 月の出来事

1 日 ○北方領土周辺で行う安全操業中にカニな

どを混獲したとして､ 道海面漁業調整規

則違反の疑いで､ 根室海保に､ 根室市落

石漁協のタコ空釣り縄漁船の船長ら 4人

が逮捕され､ 釧路簡裁から､ 罰金10万円

の略式命令を受けていたことが分かった｡

日本の捜査機関が安全操業中における混

獲の違反を摘発したのは初めて｡

7 日 ○北方領土返還要求全国大会が東京都内で

開かれた｡ 野田首相は､ ロシアとの領土

返還交渉に向け､ 与野党一丸となって取

り組む必要性を強調した｡ 大会には､ 元

島民のほか､ 国会議員や全国の返還運動

関係者ら約1500人が出席した｡

7 日 ○岡山県倉敷市のJX日鉱日石エネルギー水

島精油所で､ 建設工事中だった海底トン

ネルの内部に海水が流れ込み､ 作業をし

ていた建設会社の作業員 5人が行方不明

となった｡

8 日 ○日本の環太平洋連携協定 (TPP) 交渉参

加に向けた日米協議が米通商代表部 (US

RTR) で行われた｡ 日本側は､ コメなど

センシティブ品目に配慮しつつ､ 全品目

を自由化交渉の対象とする考えを表明｡

米国側は､ 日本市場開放を求める声が強

いことを示した｡

10日 ○東日本大震災からの被災自治体の司令塔

となる ｢復興庁｣ が発足し､ 集落の高台

移転や瓦れきの広域処理などの課題に取

り組む｡ 設置期間は2021年 3 月までの10

年間｡

10日 ○北海道エアーシステム (HAC) が､ 2012

年の 3月期決算で約 5億円の経常赤字に

陥る見通しとなったことが分かった｡ 昨

年 6月の重大インシデントを受け､ 8 月

に事業計画を下方修正したが､ 搭乗率の

低迷で､ 見直し後の計画も達成できない

見通しとなった｡

13日 ○福島第一原発事故後初めて､ 北電泊原発

の事故を想定した道原子力防災訓練が後

志管内共和町などで行われ､ 全国初とな

る､ ｢オフサイトセンター｣ の機能を移

転する訓練が柱で､ 後志総合振興局への

移転の手順､ 連絡体制を確認した｡

16日 ○東京地検特捜部は､ オリンパスの損失隠

しで､ 資産を 1千億円以上多く見せかけ

る粉飾決算をしたとして､ 金融商品取引

法 (旧証券取引法) 違反 (有価証券報告

書の虚偽記載容疑で､ 前会長と前常勤監

査役､ 前副社長の 3人を逮捕した｡

16日 ○胆振管内安平町のJR石勝線東追分駅構内

で､ 釧路発の貨物列車 (16両編成) が､

本線から外れて待避用の安全側線に乗り

上げ､ 機関車と貨物車両の計 5両が脱線

し､ トンネル状シェルターの壁を突き破っ

て停車した｡ けが人はいなかった｡

18日 ○天皇陛下は､ 東大病院 (東京都文京区)

で､ 心臓の冠動脈バイパス手術を受けた｡

手術は､ 心臓バイパス手術で高い実績が

ある順天堂大の天野篤教授が中心となっ

て執刀し､ 3 時間56分で無事終了した｡

20日 ○1999年の山口県光市母子殺人事件で殺人

や強姦致死などの罪に問われた大月被告

の上告審判決で､ 最高裁は､ 被告の上告

を棄却した｡ 最高裁が把握する1966年以

降の少年事件としては､ 犯行時年齢が最

年少での死刑確定となる｡

20日 ○財務省が発表した 1月の貿易統計による

と､ 貿易収支は過去最大の 1兆4750億円

の赤字となり､ 赤字幅は､ 月ベースで初

めて 1兆円を超え､ 1979年以降過去最大

を記録した｡

22日 ○与野党は､ 幹事長会談で､ 昨年 3月の最

高裁判決で ｢違憲状態｣ とされた衆院小

選挙区の 1票の格差是正などの衆院選挙

制度改革をめぐり合意できなかった｡ 区

割り改定案の勧告期限の25日を過ぎた後
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は ｢違法状態｣ となった｡

24日 ○証券取引党監査委員会の検査で､ 企業年

金運用会社のAIJ投資顧問が企業から運

用を委託している約2100億円の年金資金

の大半を消失していることが分かり､ 金

融庁は､ 投資家保護のため､ AIJに対し､

異例の業務停止命令を出した｡

27日 ○民間の有識者でつくる ｢福島原発事故独

立検証委員会｣ は､ 東京電力福島第一原

発事故について報告書をまとめ､ 当時の

菅直人首相ら首相官邸サイドが東電や原

子力安全委員会､ 経済産業省原子力安全・

保安院への不信を強め､ 独自に情報を収

集して対策を指示し､ 不信と介入のスパ

イラルに陥る様子を浮き彫りにした｡

28日 ○経済産業省原子力安全・保安院は､ 北海

道電力泊原発の耐震安全評価で､ 海底活

断層の連動のほか､ 黒松内低地断層帯な

ども影響を否定できないとして､ 評価に

加えるよう､ 北電に指示する方針を決め

た｡

29日 ○北海道エアシステム (HAC) の西村社長

は､ 道庁で武田建設部長と会談し､ 4 月

～ 9月までの収支見通しを明らかにした

上で､ 3 月末に返済期限を迎える道から

の借入金 4千万円の返済猶予などの支援

を正式に要請した｡

29日 ○北朝鮮の外務省報道官は､ 寧辺 (ニョン

ピョン) のウラン濃縮活動や核実験､ 長

距離弾道ミサイル発射実験の一時停止す

ると発表した｡ 国際原子力機関 (IAEA)

要員の復帰に応じ､ 食料支援については､

米国が24万トンの栄養補助食品を提供､

追加支援も協議することで合意｡

3 月の出来事

1 日 ○全日本空輸が出資する国内初の本格的な

格安空港会社 (LCC) ピーチ・アビエー

ションは､ 新千歳－関西線に就航｡ 新千

歳－関西の普通運賃は片道4780～ 1 万47

80円で､ 最安値は大手航空会社の割引料

金の半額近い｡

2 日 ○ロシア首相府は､ プーチン首相が北方領

土問題に言及した一部外国メディアとの

会見内容を明らかにした｡ この中で､ 領

土問題に関して ｢双方に受け入れ可能な

形で最終的に解決したいと強く願ってい

る｣ と述べた｡

4 日 ○中国の全国人民代表大会のスポークスマ

ンは､ 2012年度予算案の国防費が前年度

事業費11. 2 ％増の約6702億7400元 (約

8 兆 7 千億円) になると表明した｡

4日 ○ロシア大統領選が行われ､ 前大統領のプー

チン首相が63. 60％の得票で当選した｡

4 年ぶりに大統領に復帰する｡

7 日 ○留萌管内増毛町中歌のJR留萌線箸別－増

毛間で､ 深川発増毛行きの普通列車が､

線路をふさいだ雪や土砂に乗り上げ､ 前

輪が脱線した｡ 乗客 1人と男性運転士に

けがはなかった｡

8 日 ○財務省が発表した 1月の国際収支速報に

よると､ 海外とのモノやサービス､ 投資

などの取引状況を示す経常収支は4373億

円の赤字となった｡ 赤字額は比較可能な

1985年以降で最大｡

9 日 ○政府は､ 東京電力福島第一原発事故対応

をまとめた原子力災害対策本部の議事概

要を公開した｡ 昨年 3月11日夜に首相官

邸で行われた第 1回会議で､ 原子炉の冷

却機能が喪失して､ 炉心溶融 (メルトダ

ウン) に至る可能性があるとの指摘が既

に出ていたことが裏付けられた｡

11日 ○東日本大震災から 1年を迎えた11日､ 政

府主催の追悼式が東京の国立劇場で行わ

れ､ 天皇､ 皇后両陛下､ 野田佳彦首相､

遺族代表など約1200人が犠牲者に祈りを

捧げた｡ また､ 道内でも犠牲者を追悼す
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るイベント等が行われた｡

13日 ○全国軽自動車協会連合会 (全軽自協) の

出先機関が､ 車検証に関する事務手続き

の際､ 軽自動車所有者から政令に定めの

ない ｢協賛金｣ を徴収していたことがわ

かった｡ 過去10年間だけで集めた金額は

10億円以上にのぼる｡

16日 ○北朝鮮の朝鮮宇宙空間技術委員会の報道

官は､ 故金日成首席の生誕100年 ( 4 月1

5日) に合わせ､ 同月12～16日の間に､

地球観測衛星をロケットで打ち上げると

発表した｡ 技術的には､ 長距離弾道ミサ

イルの発射実験と同じ｡

17日 ○幕末から明治初期にかけて､ アイヌ民族

の風俗画を描いた平沢屏山 (1822～1876

年) の未発表の絵 3点が､ ロシア・サン

クトペテルブルクの国立博物館に保管さ

れていることがわかった｡

19日 ○2007年に発覚した聴覚障害偽装事件で､

詐欺と虚偽診断書作成・同行使の罪に問

われた札幌の耳鼻咽喉科医前田被告の判

決公判が札幌地裁で行われ､ 裁判長は､

懲役 8年 (求刑懲役15年) を言い渡した｡

無罪を主張していた弁護側は札幌高裁に

控訴した｡

20日 ○高橋はるみ知事は､ 東日本大震災で発生

した被災地の瓦れき受入体制の整備に向

け､ 瓦れきの放射性物質について道独自

の受入基準の設置を正式に表明した｡

23日 ○AIJ投資顧問が顧客から預かった年金資

産の大半を消失させた問題で､ 証券取引

等監視委員会は､ 金融商品取引法威信

(契約の偽計) 容疑で､ AIJや実質参加の

アイティーエム証券など関係先の強制調

査に乗り出した｡

26日 ○東京電力は､ 定期検査のため柏崎刈羽原

発6号機の運転を停止した｡ これにより､

全国の原発54基のうち､ 稼働しているの

は､ 北海道電力泊原発 3号機 1基となっ

た｡

27日 ○田中直紀防衛相は､ 防衛省内で自衛隊の

幹部による防衛会議を開き､ 長距離弾道

ミサイルの発射実験とみられる北朝鮮の

衛星の打ち上げに備え､ 追撃態勢を整え

る準備命令を出した｡

27日 ○北海道国際航空 (エア・ドゥ) は､ 10月

1 日に社名を ｢AIRDO｣ に変更すると発

表した｡ また､ 新しい機材を導入するの

に合わせ､ 機体ペイントのデザインを新

しくする｡

29日 ○小川敏夫法相は､ 東京､ 広島､ 福島の獲

拘置所で死刑囚 3人の刑を執行したと発

表した｡ 死刑執行は､ 2010年 7 月以来｡

30日 ○政府は､ 野田佳彦首相が今国会中の成立

を目指す消費税増税関連法案を閣議決定

した｡ 法案は､ 現行 5％の消費税率を､

2014年 4 月に 8％､ 2015年に10％に引き

上げることが柱｡
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